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原子力利用と核不拡散、核軍縮にかかわる国際フォーラム結果報告 

はじめに 

2009 年 9 月、核不拡散・核軍縮に関する安保理決議 1887 号が採択されたこと

に加え、2010 年 4 月には米国ワシントン D.C.においてオバマ大統領の提案して

いる核セキュリティ・サミットが開催される予定です。また、2010 年 5 月には、

5 年に一度の核拡散防止条約（NPT）運用検討会議が米国ニューヨークで開催さ

れ、「核のない世界」に向けた国際的な取り組みの進展が期待されています。 
鳩山総理は、国連総会及び安保理首脳会合における演説の中で、日本がこれら

の取り組みに先頭に立って貢献することを明言しており、これら分野において日

本が具体的に取り組みのリーダーとして、貢献を果たすことが重要になっていま

す。2009 年 12 月に我が国で核セキュリティ・サミットに向けた準備会合が開催

されましたが、日本への期待を表すものではないでしょうか。 
安保理決議 1887 号では、核軍縮・核不拡散の強化を目指すとともに、保障措

置（核不拡散）・核セキュリティ・原子力安全の確保を前提に、原子力平和利用

の推進を奨励しています。NPT の 3 本柱である原子力平和利用、核不拡散、核軍

縮を包括的に取上げ、核不拡散との両立を果たしながら原子力の平和利用の継続

的発展を実現するためには、今、何をすべきかを考え、そして議論する「原子力

平和利用と核不拡散、核軍縮にかかわる国際フォーラム」を原子力機構、日本国

際問題研究所、東京大学 G-COE の三者共催により開催しました。 
本フォーラムでは、世界から著名な専門家を招き、12 月 3 日、4 日の 2 日間に

わたり、浜離宮朝日小ホールにおいて、基調講演とテーマ別の 3 つの円卓討論を

実施しました。今回は、円卓討論という形態をとり、議論を中心にすることと、

フロアとのやりとりを重視することを目指しました。 
2 日間にわたって 262 名の方々の参加の下、フロアからも多くの方々に積極的

に討論に加わっていただき、活気のあるフォーラムになったと考えています。ご

参加いただきました講演者、モデレータ、パネリスト、聴衆の方々に改めて感謝

申し上げます。 
本国際フォーラムの結果が、今後の原子力平和利用と

核不拡散の両立の維持・発展、そして核軍縮の進展の議

論の参考になれば幸いです。 
日本原子力研究開発機構では、今後もこのようなテー

マの国際フォーラムを開催する計画でありますので、皆

様のご指導、ご協力をお願い申し上げます。 
 

2010 年 2 月 22 日 
日本原子力研究開発機構 

核不拡散科学技術センター長 
千崎 雅生 
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国際フォーラム概要 

主催者を代表して原子力機構岡﨑理事長からの開会挨拶に続き、初日午前の基

調講演の部では、まず、昨年 12 月 1 日に IAEA の事務局長に就任されたばかりの

天野之弥氏から、原子力平和利用の推進、核不拡散の確保の両面に関し、IAEA
が果たすべき役割などにつきビデオでのメッセージをいただいた。次に、原子力

平和利用の観点から、原子力委員会の近藤駿介委員長、核不拡散の観点から、米

国のボニー・ジェンキンス脅威削減プログラム大使（都合により、国務省原子力

安全・セキュリティ部長ストラトフォード氏が代読）、また、軍縮の観点から核

不拡散・核軍縮に関する国際委員会の報告書の内容について、日本国際問題研究

所軍縮・不拡散促進センター所長の阿部信泰大使より、それぞれご講演いただい

た。 
初日の午後の円卓討論１（モデレータ：阿部所長）では、核不拡散、原子力平

和利用、核軍縮を包括的に議論し、特に、原子力平和利用推進の重要性とその課

題、核不拡散/保障措置、原子力安全、核セキュリティの 3S 確保のための新規原

子力発電導入国への支援のあり方、追加議定書の普遍化をいかに進めるかなどに

ついて議論した。 
また、2 日目の午前中の円卓討論 2（モデレータ：核物質管理センター内藤香専

務理事）では、保障措置、核セキュリティ、核拡散抵抗性の視点に立って核拡散

抵抗性技術と保障措置等の制度的措置をいかに組み合わせて核の拡散を防ぐこと

が出来るのかという点、核拡散抵抗性と経済性の両立、核拡散抵抗性に関する国

際的な評価基準の在り方等について討論をした。 
2 日目午後の円卓討論３（モデレータ：東京大学 G-COE ジョーシャン・チョイ

特任教授）では、核燃料サイクルの多国間管理をテーマに、現在、国際的に議論

が進められているフロントエンドを中心とした具体的提案に加え、バックエンド

も含めた多国間管理について多面的に議論をした。 
 以下は、フォーラムで行われた議論について、課題毎に整理し紹介するとと

もに、そこから得られた結果の概要について取りまとめた。 
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核不拡散、原子力平和利用、核軍縮への取り組み 

複数のパネリストから、新規原子力発電導入国が 3S を確保すること、原子力

先進国や IAEA がこれらの国の 3S 確保に関し、支援を行うことの重要性が示され

た。他方で、3S を前面に打ち出すことが、新規原子力発電導入国に対する規制強

化という側面で捉えられることに対する懸念も指摘された。日本の専門家等から

は、関係国及び IAEA と協力して 3S イニシアティブを具体化していくことの重要

性が述べられた。3S 概念の検討にあたっては、IAEA が規制機関としてだけでは

なく、開発促進機関としての役割をも担っていることに配慮しなから両者のバラ

ンスをとった形で検討を行うことが重要と考えられる。 

(1) 3S（原子力安全、保障措置（核不拡散）、核セキュリティ） 

NPT には、内在的に核兵器国と非核兵器国との間の不平等が存在するが、この

点をどう捉え、克服していくかについて、米国、フランスからの参加者と、日本

の専門家及び一般聴衆の間で見解が対立した。非核兵器国が抱く NPT 体制の不平

等感に異を唱える核兵器国側との認識のギャップは大きく、本フォーラムにおけ

るような議論を通じて、このギャップを埋めていく努力が重要であることが認識

された。 

(2) NPTに内在する不平等性 

NPT の非加盟国との協力の是非について、特にインドとの協力に焦点を置いて

議論がなされた。米国政府からの参加者は、米印原子力協力が、当面、核兵器を

放棄する可能性がない国をそのままの状態で国際核不拡散体制の外側に置いてお

くのは妥当ではないという現実的な考え方から推進されたものであるとした。一

般聴衆からは、本件の北朝鮮等、他の懸念国などへの影響、核実験の実施の場合

の取扱いについての米印間の解釈の相違の観点から批判的な見解が述べられた。

日本の専門家からは、日印間の協力にあたっては、少なくともインドの CTBT 批

准を前提とすべきとの考え方も示された。 

(3) NPT非加盟国との協力 

米国の政府関係者からは、NPT の不平等性を緩和する観点からの核軍縮の意義

について否定的な見解が示されたのに対し、ブラジルの参加者は、核兵器国が核

軍縮を推進しない限り、追加議定書の批准等、核不拡散に関する追加的な措置を

取るつもりはないとの考えを明確に示し、この点についても両者の見解のギャッ

プが明らかになった。オバマ大統領によるプラハ演説等により核軍縮の推進に向

けての機運が高まっているが、CTBT の発効、FMCT の交渉開始など、実際に核

軍縮を目に見える形で進めるのは必ずしも容易ではないものと考えられる。 

(4) 核軍縮 

ブラジル、フランス、韓国、日本、英国、米国の専門家から、それぞれの国が

抱える原子力分野における人材育成上の課題や有用な人材を確保するための方策

(5) 人材育成 
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が述べられた。一般聴衆からは、人材育成に関しては、単に数を確保するだけで

はなく、人材の質を高めることが重要であること、また、学生には、国の政策と

は無関係にあらゆる国の人々と話をすることができるという利点があり、学生時

代に海外との人材交流の機会を与えることで、国際的なメンタリティを育成する

ことが重要ではないかとの意見が表明された。原子力分野の人材不足は原子力先

進国、新規原子力発電導入国に共通する深刻な問題であり、IAEA や国際協力を通

じた人材育成の取組みは重要であることが改めて認識された。 

保障措置、核拡散抵抗性、核セキュリティへの対応  

未申告の核物質や原子力活動を探知する強力なツールである追加議定書（AP）
は、本フォーラムでの議論においても、その普遍化の重要性が、複数のパネリス

トから表明された。他方、ブラジルの参加者からは、AP 批准について核兵器国が

核軍縮を推進しない限り、AP の批准等、核不拡散に関する追加的措置を取るつも

りがないことが明確に述べられた。規制強化、主権の侵害につながるという懸念

を克服し、普遍化を前進させるためには、AP 批准によって得られる政治的メリッ

トの部分を強調すること、AP の批准に向けてのプロセスが IAEA との間における

信頼関係構築の過程であることの認識を促すことが重要と考えられる。また、未

申告活動の探知技術に加えて、「特別査察」のような既存の権限を行使すること、

追加議定書を超える新たな措置についての検討の必要性（AP プラスと呼ばれる）

が示された。 

(1) 保障措置の強化、追加議定書の普遍化について 

IAEA 関係者は、情報駆動型（インフォメーションドリブン）保障措置といわ

れる新しい保障措置において情報分析を向上させること、国、地域の査察体系の

有効活用が今後の効率化に繋がると述べた。また、日本の専門家及び政府関係者

からは、計量管理ベースの保障措置は基本であるが、活動の透明性を高め転用や

不正使用がないことを確認することによって保障措置の効率化が可能であり、現

在、国内保障措置システムの強化による持続可能な保障措置戦略を策定している

旨報告された。 

(2) IAEA保障措置の効果、効率化 

将来の核燃料サイクルに対する保障措置については、最新技術を導入した革新

的な査察活動を行うことが必要と考えられ、「Safeguards By Design」（設計段

階からの保障措置の適用の考慮）の採用により効率化が図られると考えられる。

また、日、米、仏、露における技術開発、国際協力も重要と考えられる。 

アルゼンチン、ブラジル両国は 1991 年に原子力平和利用協定を発効させ、さ

らに共通の計量管理機関である ABACC を設置。IAEA、ABACC、ブラジル、ア

ルゼンチンの 4 者間で保障措置協定を締結し、平和利用の核物質の転用がないこ

とを確認し、IAEA 保障措置の省力化に貢献している旨の報告がなされた。 

(3) 地域的な保障措置取り組みの有効性 
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一方、フランスからの参加者より、ヨーロッパでは EURATOM 条約に基づい

て、地域保障措置を実施していること、申告された核物質が転用されていないこ

とを監督することを目的に、核兵器国、非核兵器国に差別なしに保障措置を適用

しており、結果は IAEA へも報告していることが述べられた。また、韓国からの

参加者からは、アジアにおいても、2009 年、「アジア太平洋保障措置ネットワー

ク（APSN）」が設立され、アジアで初めての保障措置に関する多国間イニシアティ

ブが実現しつつあり、今後地域保障措置の可能性についての議論の高まりが期待

される旨の報告がなされた。 

ロシアからの参加者は、FBR 開発、乾式再処理開発を含む新しい計画を持つが、

将来の燃料サイクルに適用する保障措置技術の開発が重要と述べた。日本の専門

家からは、核兵器国への査察については、公平性の観点から、民生利用の施設に

ついては、全施設を査察の対象としてスタンバイしておくべきであり、それらに

対する効率的な査察を検討していくべきとの意見が示された。一方、IAEA では、

例えば、イランにおいては、通常の保障措置以上の活動が適用されているなど、

その国の保障措置制度等を考慮して、区別化の検討が行われていることが紹介さ

れた。 

(4) 保障措置の区別化、核兵器国/非核兵器国における差に関する問題 

核物質取扱施設の増加、プルトニウム利用の拡大に対応し、保障措置など制度

による規制に加え、高い転用探知確率、接近し難くさ、取り扱い難さといった技

術的な核拡散抵抗性を高めることが重要とされている。日本の参加者からは、抵

抗性の高い技術を標準技術として普及させるためには、経済的なインセンティブ

が必要であること、また、米国の参加者からは、抵抗性技術の向上によって保障

措置が適用しにくくなる場合もあることが指摘された。抵抗性技術は、核不拡散

性向上のための一つのステップであり、これにより保障措置が低減される可能性

も秘めている。いずれにしても、保障措置と抵抗性技術の相乗効果を追求すべき

である、という意見が出された。 

(5) 核拡散抵抗性の役割 

日本の専門家からは、セキュリティに関しては、脅威が高い国、低い国、例え

ば日本のように銃の保有が認められていないような国もあり、一律に考えること

が難しく、各国の事情を考慮した議論が重要になるとの意見がなされた。米国の

専門家は、脅威をどう評価するかが重要であり、過小評価または、過大評価して

も原子力産業を窮地に追い込む可能性があると指摘した。責任をいかに定義し、

核セキュリティへの認識を高め、適切な手段を与えていくことが重要であり、2010
年 4 月の核セキュリティサミットが、これらを考える良いきっかけ、または、転

換点になることを期待するという意見がなされた。核セキュリティ強化のために

施設が過剰設計になる可能性が高く、コスト増大の問題、利便性が低下する可能

性がある点を考慮した議論が不可欠である。また、平和利用が進むにつれ輸送時

(6) 核セキュリティ 
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のセキュリティが重要になるので、いかに核テロから守っていくかを考えること

が重要である。これに関して、ロシアの専門家からは、輸送物の位置や量などを

把握する信頼性のある国際管理システムの構築を目指すべきとの意見もなされ

た。 

核燃料サイクルの多国間管理について 

供給保証は、核不拡散以外の政治的原因で、濃縮ウランの供給が途絶した国に

対し供給を保証する国際枠組みである。2009 年 11 月の IAEA 理事会で、ロシア・

アンガルスク国際ウラン濃縮センター（IUEC）での低濃縮ウラン（LEU）備蓄

の創設と備蓄からの LEU 供給に関し、関連協定案につき決議案が採択され実現に

向け始動した。これは多国間管理構想の推進力となり得ると考えられが、ロシア

からの参加者は、2 年前に設立された IUEC については、濃縮の契約は未だ 1 件

も締結されておらず、むしろ、IUEC の機能として、LEU の供給保証だけでは不

十分で、燃料ペレット、燃料集合体の製造や、使用済燃料管理の機能も持たせる

ことが必要と述べた。フランスからの参加者は、1970 年代には、濃縮役務の供給

者が米国とソ連だけであり、米国が他の国に対する燃料の供給を保証することを

拒否したため、URENCO や Eurodiff が設立されたこと、現在、4～6 の濃縮事業

者による、市場原理の下での価格競争が存在し、WTO が、適正な競争が行われて

いるか否かを監視しており、市場メカニズムと政治的な措置の橋渡しをするもの

として、当該国の核不拡散コミットメントの遵守状況のレビューを前提とした、

長期（10 年）にわたる輸出許可が有効であることを述べた。一方、国連軍縮研究

所（UNIDIR）からの参加者は、上述の IAEA 理事会では IUEC-LEU 備蓄の創設

と LEU 供給に関して、非同盟（NAM）諸国等の反対を押し切った形で決議案が

採択されており、受領国（主に途上国）が供給国（主に先進国）に対し疑念や不

信感を抱きかねないと主張した。また、本アプローチは、核不拡散を主たる目的

としているだけに、受領国と供給国の間で共通理解が得られない限り、メカニズ

ム構築は難しいと述べた。押しつけるのではなく、平和利用の意義、経済的メリッ

ト等の必要性を訴えかけるアプローチなどが重要になる。エネルギーの自立の観

点から、濃縮技術を持ちたいという国に対してどう対処していくべきかが１つの

課題である。また、ブラジルやカザフスタンなどのウラン資源国にとっては、付

加価値をつけてビジネスを行ないたいということが、濃縮を志向する要因になっ

ており、供給保証による機微技術拡散防止へのインセンティブを働きにくくして

いる。 

(1) 核燃料の供給保証の実現性について 

多国間管理構想は、前述の万一における「供給保証」だけでなく、定常的な「供

給」や核燃料サイクルサービスを国際的枠組みで展開するアプローチであり、機

微技術の拡散防止に資するものある。米国からの参加者によれば、ブッシュ大統

領（当時）が、2004 年に濃縮、再処理技術を有する原子力供給国は濃縮、再処理

(2) 多国間管理構想およびその公平性の確保について 
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技術や施設を、既にそうした技術、施設を保有している国以外には移転しないこ

とを提案したが、この提案は現状の技術保有国・非保有国の区分を固定化するも

のであるとの懸念を引き起こした。米国では、その後当該提案を、受領国にとっ

てより受け入れ易いアプローチ、すなわち、受領国に濃縮、再処理の放棄を要求

しない方向に変えようとしているとのことであった。重要なことは、濃縮の「技

術的能力」の拡散を防止することであり、新規原子力発電導入国に魅力的なイン

センティブを提供し、その代わりに燃料サイクル技術を開発することがないよう

にすることである。 

多国間管理構想に関しては、これまで燃料供給保証というフロントエンドが中

心であったが、これからはバックエンドも含めた検討がなされるべき。バックエ

ンドの国際化にあたっては、まずは技術の確立が必要であり、更なる研究開発及

びそのための国際協力が奨励されるべきである。中国からの参加者は、米、露、

日、韓、中、印等の大きな原子力プログラムを有する国は、コスト等の問題で他

国にすべてを依存することはできず、まず自国内で核燃料サイクル施設を設計し、

建設、運営していく必要があり、よって、国際的（地域的）な核燃料センターを

創設する際にも、その国のプログラムを基盤に考えるとの意見を示した。韓国の

参加者からは、韓国では濃縮、再処理能力を有しておらず、使用済燃料管理は深

刻な問題で、海外依存も必要な選択肢と考えており、その多国間アプローチにつ

いての国際的な議論を必要としていること。多国間管理構想は経済的なインセン

ティブを有するもの、メカニズムに是非とも参加したいとのインセンティブを与

えられるものである必要があることが述べられた。フランスからの参加者は、英

仏両国は商業用の再処理施設を所有しており、他の国に対して再処理役務を提供

することが可能と述べた。ただし、高レベル放射性廃棄物は返還する必要がある

こと、廃棄物を発生させた国がその管理に責任を有すること等の条件が含まれる。

プルトニウム利用について、ロシアのシナリオは、次世代高速炉ができるまでは

再処理せず、その間は中間貯蔵としている。日本からの参加者は、使用済燃料の

国際貯蔵をしながら併行してプルトニウム利用を促進することが必要であり、高

速増殖炉が必要になってから急に始めたのでは遅いと主張した。いずれにしても、

各国毎に原子力を取り巻く状況は異なり議論を収束させることは難しいが、ス

テップ・バイ・ステップで実現可能な部分から始める、例えばまず使用済燃料の

中間貯蔵施設を多国間あるいは地域で創設することが考えられる。 

(3) 多国間管理構想の推進方法 

米国からの参加者は、核燃料サイクル施設の多国間管理を議論していく際に、

何を目的に、誰を参加させ、どのレベルで多国間管理化を図るのか、技術のブラッ

クボックス化を求めているのか、それは受領国の要求と合致するものなのか、産

業界に受け入れられるものなのか、等々詳細を一つ一つ積み上げていくことが必

要と述べた。フランス産業界からの参加者は、核不拡散を確保することは産業界

自身の利益につながるという考え方が重要であり、一つは核物質を取り扱ってい

(4) 多国間管理議論に考慮すべきこと、今後の課題 
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るという立場に鑑み、適切に取り扱っていることを示す必要があること、原子力

資機材の輸出に際して責任が生じること、また、原子炉での兵器級プルトニウム

の処分など、核不拡散に関して、産業界自身が解決に貢献できることによると述

べた。日本の参加者から、多国間管理の議論には、我が国も積極的に参画してい

くべきであり、議論にあたっては、保障措置の低減の可能性など、新たな枠組み

のポジティブな側面を強調することが重要であること、原子力が地球環境あるい

はエネルギー安定確保のために必要であるという共通理念の下で、それを平和利

用に限定していこうという共通認識を持ち、多くの場で議論することが大事。原

子力が地球の持続可能な発展のためにどうしても必要であると皆が信じるのであ

れば、国だけの問題ではなく、これに関わる産業界、研究機関、大学の関係者す

べてがその思いの下、それぞれがどのような責任や役割を果たしていけるのかに

ついての認識を共有することが重要であるとの考えが示された。 

まとめ 

本フォーラムではすべての論点において必ずしも共有する結論に至ったわけで

はないが、出された意見の中で重要かつ大勢が一致したと思われる考えについて

以下にまとめる。 

・ 新規原子力発電導入国に受け入れられる形での 3S の推進や原子力の人材育

成は重要 
・ 保障措置では追加議定書の普遍化はもとより、IAEA 保障措置のより効果的

な活用や機能の強化が重要、さらに平和利用においては、経済合理性の確保

される中での保障措置と抵抗性技術の相乗効果を追求すること、核セキュリ

ティの認識を高めるとともに国情に合った適切な対策を講じることが重要 
・ 根強く存在する NPT の不平等解消のためにも、核兵器国による軍縮促進努

力や民生原子力利用における明確な核不拡散対策を示すことが必要 
・ 原子力の平和利用と核不拡散両立には、多国間管理構想が、燃料供給や使用

済燃料問題解決、資源の有効利用において国際ロードマップともなる効果的

な考え方。多国間管理構想において、平等性、透明性、経済合理性が確保さ

れれば、魅力的な枠組みとなり、多くの参加国を得ることができ、結果的に

核不拡散上有効な対策となる。 

今回の議論を通し、依然として、持てるものと持たざるものの差別論が、課題

解決を難しくしていることに改めて気付かされた。我が国は、核不拡散規範に真

摯に従うとともに核不拡散のために国際協力を惜しまないという一貫した平和原

子力利用推進政策により、国際社会からの信頼を得てきた訳であるが、今後とも、

過去の実績に甘んじることなく、核不拡散および核セキュリティ強化というより

厳しい国際環境下で、平和利用と核不拡散の両立にかかわる国際社会の課題解決

のためにリード・貢献していくことが重要であると痛感した。 
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プログラム

 名 称  原子力平和利用と核不拡散、核軍縮にかかわる国際フォーラム 

 日 時  平成 21 年 12 月 3 日（木） 10:00～17:30 

 平成 21 年 12 月 4 日（金） 9:30～17:40 

12 月 3 日（木）                                      

●開会挨拶                                                                                 

10:00～10:10 日本原子力研究開発機構 理事長 岡﨑 俊雄 

●基調講演                                                                                 

10:10～10:20 原子力平和利用と核不拡散の両立 

国際原子力機関（IAEA） 新事務局長  天野 之弥（ビデオメッセージ） 

10:20～10:50 我が国の核不拡散政策の当面の課題 

原子力委員会 委員長  近藤 駿介 

10:50～11:20 主に核不拡散推進の観点 

米国国務省 国際安全保障拡散防止局 脅威削減プログラム 大使 

   ボニー・ジェンキンス 

 （代読：米国国務省 原子力安全・セキュリティ部長 リチャード・ストラットフォード） 

11:20～11:50 「核不拡散・軍縮に関する国際委員会」の概要報告 

日本国際問題研究所 軍縮・不拡散促進センター所長・大使 

   阿部 信泰 

11:50～13:20 昼食休憩 

●円卓討論１（13:20～17:20） 「NPT の 3 本柱─原子力平和利用、核不拡散、核軍縮」                  

モデレータ 日本国際問題研究所 軍縮・不拡散促進センター所長・大使 阿部 信泰 

出席者 国際原子力機関（IAEA） 事務次長  谷口 富裕 

ブラジル・アルゼンチン核物質計量管理機関（ABACC） 事務局長 

 オディロン・アントニオ・マルクーゾ・ド・カント 

仏 Areva 社 核不拡散・国際制度担当部長  キャロライン・ジョラン 

韓国原子力安全技術院（KINS）顧問（前韓国原子力統制技術院（KINAC）理事長） 

  ハン・ギュ・リー 

ロシア科学アカデミー 教授  バレンティン・イワノフ 

英国エネルギー気候変動省 核不拡散担当課長  ピーター・カーター 

米国国務省 原子力安全・セキュリティ部長  リチャード・ストラットフォード 

外務省大臣官房審議官（総合外交政策局担当及び軍備不拡散・科学部担当） 

  中島 明彦 

経済産業省 資源エネルギー庁 電力・ガス事業部 原子力政策課長 

  三又 裕生 

元原子力委員長代理・大使  遠藤 哲也 

東京大学大学院工学系研究科 教授  田中 知 

日本原子力研究開発機構 理事長  岡﨑 俊雄 

（15:00～15:30 コーヒーブレイク） 

●1 日目終了挨拶                                                                            

17:20～17:30 日本国際問題研究所 上級客員研究員 遠藤 哲也 
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12 月 4 日（金）                                      
●円卓討論２（9:30～12:30） 「保障措置、核セキュリティ、核拡散抵抗性」                             

モデレータ 核物質管理センター 専務理事 内藤 香 
出席者  ブラジル・アルゼンチン核物質計量管理機関（ABACC） 事務局長 

 オディロン・アントニオ・マルクーゾ・ド・カント 
仏 Areva 社 核不拡散・国際制度担当部長  キャロライン・ジョラン 
韓国核不拡散核物質管理院（KINAC） 首席研究員  ワン・キー・ユーン 
ロシア科学アカデミー 教授  バレンティン・イワノフ 
米国大使館 エネルギー担当官、米国エネルギー省 日本事務所代表 

    ロナルド・チェリー 
米国アルゴンヌ国立研究所  アイク・テリオス 
米国ロスアラモス国立研究所  ジョゼフ・ピラー 
米国ブルックヘブン国立研究所 上級研究主席、GIF（Generation IV International Forum） 
PR&PP ワーキンググループ 共同座長  ロバート・バリ 
国際原子力機関（IAEA）保障措置局査察実施 C 部 前部長 
  村上 憲治 
文部科学省 科学技術・学術政策局 保障措置室長  木村 直人 
原子力安全基盤機構（JNES）理事、京都大学名誉教授 中込 良廣 
日本原子力研究開発機構 核不拡散科学技術センター長 
  千崎 雅生 
東京大学大学院工学系研究科 教授（委嘱）、日本原子力研究開発機構 核不拡散科学
技術センター 次長 
  久野 祐輔 

12:30～14:00 昼食休憩 

●円卓討論３（14:00～17:30） 「核燃料サイクルの多国間管理」                                      

モデレータ 東京大学 G-COE 特任教授 ジョーシャン・チョイ 
出席者  国連核軍縮研究所（UNIDIR） 上級研究員、プロジェクトマネージャー 

  ユーリー・ユディン 
ブラジル・アルゼンチン核物質計量管理機関（ABACC） 事務局長 
 オディロン・アントニオ・マルクーゾ・ド・カント 
中国原子能科学研究院（CIAE） 教授、科学技術委員会副委員長 
  ゾンマオ・グ 
仏 Areva 社 核不拡散・国際制度担当部長  キャロライン・ジョラン 
韓国原子力研究所（KAERI）国際研究部長  カンソク・リー 
ロシア科学アカデミー 教授  バレンティン・イワノフ 
英国エネルギー気候変動省 核不拡散担当課長  ピーター・カーター 
米国ロスアラモス国立研究所  ジョゼフ・ピラー 
米国科学アカデミー 核セキュリティ・安全プログラム部長 
  ミカ・ローウェンタル 
米国モントレー国際問題研究所、不拡散研究センター 教授 
  ローレンス・シャインマン 
原子力委員会 委員、中部電力 顧問  伊藤 隆彦 
電力中央研究所 社会経済研究所 研究参事、東京大学公共政策大学院 客員教授 

    鈴木 達治郎 
東京大学大学院工学系研究科 教授（委嘱）、日本原子力研究開発機構 核不拡散科学
技術センター 次長 
  久野 祐輔 
日本原子力研究開発機構 核不拡散科学技術センター 技術主席 
  直井 洋介 

（15:30～16:00 コーヒーブレイク） 

●閉会挨拶                                                                                 
17:30～17:40 東京大学大学院工学系研究科 教授 田中 知 
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岡﨑理事長開会挨拶 

 本フォーラムは、毎年、原子力平和利用と核不拡散に関

する今日的課題をテーマに開催しているものであり、今

年は、原子力機構と日本国際問題研究所、東京大学

G-COE との共催により、核軍縮も含めた NPT の 3 本柱

を包括的に取上げ、それぞれの課題について掘り下げた

議論を行うことを意図。 
 まず、本年就任されたオバマ米国大統領は、4 月のプラ

ハでの演説において「核兵器のない世界」というビジョ

ンを提示され、9 月の国連安全保障理事会における核不

拡散・核軍縮に関する決議 1887 号の採択、更には、米

露間の STARI I に代わる新たな核軍縮条約の交渉の進展等、核軍縮に係る大

きな動き。また、先般の日米首脳会議で、核不拡散、保障措置、核セキュリ

ティ分野における協力が合意されるなど、来年の核セキュリティ・サミット

や NPT 運用検討会議に向けて、核軍縮、核不拡散の機運が高まっている状

況は歓迎すべきこと。 
 他方、エネルギーの安定的確保、温室効果ガス削減の要請の中で、原子力エ

ネルギーの重要性への認識は国際的にますます高まっており、中東や東南ア

ジアにおいて、原子力導入への関心が増大、欧米諸国において原子力への回

帰が見られ、原子力ルネサンスを実感 
 このような中、原子力発電の拡大が核拡散リスクの増大を伴わないような形

で実現すること、すなわち原子力平和利用と核不拡散の両立が人類の持続的

発展にとっての重要課題 
 核兵器国による核軍縮への一層の取組みによって、国際的な核軍縮、核不拡

散の動きが加速されると期待 
 NPT の 3 本柱である、核不拡散、原子力平和利用、核軍縮は相互に密接に

リンクしており、この 3 つの柱を総合的に推進する取組みが重要 
 本フォーラムでは 3 本柱について、特に原子力平和利用を国際的に推進する

観点からの議論を期待 
 中身の深い議論を期待するに相応しい、政府機関や国際機関の責任者や多く

の専門家をお招きすることができ、喜ばしく思っている。 
 また、今回のフォーラムでは、従来とは異なり、円卓討論という方式を採用。

プレゼンテーションは最小限にとどめ、パネリスト相互の議論やフロアとの

インターアクションをより重視 
 基調講演として、まず、12 月 1 日に IAEA の事務局長に就任されたばかり

の天野之弥氏からビデオメッセージをいただく。原子力平和利用の推進、核

不拡散の確保の両面に関し、IAEA が果たすべき役割が改めて認識されてい

るこの時期に、事務局長という重要ポストに就任された天野氏に心から祝意

を表したい。 
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 その後、原子力平和利用の観点から、原子力委員会の近藤駿介委員長、核不

拡散の観点から米国のボニー・ジェンキンス大使、また、軍縮の観点では、

核不拡散・核軍縮に関する国際委員会の報告書に関して、阿部信泰日本国際

問題研究所 軍縮・不拡散促進センター所長にそれぞれスピーチをいただく。 
 初日の午後の円卓討論では、核不拡散、原子力平和利用、核軍縮を包括的に

議論。特に、原子力平和利用推進の重要性とその課題、核不拡散/保障措置、

原子力安全、核セキュリティ、いわゆる 3S 確保のための新規原子力発電導

入国への支援のあり方、追加議定書の普遍化をいかに進めるかなどについて

議論 
 2 日目の午前中の円卓討論では、特に、保障措置、核セキュリティ、核拡散

抵抗性の視点に立って核拡散抵抗性技術と保障措置等の制度的措置をいか

に組み合わせて核の拡散を防ぐことが出来るのかという点、核拡散抵抗性と

経済性の両立、核拡散抵抗性に関する国際的な評価基準の在り方等について

討論 
 また、2 日目の午後の円卓討論では、核燃料サイクルの多国間管理をテーマ。

現在、国際的に議論が進められているフロントエンドを中心とした具体的提

案に加え、バックエンドも含めた多国間管理について多面的な議論を期待 
 本フォーラムは、政府関係者含め全て個人の立場で自由に意見交換をするこ

とを意図し、セカンドトラックとして開催されるものであるが、2 日間の議

論を通じて、浮かび上がった課題や一定の方向性が、来年 4 月の NPT 運用

検討会議はもとより、関連する多くの国際的な議論につながることを期待 
 

基調講演  

天野之弥氏（IAEA 新事務局長） 

原子力平和利用と核不拡散の両立（ビデオメッセージ） 

経済成長と気候変動の観点から、エネルギーミックスの一

部として原子力の役割は今後重要となる。経済危機にも関わ

らず、殆どの国々は原子力利用計画を後退させておらず、ま

た、IAEA の予測では、2030 年までに原子力発電の設備容量

は現在に比べ、116％、拡大する。原子力発電の拡大は IAEA
に新たな挑戦をもたらすことになり、原子力の利用に関する

加盟国への援助を求められた場合に、IAEA はより適切に対

応できるようにする必要がある。核燃料供給保証は一層の関

心が示されるべき項目である。追加的な核物質・施設に対し

て保障措置を適用するに足る能力の保持は重要で、また追加

議定書は現在 90 ヶ国以上と締結しているが、一層の普遍化

が必要である。 

本フォーラムは将来の原子力エネルギー、核不拡散、及び核軍縮にとって大変

重要な時期に開催されている。現在進展中の米露の戦略兵器削減交渉では、核軍
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備を現在の 1/3 に削減するとしている。達成されれば、国連安保理決議 1887 号（核

兵器のない世界に向け 2009 年 9 月に採択）のフォローアップとして歓迎すべきも

のになる。来年 5 月にニューヨークで NPT 運用検討会議が開催されるが、NPT は

国際安全保障にとっても礎石であり続ける。５核兵器国は核兵器の廃棄に向けた

努力を約束し、非核兵器国は原子力を兵器目的に使用しないことを約束する。NPT
が直面するチャレンジにも拘わらず、運用検討会議での成功に貢献する進展を期

待するものである。会議の成功は NPT における信頼強化と、原子力の平和利用・

核不拡散・核軍縮の分野における持続的協力の基盤に貢献するであろう。 

本国際フォーラムが世界各国からの出席者を得て、原子力平和利用の推進・核

拡散防止・核軍縮促進に向けた有益な貢献をもたらすことを確信する。 

近藤駿介氏（原子力委員会委員長） 

我が国の核不拡散政策の当面の課題 

冒頭、最近行われた事業仕分けについてコメントしたい。

原子力政策大綱（2005 年）第 6 章は「原子力に関する施策、

特に研究開発は、不確実な未来に向け長期的視点に立った総

合的推進が必要との観点から国が実施。国はその取組の意義

について国民に説明し、信頼される推進者となることを心が

けることが大切」としている。委員会としては政策評価活動

を通じてこのことに取り組んできたところ事業仕分けにお

ける議論を見ていて、原子力政策に係る取組に関する評価に

際して国民の多面的な意見を聞き、総合調整を行う取組を強

化しなくてはと感じたので、今後の政策評価に当たってはそ

のように心がけたい。 

世界の原子力発電規模は、緩やかに拡大を続け、2009 年には 30 ヶ国で 436 基、

372GW の発電設備が運転され、世界の電力の約 15％、一次エネルギーの 5.5％を

供するまでになった。最近では、新興国で原子力発電所の新設活動が盛んで、IAEA
によれば現在、60 以上の国が新たな原子力発電に関心を表明し、12 ヶ国が具体的

な発電所新設計画に取り組んでいる。その理由としては、①各国で原子力発電所

が安全に運転されていること、②各国で電力需要が高まっていること、③原子力

発電の経済性が高まっていること、④有力な低炭素エネルギー源として評価され

るようになってきたことが挙げられている。 

国際エネルギー機関の「エネルギー技術展望 2008」は、2050 年の世界の温室効

果ガス排出量を 2000 年の半分以下にするシナリオとして、同年の世界電力の 25％
を原子力発電が供給する姿を示している。この姿の実現には、今後 40 年間、毎年

約 25 基のプラントを運転開始させ、2050 年には現在の 3 倍強の 1400GW の原子

力発電所を運転していることが必要になる。 

我が国の原子力発電は、化石燃料の火力発電を置き換えているとすると、年間

二酸化炭素排出量を約 20％、量にして約 3 億トンを削減していることになる。我

国は、原子力発電が安全で経済的なエネルギー源として広く利用され、エネルギー

安定供給の確保と地球温暖化対策に一層貢献している社会を実現するべきと原子
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力委員会は考えており、そのため次の 7 つの取組を並行して進めることを求めて

いる。 

1) 原子力の平和利用と安全の確保 
2) 放射性廃棄物の適切な管理・処分 
3) 原子力発電所の建設、運転、廃止措置の着実な推進 
4) 再処理で回収した燃料を当面軽水炉で使用し、並行して使用済燃料の中間貯蔵

能力を整備 
5) 高速増殖炉、核融合等の革新的原子力エネルギー技術の研究開発 
6) 国際社会が、原子力の研究開発利用を安全、核不拡散を確保しつつ、効果的・

効率的に推進できるよう連携・協力 
7) こうした取組に必要なインフラ、知識、人材の供給を確立し、国民の信頼を確

保 

核不拡散に関する取組はこのうち第７の取組に属するものである。我国は、原

子力基本法で原子力活動を平和利用に限定し、IAEA の包括的保障措置を受け入れ

るとともに、濃縮・再処理技術を実用化する過程でこうした技術に対する保障措

置のあり方も IAEA や関係国と共同して開発、実装してきた。また、モデル追加

議定書の整備に協力し、その後これを率先して受け入れ、各国にこれを慫慂して

いる。そして、2004 年よりは施設タイプ毎に統合保障措置を実施するに至ってい

る。また、原子力供給国グループ（NSG）が定める外国との原子力交易に関する

ガイドラインを順守し、この公益は二国間協定締結国に限って推進するとともに、

追加議定書の締結も条件に加えてきている。 

原子力委員会は、我が国の核不拡散に対する姿勢と透明性を確保するため、行

政機関には核物質の管理状況の報告を求め、事業者にはプルトニウム利用計画の

公表を慫慂しており、さらに、関係組織のトップマネジメントに対し、安全の確

保と並んで保障措置活動が最優先に遂行される組織文化を核不拡散文化と名付

け、これの浸透に力を尽くすことを要請している。 

核セキュリティの確保に関しては、第 1 に妨害破壊行為に対する物的防護と行

為者の処罰に至る一連の国の措置、第 2 に国境管理の取組、第 3 に国の統制がお

よばない国際組織活動への国際的な対処が求められていると認識。国内問題につ

いて委員会は IAEAの勧告 INFCIRC225を核物質防護対策整備の参考とすることを

求めており、実際、その改定 4 版を踏まえ、施設の防護機能を設計する際に用い

る「設計基礎脅威（DBT）」を国が作成して事業者に提示することを制度化する

とともに、核物質防護検査制度及び核物質防護に係る機密保護制度も整備してい

る。核物質防護条約を 1988 年に批准し、核テロリズム防止条約（2005 年採択）を、

放射線発散処罰法を成立させて国内体制を整備した上で 2007 年に批准した。さら

に、非国家的行為主体の大量破壊兵器使用の抑止に向けた国際協調体制の構築を

謳う国連安保理決議 1540 の採択を受け、所要の取組みを実施している。核テロに

対抗するグローバルイニシアティブ（米露主導）には政府を含む関係者が全面的

に協力（高濃縮ウラン回収、テロ活動の防止・検知・対応）している。また、委

員会は、核セキュリティの確保には施設等の現場における規則の遵守、改善等に

取組む姿勢がいつも高い水準に維持されていることが肝心と考え、そうした組織
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文化である核セキュリティ文化の醸成を各方面に依頼している。 

国際社会において原子力発電に関心を有する国が増えることに対応して、核不

拡散体制の強化に向けて、以下の 3 種類の提案がなされている。 
1) 追加議定書プラスに代表される、各国の情報や施設に IAEA が接近する義務と

権限の強化 
2) 情報駆動型保障措置活動を通じた IAEA の査察能力の強化 
3) 核拡散ポテンシャルの増大を抑制する要因（国連安保理への通告制度）やこれ

を減少させる誘因の用意（多国間管理による核燃料サイクルサービス提供の仕

組みの整備、核拡散抵抗性技術採用の制度化） 

第３のカテゴリーの取組に関する新しい動きとして、本年 4 月、米国のオバマ

大統領がプラハにおける演説で、諸国が核拡散リスクを増大させることなく原子

力の平和利用を享受できるよう、国際核燃料バンクを含む原子力平和利用のため

の新しい枠組みの構築することを提案したこと、その後米国国務省やエネルギー

省高官から、ゆりかごから墓場までの核燃料サービスの実現に向け真剣な検討を

との発言がなされていることに注目している。 

我が国は、濃縮や再処理、MOX 燃料加工施設の建設にあたって Safeguards by 
design の考え方の先鞭をつけるとともに、保障措置や核セキュリティに係る革新

的技術開発、新興国の保障措置体制の確立のサポートに取り組んできた。我が国

は、今後とも関心を有する国々と共同してこうした取組みを推進するとともに、

核不拡散と原子力の平和利用を両立させる新しい国際フレームワークの形成活動

にも積極的に取り組んでいくべきと考える。 
 

ボニー・ジェンキンス氏 
（米国国務省 国際安全保障拡散防止局 脅威削減プログラム 大使） 

代読：リチャード・ストラットフォード氏 
（米国国務省 原子力安全・セキュリティ部長） 

主に核不拡散推進の観点から 

NPT の 3 本柱の 1 つである核軍縮について、核兵器国の

削減努力に加え、非核兵器国が核兵器を取得しないことも重

要であり、厳格かつ効果的な国際管理のもとで普遍的かつ完

全な軍縮に導くよう全加盟国が努めるべきである。近年、原

子力が見直されている背景として、(1) とりわけ発展途上国

における人口増加、産業の発展に伴う、かつてない電力需要

の高まり、(2) エネルギー安全保障の観点からのエネルギー

供給の多様化の要請、(3) クリーンエネルギー技術への指向

がある。オバマ大統領のプラハ演説にあるように、「気候変

動に立ち向かい、平和を推進するために原子力を利用すべ

き」である。 

カーネギー国際平和財団の調査によると、トルコ、フィリピン、エジプト等が
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改めて、ヨルダン、UAE が新たに、原子力導入を検討している。最近の IAEA 事

務局長報告によると、IAEA に対し原子力発電プログラムの導入に関心を示した

国々は 60 ヶ国にのぼる。原子力利用の拡大に伴い、原子力安全、保障措置、核セ

キュリティを意味する 3S の概念が重要性を増してきた。核テロリズムの脅威が現

実のものとなり、核セキュリティの重要性はかつてないほどに大きくなり、オバ

マ政権でも優先度が高い。 

拡散リスクに関しては、転用を阻止するための厳格な管理が重要で、濃縮・再

処理技術が広がることに制限を設けることが重要になる。既存あるいは将来の施

設については透明性の担保と追加議定書を含む保障措置の的確な適用が必要であ

る。保障措置（特に未申告活動の検知）に関する IAEA の権限強化が重要で、天

野新事務局長の手腕に期待する。 

改正核物質防護条約発効の暁には、基本的な核セキュリティのインフラ基盤整

備が期待できるので、署名・批准を各国に要請したい。INFCIRC225 に基づく核物

質防護も効果的な措置で、2010 年 rev.5 として改訂されるものは国際的な基盤とな

るであろう。 

核燃料バンク構想に関して、アンガルスク濃縮センターのロシア提案が先週

IAEA 理事会で承認されたが、新事務局長のもとでの更なる進展を期待する。 

原子力は大気汚染と CO2 排出が無視できるほど少ないという大きな利点がある

一方、3S に関する高い標準を設定して平和利用を担保することが重要である。3S
に関する米国の取組みとして、法規制、人材・資金調達、安全への取組み、核物

質管理、新規導入国のインフラ整備に対する支援、IAEA とその技術協力に対する

最大の支援、アジア原子力安全ネットワークへの資金面、人材面での支援（ベト

ナム、タイ、マレーシア、インドネシア、フィリピンにおけるインフラ整備）を

提案するとともに、国際燃料バンクへの取組みも行なってきた。米国エネルギー

省（DOE）、国家核安全保障庁（NNSA）、原子力規制委員会（NRC）が技術協力

協定を 40 ヶ国以上と締結している。原子力安全条約について、ベンチマークの設

定とピアレビューを通じた強化を図り、使用済燃料管理の安全と放射性廃棄物管

理の安全に関する合同条約についてピアレビューを通じて改善を図り、より多く

の国の参加を慫慂している。 

2010 年 4 月の核セキュリティ・サミットでは、核物質のセキュリティを担保す

る効果的な措置、核物質管理、および核物質のストック削減のコミットメントを

参加国に求めたい。核鑑識も重要な議論項目で、日本をはじめ核鑑識ライブラリ

の枠組の開発などで各国と協力を拡大していきたい。 

大量破壊兵器・物質の拡散に対する G8 グローバルパートナーシップ、核テロ

リズムに対抗するためのグローバル・イニシアティブ、国連安保理決議 1540 等の

多国間構想を通じた核テロリズム防止（11 月の日米首脳会談でも確認）も重要で

ある。 

原子力供給国グループ（NSG）では、濃縮・再処理設備、技術の移転に関する

議論が行われており、新たな提案の草案をまとめ、2010 年 6 月クライストチャー

チ（ニュージーランド）での総会において合意が得られることを期待している。 
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いわゆる「ゆりかごから墓場まで」という包括的核燃料サイクルの枠組により、

新たに濃縮・再処理を実施するインセンティブの低下を期待する観点から、米国

は本枠組みを追求したい。また、並行して、米国は原子力協力協定に原子力安全、

保障措置、核セキュリティを担保する条項として盛込んでいく。 

国連安保理決議 1540 を全面的に支援（輸出基準の強化、密輸へのリアルタイム

での対応）しており、拡散に対する安全保障構想（PSI）に基づく陸海空軍演習は

過去にリビアの核開発断念に奏効した。NNSA は核テロリズムへの対抗に主要な

役割を果たしている。 

ロシア解体核からの兵器級プルトニウムを MOX 燃料に転換（17 年間で 34 トン

を処理する予定）して処分する。 

国際社会との協同による平和と安全保障の実現に向けた大きな成果を確信し、

偉大な物理学者 A.アインシュタインの言葉を引用して終りたい。「原子力エネル

ギーの解放は新しい問題を創出したのではなく、単に既存の問題解決の緊急性を

高めたに過ぎない」 
 

（投影資料 1 参照） 

「核不拡散・軍縮に関する国際委員会」の概要報告 

阿部信泰氏（日本国際問題研究所 軍縮・不拡散促進センター所長・大使） 

本来、参加の予定であった同委員会の共同議長である川口

順子元外務大臣に代わって発表するが、内容は自分（阿部氏）

なりの解釈である。 

2008 年 6 月のオーストラリアのラッド提案に始まり、10
月、エバンス、川口両外相を共同議長としてこの国際委員会

が発足し、2009 年 10 月まで 4 回の会合に加え、中南米．北

東アジアにおける地域会合を開催してきた。委員は、5 核兵

器国、インド、パキスタンを含み、15 人で組織、更に 20 名

前後の諮問委員、および、世界各国の軍縮・不拡散研究機関

が協力・助言に加わった。2009 年 10 月の広島会合で報告書

がまとまり、同年 12 月半ばに完成・出版（A4 版約 300 ページ）、両議長より、

日豪両国首脳に提出される予定である。 

具体的な報告書の内容であるが、核兵器国の政治指導者に対する説得力が重要

との観点からの勧告になっている。核兵器の破壊力（広島・長崎で 10 万人超の犠

牲者、現存の何万発もが使用されれば人類破滅、100 発程度の使用でも世界的気候

変動・環境破壊等の惨状）、実際には使用が難しいという核兵器の現実（倫理的・

政治的・感情的なタブー）、無差別の破壊をもたらす、使用できない兵器をなぜ

保有するのか？更新・強化するのか？との呼びかけを通じて、核戦力の強化、あ

るいは密かに保有を企図する国々に訴えている。 

現実に実施し得る削減の方策として、以下の 2 段階の核軍縮を提案している。 

I 最小化段階：2025 年までに「最小地点」まで削減（廃棄の困難さと抑止力
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としての役割に配慮し、先ず、現在の 10％に相当する 2000 発以下に削減）

短期的行動計画（2012 年まで）を前段階として設定、これは「核のない世

界」を提唱したオバマ大統領の 1 期目の任期終了までに実施してほしいこ

とを意識している。中期的行動計画（2025 年まで）：核兵器の役割低下・

削減（抑止のみに限定、その後に、先制不使用を宣言：日本も米国に対し

て要求すべき）。抑止から先制不使用を宣言する時期を分けたのは、北朝

鮮の核に対する同盟国の安全保障への懸念に配慮したもの 

II 廃絶段階：2025 年以降、核兵器がゼロになる時点での軍事バランス、例え

ば侵略があった場合の措置の担保等、国際安全保障体制の抜本的改革が必

要である。核拡散の絶対的阻止及びその検証体制の確立が不可欠になる。 

2005 年の NPT 運用検討会議が不調に終わった理由として挙げられた、(i) 核軍

縮が進んでいない、(ii) 中東非核兵器地帯構想が進展していない（1995 年の同会

議で提唱された構想）に配慮し、2010 年 5 月の NPT 運用検討会議に対する 20 項

目の提言を行なっている。核拡散阻止の措置として、追加議定書を全 IAEA 加盟

国が締結することを核物質・技術供給の条件とすること、包括的核実験禁止条約

（CTBT）の発効促進、それまでは、核実験の自粛をすること。兵器用核分裂性物

質生産禁止条約（FMCT）の早期交渉妥結・発効させ、それまでは兵器用核物質の

生産を自粛することなど。核実験のモラトリアム宣言をしていない国々、および

兵器用核物質の生産を続けているインド・パキスタンに対する提案も含まれてい

る。 

なお、上記の 2 段階の核軍縮提案について、広島の団体からは秋葉市長による

2020 ビジョンに比べ手ぬるいとの指摘を受けたが、現実的な実施可能性を追求し

たものとなっている。 
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（投影資料 2 参照） 

円卓討論１「NPTの３本柱－原子力平和利用、核不拡散、核軍縮－」 

出席者： 

阿部 信泰（モデレーター）：日本国際問題研究所 軍縮・不拡散促進センター

所長・大使 
ピーター・カーター：英国エネルギー気候変動省 核不拡散担当課長  
遠藤 哲也：元原子力委員長代理・大使 
バレンティン・イワノフ：ロシア 科学アカデミー 教授  
キャロライン・ジョラン：仏 Areva 社 核不拡散・国際制度担当部長  
ハン・ギュ・リー：韓国原子力安全技術院（KINS）顧問（前韓国原子力統制技術

院（KINAC）理事長）  
オディロン・アントニオ・マルクーゾ・ド・カント： 

ブラジル・アルゼンチン核物質計量管理機関（ABACC） 事務局長 
三又 裕生：経済産業省 資源エネルギー庁 電力・ガス事業部 原子力政策課長 
中島 明彦：外務省大臣官房審議官（総合外交政策局担当及び軍備不拡散・科学

部担当）   
岡﨑 俊雄：日本原子力研究開発機構 理事長  
リチャード・ストラットフォード：米国国務省 原子力安全・セキュリティ部長 
田中 知：東京大学大学院工学系研究科 教授  
谷口 富裕：国際原子力機関（IAEA） 事務次長  
  

最初に、モデレータの阿部所長から NPT の 3 本柱である、

原子力平和利用、核不拡散、核軍縮に係る課題について以

下の問題提起を行った。 
 

○ 原子力平和利用と核不拡散の両立 

 新たに原子力を導入する国によるインフラ整備をい

かに支援するか 

原子力平和利用推進の観点からの課題 

 原子力の拡大に必要な若い科学、技術者をいかに確

保するか 
 次世代の原子力システムの研究開発をいかに進めるか 
 原子力分野における国際協力をいかに進めるか 

 
○ 原子力平和利用と核不拡散の両立 
 3S（原子力安全、保障措置（核不拡散）、核セキュリティ）に関する新規原

子力導入国への支援 
 保障措置、核物質防護、輸出管理、二国間原子力協力協定等、既存の核不拡

散措置の強化 
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 核燃料サイクルの多国間管理、核拡散抵抗性技術等、新たな核不拡散措置の

導入 
 

○ NPT に内在する課題 
 差別性（核兵器国と非核兵器国の差別、核燃料サイクル技術保有国と非保有

国の差別）をいかに克服するか 
 脱退をいかに難しくするか 
 遵守、執行をいかに確保するか。 
 
○ NPT 非加盟国も含め全ての核兵器保有国による核軍縮、核不拡散の推進 
 非核兵器国に核不拡散措置の強化を受け入れさせる観点からの核兵器保有国

による軍縮の進展の重要性 
 NPT 非加盟国を国際的な核軍縮、核不拡散体制にいかに組み入れるか 
 

以上の課題を踏まえ、本円卓討論では、以下の 6 項目に焦点を絞って議論が行

われた。 
 

(1) 持続可能な形でいかに原子力を推進し、そのための課題を解決するか 
(2) 新規原子力導入国による 3S 確保をいかに支援するか 
(3) 核燃料サイクルの多国間管理は核不拡散の観点から有効か 
(4) 追加議定書の普遍化をいかに推進するか 
(5) NPT の不公平感をいかに克服するか 
(6) NPT 非締約国との原子力協力をいかに評価するか 

 
【課題 1：持続可能な形でいかに原子力を推進し、そのための課題を解決する

か】 

（カーター） 
 英国も原子力利用が拡大しているが、原子力利用を世界

的に広めることによって拡散リスクが増大するか、そう

であればどう対応するか。最近英国政府は、「Road to 
2010（2010 年への道のり）」という文書をまとめた。こ

の文書には、NPT 運用検討会議に向けた課題が挙げられ

ている。核拡散リスクの増大に対する根本的な解決策は

なく、この文書においても斬新な考えが入っているわけ

ではない。この文書の中から重要な点を 3 点ほど示した

い。 
 原子力平和利用の推進の中で、IAEA は中核的役割を果たす組織であり、特

に重要である。英国はその重要性を認め、以前より IAEA に対して、保障措

置に対する支援プログラムの実施、濃縮施設に適用される保障措置の手法の
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開発に関する支援など、必要な支援を行ってきた。濃縮施設関連技術に関連

しては、その技術のブラックボックス化が重要である。 
 英国は燃料供給保証、燃料バンク構想を支持する。英国自身も燃料供給保証

の提案を行っているが、非政治的理由による途絶への対応を目的としている。 
 また、人材育成に関しては、新しいスキル構築のための教育機会の提供が必

要であると考えている。本文書の中で、英国において、原子力拠点（COE）
を設立する予定とされており、原子力平和利用だけでなく、核不拡散（政策、

技術）も対象となる。大学、原子力産業界、海外機関と協力を行うことが想

定されている。 
 原子力新興国の支援に当たっては、以下の 3 つの方法がある。①IAEA が中

核的な役割を演じること、②二国間の枠組みによる協力、③新規原子力導入

国自体の責任 
 
（イワノフ） 

 原子力に対しては新規の取り組みをしなければならな

い。現在、我々は大型原子炉、ウラン燃料という安定

的な枠組みしかみていないが、これでは核拡散の問題

は解決しない。新規原子力導入国は濃縮ウランより電

力そのものが欲しいのではないか。従って、燃料バン

クが効果的とは思わない。例えばロシアは浮遊型の原

子炉を建設しているが、こうした 100MW 以下の原子

炉は、使用後に供給国に戻されることから、核拡散リ

スクは少ない。 
 旧ソ連の時代に原子力分野の顧客だった国に対して

は、旧ソ連が燃料を提供し、使用済燃料を持ち帰っていたが、2001、2 年頃

にこうした活動を停止した。新たに原子力を導入する国にとって使用済燃料

の管理は頭の痛い問題であり、使用済燃料を持ち帰ることは核不拡散の観点

から効果的である。 
 もし新規に電力が必要な場合には、国際原子力発電センターといった構想が

必要ではないか。第三国から新興国に対する電力供給を検討してはどうか。 
 核不拡散の確保は新しいアイデアがなければ難しい。それも提案するだけで

なく、実際に最初の一歩を踏み出すことが必要である。 
 
（三又） 
 原子力利用の国際的な拡大は必然である。原子力平和利用では核不拡散に加

えて、原子力安全確保が重要である。日本は原子力の平和利用で先頭に立ち、

率先して保障措置の受け入れを表明するなど、原子力安全に対する取り組み

を含め、これまで多くの実績を持っている。このようなことから、日本は最

も貢献できる立場であり、世界への貢献が重要な責務と考えている。 
 産業界の立場から見た場合、今年 3 月に日本の電力会社、関連会社が原子力
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国際協力センターを開設した。同センターが新規原子

力導入国に対するニーズに応えるため、中心になって

インフラ整備を実施する体制になっている。これは政

府とも連携した活動である。核不拡散分野で産業界が

いかなる役割を果たすかについては今後の検討課題で

ある。ここで、3 点ほど指摘したい。 
 IAEA の役割拡大の認識があること、保障措置だけで

なく原子力安全分野での活動も同様である。また、追

加議定書は新規原子力導入国への適用を働きかけるこ

とが必要になる。追加議定書導入が進めば物理的に

IAEA の役割は拡大する。このことに対する国際的認識を持つことが必要。 
 軽水炉（LWR）だけでなく高速増殖炉（FBR）の研究開発段階から、抵抗性

を考慮した設計、核物質防護の考慮などの要素を加味していくことが必要。 
 原子力産業はボーダレスの側面が強く、大きなコングロマリットによる寡占

化が進んでいる。国が主体となった枠組み作りが基本だが、企業が主体となっ

て行動規範（Code of Conduct）のような枠組みを作ることがあっても良いの

ではないか。国の枠組みを補完するイメージである。 
 
【課題 2：新規原子力導入国による 3S 確保をいかに支援するか】 

【課題 3：核燃料サイクルの多国間管理は核不拡散の観点から有効か】 

（遠藤） 

 3S の各構成要素である原子力安全、保障措置（核不拡

散）、核セキュリティの各要素の重要性はこれまでも

議論されてきたが、3S として一緒に議論しだしたの

は、洞爺湖サミットの首脳宣言が最初であり、その重

要性はラクイラサミットでも再確認されている。3S イ

ニシアティブは日本が提案したことから、今後もこの

議論は日本が主導すべき事項であると思うが、これま

での対応を見る限り政府の腰が重い印象がある。 
 本日の午前中のセッションでは、ジェンキンズ氏（ス

トラットフォード氏代読）から米国の 3S イニシアティ

ブに対する支援表明があったが、IAEA は必ずしも 3S について積極的ではな

く、寧ろネガティブな印象を持っているようである。IAEA のかかる態度に

は、①3S の推進が南北問題を助長するような要素があり、途上国側が 3S の

推進を新規規制制度の導入であると感じていること。②新規導入国が整備す

べきインフラに対しては 19 項目の整備項目を示した「Milestone in the 
development of a National Infrastructure」 を IAEA はとりまとめているが、3S
はこの内の 3 項目だけを取り上げたものであることから、これに対する反発

といった理由が考えられる。このような情勢ではあるが、今後は日本のイニ
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シアティブにより、米、英、仏、露、IAEA 等と協力して、3S イニシアティ

ブの具体化に向けてその内容を詰める作業が必要である。 
 
（谷口） 

 IAEA の中でも日本のイニシアティブを受けて 3S に関

する統一見解を検討している。原子力導入を進める上

で重要な 3 つの要素の一体化を図ったところに意義が

あるが、原子力安全とセキュリティ、セキュリティと

保障措置の間で明らかにシナジーがある。特に国以外

のアクターが出てくる問題については、有効と思われ

る部分を積極的に生かしていくことが重要であると考

えている。 
 核セキュリティ、原子力安全問題で自国のプログラム

に IAEA が介入するのではないかとの懸念を途上国は

持っている。これまで IAEA は、途上国側に対し、規制と開発促進のバラン

スの取れた推進を説明してきている。途上国における原子力導入支援は開発

促進とバランスをとって進める方向であり、日本に期待するところが大きい。

なお、IAEA の 19 項目のマイルストンから、3 項目のみを取り上げたとの議

論に対しては、結局 19 項目は全て、原子力安全、核セキュリティ、保障措置

の 3 項目と密接不可分になっているとの考え方があるのではないかと思って

いる。 
 原子力の世界では、新しい発想、可能性、挑戦に対してどのように取り組む

かを考えた方がよい。2030 年には、原子力の発電量が倍になるという話が

あったが、これは上限値の話であり、導入国数で言えば 20 ヶ国、導入される

原子力発電所の数で言えば 440 基程度の増加という話である。この場合の下

限は 5 ヶ国であり、100 数十基程度である。なお、ここで導入を進めようと

しているのは、インド、中国、旧ソ連圏諸国といった原子力の既存ユーザー

国が大半であることに留意して欲しい。 
 従来、原子力導入が計画される場合は、技術的に成熟した国での導入が進め

られてきたが、今の実態を見ると問題を抱えた国、技術的能力が限られた国

において導入が計画されている場合が多く、核拡散のリスクは高まっている

とも言える。導入に伴い発生する不確実性や変動に対してどのように対応し

ていくかが問題である。技術的及び社会インフラに弱点を持つ国では、不確

実性に対応する余裕度が重要である。なお、新規原子力導入国の動きを見る

と、原子力については技術的、経済的な合理性に基づき導入を検討している

のでは無く、戦略的な意味での導入意図が多いように思われる。 
 従来、IAEA は途上国に対する支援がその業務基盤の一つであったが、原子

力のような難しい技術は、そもそも自助努力が必要であり、手取足取といっ

た支援が必要な国は原子力導入が難しいのではないか。原子力先進国（資機
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材供給国）に全面的に依存するような段階で、原子力導入を図ることは問題

（パターナリズムでは済まない）であり、 原子力導入に対しては少し厳しめ

の基準を示す方が良いと考えている。 
 
（中島） 
 3S は原子力先進国による技術の囲い込みと一部の途

上国には受けとれられているが、3S が王道であり、原

子力利用の近道であると知らせるようなアプローチが

必要であると考える。このためには、マクロで視れば

原子力は人類の知的財産である、との観点から、一定

の条件をクリアすれば良いというパターンを押し付け

るようなアプローチでは無く、その基準策定の背景を

理解させるような、チュートリアルなアプローチが必

要。 
 これは困難な一面があるが、原子力導入の際に実施す

べき全体像を適切に示すことがポイント。研究開発分野、原子力関連産業分

野、原子力安全分野、保障措置のように原子力は各分野に特殊性があり専門

事項も多岐にわたっているが、原子力エネルギーに携わる専門家が共通の意

識を持つことが重要。各分野毎にはこの意識の共有が進んでいると思われる

が、全体としてそのような意識を持てるかが問題。 
 原子力導入に向け無理なスケジュール設定は実施が困難。原子力導入に向け

たインフラ整備は 10 年単位で行うべき事項である。原子力は広い学問分野で

あり、受け入れに向けた基盤整備自体が導入国にとって有益であるというこ

とがセールスポイントになると思っている。 
 3S における IAEA の役割であるが、3S アーカイブにおけるサーバー的な役割

ではないかと考えている。 
 
（ド・カント） 
 ABACC 事務局長としての立場から若い科学者、研究

者を原子力に対して呼び込むことができるかというこ

とについて話したい。 
 まずブラジルの位置しているラテンアメリカという地

理的な条件が、日本、中国、韓国が位置するアジアと

は異なるという点を認識して欲しい。ブラジルでは科

学全般に興味が失われており、工学分野での人材不足

が深刻である。ブラジルは現在、経済成長の途上にあ

り、工学系の人材が不可欠。高校レベルでは、理科離

れが進んでいることから環境整備の改善が必要。NPT
の 3 本柱全般に対する印象であるが、国連事務総長は、先週、兵器に対して

資金が割かれすぎており、平和に対し資金が不足している旨を述べている。
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原子力はジキルとハイドにたとえられ、ジキルの部分、すなわち原子力の良

い面を強化し、ハイドの部分、すなわち悪い部分を排除していくことが重要。

そうすることにより、原子力は、各国による貧富の差を解消する方策ともな

り得る。 
 
（リー） 

 多くの国が原子力のメリットを享受している。韓国も

海外技術を取り入れ、今では原子力発電所を自主的に

設計できるようになった。韓国の例を見ると原子力新

規導入を機微技術の拡散無しに実施することは可能で

あると思っている。 
 本日は主として「3S の推進」について話をしたい。日

本は非核兵器国であるが、優れた原子力平和利用の実

績を有しており、そのイニシアティブに基づく新規導

入国への支援を期待。3S に関して、国際アプローチ、

地域アプローチを通じた支援は必要であると考えてい

る。また、3S に関する指導的役割を果たす機関として IAEA が役割を果たす

べき。 
 段階的アプローチはオプションの一つである。他方韓国では、海外からの原

子力発電所の導入に当たっては、運転員は訓練を受けるために海外に派遣さ

れたということがあった。規制のための専門組織が設立された。韓国におけ

る原子力発電所の稼働率は 90％以上であるが、原子炉の設計段階から規制主

体が関与することにより、安全性の向上だけでなく、運転効率の向上をもも

たらしている。 
 核不拡散に関しては、南北非核化共同宣言に基づき、韓国では検証を担当す

る組織が設立された。また、追加議定書の批准にあたり、小規模の試験の申

告を行った。その後、国内計量管理制度を整備するとともに、保障措置、輸

出管理、核物質防護を所掌する機関を設立。従って、韓国は 3S の推進に関す

る経験を有している。実際にアジアの国を対象に原子力安全の専門家を育成

する取組みを実施した。今後の 3S の取組みは、インセンティブの付与等によ

り、3S に携わる人材を育成することができるか否かに依存する。 
 グローバルな原子力発電容量は 2030 年迄に 2 倍になるとの話があったが、原

子力発電国の多くが機微な原子力技術を有するようになることは経済的に非

効率であり、望ましくない。原子力発電実施国にとっては、妥当な価格、高

い品質などが保証され、非差別的に燃料供給を受けられることが必要。また

妥当な経済性を有する核拡散抵抗技術も必要である。この燃料供給保証の多

国間アレンジが成功するためには、IAEA、加盟国の努力に基づく政治的コン

センサスが必要。 
 韓国では使用済燃料の管理に関する検討の結論はでていない。核燃料サイク

ルの多国間管理構想は核不拡散の観点だけでなく、放射性廃棄物処分の観点
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も含む包括的なパッケージで解決しなければならないと思っており、供給国、

受領国、国際機関、非政府機関、学界を含む枠組みを形成することが重要で

ある。 
 
（ストラットフォード） 
 新規原子力導入国の原子力安全、核セキュリティ水準

を受容可能なレベルまで向上させなければならない。

核セキュリティは、米国が締結する二国間原子力協定

に基づき、相手国の施設を訪問し（cooperative visit と
称している）、核セキュリティの状況を確認し、是正

を要求することが可能。他方、原子力安全に関しては、

原子力安全条約、使用済燃料管理の安全及び放射性廃

棄物管理の安全に関する合同条約の締結を求めること

が有効。これらの条約では、3 年ごとに開催される締

約国会議において、条約の履行状況についてピアレ

ビューを受けることが規定されており、こうしたプロセスを通じて、原子力

安全の向上が図られる。良好事例の拡大やその他の安全水準向上には、自発

的な行動が必要。 
 
（岡﨑） 
 地球温暖化防止に向けたアクションを検討するCOP15

に対して、原子力による貢献を考慮に入れないことは

ナンセンスである。さらに COP15 の対象外である 2030
年以降への原子力の貢献も重要。 

 原子力促進のために必要なものに関連し、新規導入国、

3S といった課題が取り上げられたが、これらに対する

問題意識を共有化して、原子力利用に関する全体像を

共有化することが必要。さらに燃料供給保証、次世代

原子力システム、安全と不拡散からの観点を共有する

信頼性のあるシステムを構築することが責務と考え

る。さらに地域的な協力、特に東アジアの協力体制の

中で日本の貢献が必要。 
 

（田中） 
 人材育成の重要性を強調したい。教育、研究機関、産業界、大学の何れも国

際レベルでの協力推進が必要。核不拡散の観点から、客観的な判断ができる

人材の育成が重要。 
 
（ジョラン） 
 新規に原子炉を建設する政治的決定がなされる時点と実際に建設が始まる時
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点の間に人材育成を行う必要がある。国際協力も利用しながら、原子力開発

をリードする人材を育成することが必要。この中での IAEA はきわめて重要

な役割。 
 人材という意味では法律の専門家、産業の専門家など様々な種類の専門家が

必要となる。 
 3S について、第四世代原子力研究開発国際フォーラム（GIF）や INPRO にお

ける議論では、経済性、廃棄物管理といった要素も含まれているが、現状の

3S の議論ではこれらが抜け落ちてしまっている。 
 問題は 3S の考え方を誰に対して訴えかけていくかということ、国際社会に対

してなのか、IAEA に対してなのか、産業界なのか、設計者に対してなのか、

3S を設計に取り入れることは重要 
 査察官がセキュリティや安全性も審査すべきとの考え方もあるが、これは上

手く行かないのではないか。 
 
【課題 4：追加議定書の普遍化を如何に推進するか】 

（中島） 
 追加議定書の普遍化推進は日本の外交の柱であり、未批准国に対し批准を働

きかけるとともに、追加議定書の批准を、二国間原子力協力協定を締結する

上での条件としている。追加議定書の批准を促すためのアプローチが課題で

あり、批准促進に向けて、どのようなメッセージを伝えるべきかが問題であ

る。この点で、以下の 3 点を指摘したい。①追加議定書批准国としての地位

について IAEA のお墨付きを得ることが、政治的な利益をもたらすこと。②

批准に向けての過程が信頼関係構築のプロセスであること。③追加議定書の

批准にあたっては、日本の場合も主権侵害ではないか、との声もあったが、

保障措置の実体は IAEA との共同作業に近く、このプロセスの積み重ねの結

果、現在の IAEA との（信頼）関係があること。 
 保障措置の技術コミュニティともいうべきものができ上っていると考えるこ

とができ、追加議定書の適用によって、こうしたコミュニティの技術力向上

につながるのではないか。 
 
（谷口） 
 技術的知見と実践の連携という意味で、技術的コミュニティの構築が今後の

課題。査察の受入れに関し、日本は必ずしも優等生ではないが、それでも依

然として IAEA 全体の査察人・日（PDI）の 3 分の 1 は日本に注がれているの

が事実。この点で、日本が保障措置の認識に対するギャップを埋める役割を

担うことが重要。 
 新規原子力導入国との関連で、追加議定書について「飴と鞭」の「鞭」のイ

メージだけが強いのは問題である。新規原子力導入国に対するメッセージと

して、追加議定書批准によって得られる「飴」の部分の認識を促すことが不



円卓討論１「NPT の３本柱－原子力平和利用、核不拡散、核軍縮－」 

 - 29 - 

可欠であり、現在はこの点での努力が不十分である。 
 

（ド・カント） 
 ブラジルの元大使が執筆した論文によれば、ブラジルの立場は、ブラジルの

追加議定書批准については大きな障害は無いが、核兵器国が核軍縮を推進し

ない限り、追加議定書の批准等、核不拡散に関する追加的な措置をとるつも

りはないというものである。 
 
（ストラットフォード） 
 追加議定書は未申告活動検知のために不可欠なツール。非核兵器国は追加議

定書の批准、適用によって、透明性確保に努める姿勢を示すことに意味があ

ると考える。 
  
（岡﨑） 
 核不拡散体制強化のためには、IAEA、国、及び地域の保障措置の効率化が非

常に重要となるが、その点で、追加議定書の適用が大変有意義であり、統合

保障措置への移行のためにも必要である。さらに、「追加議定書プラス」に

より追加議定書を超える措置を取ることが必要。 
 この認識から、追加議定書を適用することによって、如何に保障措置の効率

性を達成することができるかをメッセージとして未批准国に伝えていくこと

が重要である。また、追加議定書に関連し、主権侵害に対する懸念について、

きちんと議論を進めていくこと必要がある。 
 
【課題 5：NPT レジームにおける不平等性をどのように克服するか】 

（ストラットフォード） 
 核兵器国が非核兵器国と同様のルールを守る姿勢を示す第 1 のステップはボ

ランタリー・オファー保障措置協定。米国は、IAEA とボランタリー・オファー

保障措置協定の下、保障措置対象の原子力施設リスト（eligible facilities list）
として 250 の施設を指定している。その内、2 つの施設に保障措置を適用し

ているのみではないかという主張はあり得るが、既に核兵器を有している国

に対し保障措置をかけても実質的な意義は薄いという点に加え、もし、米国

の全ての対象となれば、要する資源は 125 倍に達するという資金上の問題が

生じる。また、追加議定書に関しても、核兵器国が締結しているものと非核

兵器国が締結しているもので内容が異なるとの批判がある。論理的には、未

申告原子力活動の探知を目的とする追加議定書を、未申告の活動を実施して

いる核兵器国に適用することにどれほどの意味があるのかということになる

が、これも不公平感を緩和する取組みの一つとして位置付けられる。 
 「軍縮の進展が非核兵器国の不公平感を和らげることになるか」という設問

は設定として正しくない。非核兵器国の問題意識は、核兵器国と非核兵器国
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の間で差別があることではなく、核兵器を保有していることそのものがモラ

ル上、良いことではないということではないか。モスクワ条約が履行されれ

ば、米国は大幅に核兵器を削減することになるが、ゼロにならない限り核軍

縮努力が足りないという批判がなくなることはないであろう。 
 「核燃料サイクルの多国間管理が NPT の差別的な側面を和らげるか」という

設問に対しても、自分はそうは思わない。濃縮施設は民間企業により運営さ

れており、現状の商慣行で、そうした民間企業が技術そのものを移転しない

ブラックボックスアプローチをとっているのは、核不拡散上の理由もあるが、

商業上の機微情報を保護する観点が大きい。濃縮技術を保有しない国の不満

に対しては民間企業に言ってくれと言うしかない。 
 核燃料サイクル技術保有国と核燃料サイクル技術非保有国の不公平という問

題も、同様に、技術を保有する者が競争力を維持するために、技術を移転す

ることを拒否するということに帰結し、ある国が技術を保有する権利を奪わ

れるということではない。 
 
（ジョラン） 

 NPT レジームの差別に関して別の側面もあることに言

及したい。例えば、URENCO の施設をフランスに建設

しようとした際、IAEA 保障措置の適用施設とするの

に多くの問題の解決を要した。仮にこの施設がドイツ

に建設されていたならば、自動的に IAEA 保障措置の

対象となり、問題はなかったであろう。これは、核兵

器国に対する逆差別とも言える。また、英仏両国は

EURATOMの保障措置の適用を受けているにもかかわ

らず、日本等の非核兵器国から移転された資機材につ

いても、それが兵器プログラムに使用されないことの

担保として、特別の取決めを求められる。 
 これは一つの提案であるが、将来、核兵器国に設置される多国間管理の機微

原子力施設については IAEA 保障措置の対象とし、保障措置に要する費用は

関係国で負担してはどうか。また、通常のボランタリー・オファー保障措置

協定の取扱いと異なり、一旦、保障措置の対象とした施設を保障措置の対象

から外さないコミットメントを求めることが考えられる。また、国レベルの

アプローチを採用することを通じて保障措置の効率化を図ることが考えられ

る。 
 
（カーター） 
 核兵器国の核政策について、現在は過去 30 年間で一番透明性が高くなってい

るといえる。不公平は実際に存在しており、核燃料サイクルの多国間管理は

この問題の解決策の一つ。問題になるのは、こうした構想をいかに顧客にア

ピールしていくかであり、各種提案の非差別的性格を強調する必要がある。 
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（遠藤） 
 非核兵器国として、私は NPT を不平等条約と考えている。非核兵器国に課せ

られる法的な義務に対し、核兵器国に課せられているのは軍縮に向けての誠

意といういわば精神的義務だけである。日本がこの様な不平等条約を受け入

れた背景には、NPT によりこれ以上核兵器国を作らないという大義名分が

あったからこそである。NPT の不平等性を克服することはできない。だから

こそ、核兵器国は、実質的な軍縮の努力を続け、その軍縮努力によって不平

等感を減じていくことが求められていると考える。 
 
（岡﨑） 
 保障措置における不平等性に関連し、FMCT の議論を進めることによって保

障措置の不平等性をかなり低減することができると考える。 
 
（イワノフ） 
 国際ウラン濃縮センターは IAEA 保障措置の対象となり、その費用について

はロシアが負担することになる。 
 他に、ロシアでは兵器級プルトニウムの解体の問題があるが、BN800 が解体

プルトニウムの処分に利用されるようになれば、BN800 も保障措置の対象と

することを考えている。これは IAEA にとって新たな活動領域であり、有益。 
 また、NPT 加盟国との協力は 2 つのカテゴリーに分けて考えるべき。原子力

発電に関する協力に限定されていれば核拡散上、何の問題もないが、核燃料

サイクルを伴う協力を伴う場合は特別のルール作りが必要 
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【課題 6：NPT 非加盟国との原子力協力をどう評価するか】 

（ストラットフォード） 
 私は米印原子力協力協定の交渉担当者であり、現在、再処理に関する実施取

極めの交渉を実施中。米印原子力協力は NPT 違反であるという誤解がある

が、正しくない。NPT 第 3 条 2 項は、原子力資機材の輸出に際して包括的保

障措置の適用を求めておらず、当該資機材に対し、IAEA 保障措置の適用を

求めているのみ。あとは政策としての良し悪しの問題になるが、30 年もの間、

NPT 体制という塀の外側にあって、当面、核兵器を放棄する可能性がない国

を更に次の 30 年間、そのままの状態で放置しておくのが妥当か否か。本協力

の推進にあたり、考慮した要素は、①インドが人口 10 億人を擁する大国であ

ること、②民主国家であること、③インドの核兵器能力は不法に取得したも

のではないこと、④インドからの核拡散の実績はないこと、⑤インドの電力

需要が化石燃料で賄われた場合の環境への影響 
 米印原子力協力協定の締結（2008 年 12 月発効）に至るまで、原子力協力に

関する米印の共同声明（2005 年 7 月）、インド原子力施設の軍民分離に関す

る合意（2006 年 3 月）、インドとの協力を可能にする米国内法（ヘンリー・

ハイド法）の発効（2006 年 12 月）、原子力供給国グループ（NSG）による

承認（2008 年 9 月）などの経緯があった。NSG ガイドラインは法的義務を課

すものではないため、NSG を迂回するというオプションもあったが、NSG ガ

イドラインによる政治的義務を真剣に受け止め、（45 カ国による）グループ

の中に入って説得に努めた。 
 インドはこれまで 30 年間にわたり原子力ビジネスから孤立していたため、原

子力ビジネスのルールについて理解していない部分があり、徐々に慣れてい

くことが必要 
 政治的に困難な問題をプラクティカルなアプローチで解決した例として以下

が挙げられる。インドは自国の輸出管理を NSG ガイドラインに則って実施す

ることを約束したが、自国がメンバーでない NSG の場で頻繁に変更が行われ

るガイドラインに合わせて国内法を改正することに対して最初は抵抗を示し

た。そこで、NSG の議長が、毎年、インドを含む NSG 非メンバー国に対し

て、アウトリーチ活動を通じてガイドラインの変更の提案を説明するように

し、ガイドラインもそのように改正された。以上の例が示すように、米印原

子力協力に関する他の問題も現実的な方策により解決が可能であると信じて

いる。 
 
（遠藤） 
 日本は、インドとの原子力協力の問題での議論について、IAEA の理事会に

おける保障措置協定の議題審議、NSG での議論の際の二つの機会で関与し

た。 
 では日本は米国と同じようにインドと協定を締結できるかと考えると、非常
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に難しいと考える。インドとの協力を検討するにあたっては、少なくともイ

ンドの CTBT 批准を前提として考えたい。現時点でインドが CTBT に署名・

批准することは難しいが、米国の CTBT 批准が、インド及び中国の批准を促

すことにもなるなど大きな促進力となる。そうすると、日本政府もインドと

の原子力協力の可能性を検討することができるようになるのではないかと思

う。 
 
【一般聴衆を交えた質疑応答・コメント】 

（米印原子力協力について） 
（一般） 
 NPT は他に核兵器国を作らないことが目的であったはずだが、インド及びパ

キスタンは核実験を実施した。この様なインドとの原子力協力を推進するこ

とは、北朝鮮などの他の懸念国にも悪影響と考えるが、この点についての米

国の見解は？ 
 
（ストラットフォード） 
 米印原子力協力合意は NSG の場でも、必ずしも積極的に支持されたわけでは

なく、仕方なく受け入れられた（allow it to happen）という方が正しい。しか

しながら、私は、政権の一員として、また個人的にもこの合意は正しく、将

来、必ず評価されると信じている。交渉にあたってインドを 14 ケ月で 4 回訪

問したが、その貧しさに驚きを禁じ得なかった。インドはクリーンで二酸化

炭素を排出しない原子力エネルギーを必要としている。 
 インドは NPT 非加盟国であるため、NPT 違反の問題にはならない。ただし、

当時、国際社会が、NPT により明確に引こうとした、核兵器国と非核兵器国

を隔てるラインの向こう側に自らを位置付けようとしたということは言える

かもしれない。 
 北朝鮮の問題はそれ自身が難しい問題であり、米印原子力協力合意が影響を

与えるとは考えない。 
 インドは CTBT を批准することを表明していないし、二国間協定の中で核実

験を実施しないことを確約しているわけではない。しかしながら、米印原子

力協力協定を注意深く読めば、インドが再度、核実験を実施した場合、米国

は供給した資機材の返還請求権を有していることが分かる。このことは、米

印合意が、インドに対するアメとともに、核実験を実施した場合のペナルティ

という意味でムチの要素をも含むものであることを意味しており、インドに

よる核実験をより難しくするという意味において核不拡散上、意味がある。 
 
（一般） 
 インドの核実験実施の際の協力撤回に関して、インドの解釈は米国のものと

異なるように思う。インドは、米国が協力を撤回したとしても、他の供給国
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を探せばいいと解釈している。この点で米国の解釈は違うのか？ 
 
（ストラットフォード） 
 インド内の解釈について、私から発言することは避けたいと思う。協定を注

意深く読めば、米国が制約されない権利を有していることが分かる。インド

の核実験実施にあたっての対応に関し、米国政府が核実験実施の背景を慎重

に検討しても尚、インドとの認識の違いの問題が解決しなかったと判断した

場合、又は解決できる問題ではないと判断した場合には、協定を終了するこ

とが可能という表現を用いている。この様な表現を用いた背景には、核実験

という問題が、非常に政治的にデリケートな問題であるため、大統領に政治

的判断の余地を与えているとも言える。 
 
（NPT レジームの不平等性について） 
（一般） 
 完全に不平等性をなくすことはできないが、不平等性緩和の意味で、核軍縮

と FMCT が重要となる。また、転用検知を目的とする非核兵器国の保障措置

と、核兵器国のボランタリー・オファー保障措置では、その性質が全く異な

る。核兵器国に対しても非核兵器国へ輸出する核物質、あるいは輸入した核

物質に対する計量管理を義務づけることで、非核

兵器国における転用を防止するという意味が生じ

る。 
 保障措置レベルは同じである必要があるが、保障

措置アプローチは各国の状況を勘案して差別化が

図られても良いのではないか。 
 
（久野） 
 不平等性という問題について、「説明責任」・「説

明努力」が重要であると認識した。本日の議論を

通して改めて理解したことも多い。核兵器国には、

「説明責任」という点で、努力していただきたい

と思う。 
 
（村上） 
 核兵器国における査察の目的は協定に 2 つ明記されている。1 つは、民生活

動の核物質が軍事用に使用されないことを検認することである。2 つめは、

特殊な核燃料サイクル施設などにおける査察経験を積むこと（新しい技術等、

非核兵器国にとって何か有益なものが生まれる可能性）を目的としている。

また、日英原子力協力協定、日仏原子力協定に基づき日本から移転された核

物質に IAEA が保障措置をかけているようなケースもある。日本の査察量が

多いという指摘があったが、外から見た場合、日本は、Pu、核燃料サイクル
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施設、技術者が揃っており、

核兵器を製造するために不足

しているのは、その国家意思

だけという状況である。国内

の見方と国外からの観点で

は、認識にギャップがあるこ

とを理解する必要がある。日

本が非核兵器国として唯一、

商業規模のクローズド・サイ

クルを実施でき、何故他の国

はできないのかを含めて考え

ることが必要。 
 
（3S について） 
（一般） 
 3S が重要であるという指摘だけでは不十分である。3S 確保のためのガイド

ラインの策定などが求められるのではないか？ 
（谷口） 
 保障措置に関する IAEA の権限が IAEA 憲章に明記されているのに対し、安

全とセキュリティについては、IAEA の活動はメンバー国からの要請に基づ

くアドバイザリー的なものに限定され、3S の各項目によって IAEA の権限が

異なることが問題としてある。供給国側の産業界が行動規範を策定し、3S を

順守してもらうという動き（カーネギーが中心）はあるが 3S 確保のために

IAEA が中心的な役割を果たすことに IAEA 内でコンセンサスは得られてい

ない。ただし、2008 年、賢人会議がまとめた 2020 年に向けた報告書の中で

は 3S のアイデアが含まれている。 
 
（核軍縮について） 
（一般） 
 核廃絶のスケジュール、目標は？ 
 
（カーター） 
 英国のブラウン首相は廃絶のタイムラインは示していない。国際的な安全保

障環境に依存する。 
 
（人材育成について） 
 （一般） 
 原子力を専攻していた学生が別の分野に行くケースが多いが、若い世代を原

子力に引きつけるようにすることが重要 
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 （一般） 
 人材育成に関して 2 点コメント。①数の議論ばかりではなく、質の議論も必

要。つまり、原子力業界に入ってきた数少ない人材をいかにクオリティ高く

育てていくかが重要ではないか。②学生には、国の政策とは無関係にあらゆ

る国の人々と話をすることができるという利点がある。学生時代にそのよう

な機会を与えることで、メンタリティを育成することが重要ではないか。

20-30 年後の政府間交渉の場で、そのメンタリティの価値が出てくると思う。 
 
（カーター） 
 人材育成について英国の事情を話すと、特に若い男性が原子力ではなく（ビ

ジネス）マネージメントに流れるという傾向がある。その理由として、原子

力の世界では若い人が意思決定のプロセスに入りにくいという事情があるよ

うに思える。若い世代に魅力的な環境作りが必要。 
 ビジネス・科学技術の観点からの原子力の魅力は増す雰囲気になりつつあり、

それは、大学などのコースにも反映されつつあると思う。 
 
（ストラットフォード） 
 人材育成に一番簡単的な方法として若い人に奨学金を出すこと、そして雇用

機会を創出することである。海軍では、無料で教育を受けさせることにより、

原子力潜水艦の専門家を養成しているが、民間の原子力産業界にとって原子

力の専門家を養成するのは難しい。 
 
（ジョラン） 
 原子力分野での人材育成を考える上で長期的な観点の検討が必要。また、雇

用機会、あるいは政治的な支援・他の特権の享受など、原子力業界の魅力を

メッセージとして伝えることも重要。 
 

（田中） 
 若い人達には、日本の政府、産業界が原子力をどうし

ていこうとしているのか見えないとの不安がある。こ

うしたフォーラムの場等を通じて、若い人にメッセー

ジを伝えることが重要 
 
（トリウムサイクルについて） 
（一般） 
 核不拡散の観点からトリウムも含めて検討すべき 

 
（イワノフ） 
 ウラン 233 は核兵器にも転用でき、核不拡散性はウランープルトニウムサイ

クルと変わらない。研究としてはいいが、プライオリティは FBR に置くべき 
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（岡﨑） 
 トリウムを排除しているわけではなく、オープンに議論していくことが望ま

しい。 
 
（ストラットフォード） 
 トリウムサイクルは、核融合と同様、実現に時間を要する。また、核不拡散

上、望ましくない。一つはドライバー燃料としてプルトニウムが必要なこと、

もう一つは、有意量が 8kg であるウラン 233 を生み出すことになること 
 
《円卓討論１のサマリー》 

課題 1「持続可能な形でいかに原子力を推進し、そのため

の課題を解決するか」 
 原子力新規導入国への原子力推進について議論が進め

られ、原子力新規導入国支援における IAEA の役割が重要

であること、また原子力分野での人材育成が各国共通の課

題であることが認識された。 
 
課題 2「新規原子力導入国による 3S 確保をいかに支援する

か」 
 3S イニシアティブの途上国への展開及び日本の役割に

ついて議論が進められ、3S イニシアティブ展開に向けた具体化方策検討の必要

性、３Ｓを受容することが途上国側にとってもメリットがあるとの認識を持たせ

ることが重要であるとの指摘及び３Ｓイニシアティブにおける日本の貢献への

期待に関する指摘がなされた。 
 
課題 3「核燃料サイクルの多国間管理は核不拡散の観点から有効か」 
フロントエンドだけでなく、バックエンドも含むコンセプトが有効 
  
課題 4「追加議定書の普遍化をいかに推進するか」 
 追加議定書の性格付け及びその普遍化についての議論が進められ、追加議定書

は未申告活動検知のために不可欠なツール及び非核兵器国は追加議定書が原子

力活動における透明性確保や保障措置の効率化に対して有意義との認識をもた

せることの必要性が指摘された。 
 
課題 5「NPT の不公平感をいかに克服するか」 
 この問題に関しては、核兵器国と非核兵器国との間での認識の相違が明らかに

なった。核兵器国側から、NPT の不平等性が問題であるとの指摘は誤り、核兵器

国としての取組推進を伝えることが重要等の意見がある一方、非核兵器国側から
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は核兵器国は核軍縮努力による不平等感を減じる必要があること、核兵器国のさ

らなる説明努力が必要との指摘がなされた。 
 
課題 6「NPT 非締約国との原子力協力をいかに評価するか」 
 具体的な例としてインドとの協力について米側交渉担当者であったストラッ

トフォード氏より、米国がインドとの原子力協力に至った理由について説明があ

り、フロアとの間で、核不拡散体制に与える影響の観点から議論がなされた。ま

た、日本がインドとの原子力協力を進めるためには少なくとも CTBT の批准が必

要であるとの指摘がなされた。 

 

 主催機関の一つである日本

国際問題研究所を代表して

挨拶 

1 日目終了挨拶（日本国際問題研究所 上級客員研究員 遠藤 哲也） 

 円卓討論という新しい形式

を取り入れたことは成功に

つながったと考える。 
 パネリストの皆様、会場の

皆様に感謝
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（投影資料 3 参照） 

円卓討論２「保障措置、核セキュリティ、核拡散抵抗性」 

出席者： 

内藤 香（モデレータ）：核物質管理センター 専務理事 
オディロン・アントニオ・マルクーゾ・ド・カント： 

ブラジル・アルゼンチン核物質計量管理機関（ABACC） 事務局長 
キャロライン・ジョラン：仏 Areva 社 核不拡散・国際制度担当部長 
ワン・キー・ユーン：韓国核不拡散核物質管理院（KINAC）首席研究員 
バレンティン・イワノフ：ロシア 科学アカデミー 教授 
ロナルド・チェリー：米国大使館 エネルギー担当官、米国エネルギー省  

日本事務所代表 
アイク・テリオス：米国アルゴンヌ国立研究所 
ジョゼフ・ピラー：米国ロスアラモス国立研究所 
ロバート・バリ：米国ブルックヘブン国立研究所 上級研究主席、 

GIF PR&PP ワーキンググループ 共同議長 
村上 憲治：国際原子力機関（IAEA）保障措置局査察実施 C 部 前部長 
木村 直人：文部科学省 科学技術・学術政策局 保障措置室長 
中込 良廣：原子力安全基盤機構（JNES）理事、京都大学名誉教授 
千崎 雅生：日本原子力研究開発機構 核不拡散科学技術センター長 
久野 祐輔：東京大学大学院工学系研究科 教授（委嘱）、 

日本原子力研究開発機構 核不拡散科学技術センター 次長 
 
（内藤） 
 本セッションでは、事務局が用意した、3 つの課題、

IAEA 保障措置の効果・効率化の方策、核拡散抵抗性

の役割、核セキュリティの強化について、各々、最初

にその概要に関する 10 分程度のプレゼンを行った後

に、事前に用意した質問に沿って議論を行う。 
 
【課題 1：IAEA 保障措置を効果・効率化にするための方策】 

（投影資料 4 参照） 
（村上） 
 国際保障措置は 50 年の歴史があり、紆余曲折を経て強化されてきた。現在、

強化された保障措置が適用されているが、その強化が、効率的に実施されて

きたかという視点で評価する必要がある。IAEA 新事務局長の天野大使が就

任する際に、IAEA に求められている新たなタスクへの対応を優先する必要

があると述べていた。保障措置の目標は、正確性、つまり核物質の転用がな

いことと、完全性、つまり未申告活動がないことを確実にするための措置で

ある。その保障措置が直面している 7 つの課題をリストアップした。 
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(1) Global nuclear renaissance and increasing workload：新規

原子力導入国の増加、MOX 燃料の利用拡大等による

査察業務増加が予想されている。 
(2) Safeguarding innovative fuel cycle facilities and 

technological development：GEN-VI、INPRO で議論さ

れている将来の施設に適用した保障措置、リモート査

察に関するもの。工程の自動化や接近困難な設備など

に対応するため、最新技術を導入するなど、革新的な

査察活動を行うことが必要とされてくる。 
(3) Global proliferation risk and proliferation network：イラ

ン、北朝鮮、核密輸の問題への対応。未申告活動をいかに早く探知し、抑止

能力を発揮させるか。 
(4) Maintaining adequate and sufficient legal authority：追加議定書の普遍化、NPT

未加盟国の対応。保障措置協定を結んでいてもイランのように提供される情

報不十分では全体像が出てこない。また、追加議定書（AP）プラスなどさら

に強化を考える必要がある。 
(5) Possible new verification roles and missions：核軍縮、FMCT に進展がある場合

には、IAEA に対する新たな役割となる。 
(6) Improve effectiveness and efficiency of verification capabilities and operations：査

察の効果性、効率性を如何に向上させるか。インフォメーションドリブン保

障措置といわれる新しい保障措置における情報分析を向上、国、地域の査察

体系の有効活用、欧州原子力共同体（EURTOM）と IAEA のパートナーシッ

プ、保障措置の品質管理への取り組み。 
(7) Effective resource development and management：現在の IAEA 予算ですべての

活動を実施するのが難しい。限られた人材を如何に有効に使うか、新しい人

材をどのように育成するか 
 
（内藤） 
 効率的に議論するために以下の 6 つの質問を用意した。これらを念頭に置いて

コメントいただければ幸いである。 
(1) どのように、NPT 保障措置、追加議定書及び統合保障措置の普遍化を進め

ていくか。 
(2) 更に効果的、効率的な保障措置を行っていくにはどうしたらよいか。保障

措置の進化のためのアイデアは？ 
R&D？ 国際協力？ 地域保障措置？ 保障措置文化？ Safeguards by 

design(SBD)? 
(3) 保障措置の限界は？それを乗り越えるための方策は？ 
(4) 次世代サイクルにおいて、保障措置に係る経済的インパクトを減じるため

の方法はあるか？ 
(5) 核兵器国は非核兵器国と同様に保障措置の負担を負うべきか。 
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(6) 保障措置に係る人的資源について。 
 

（ユーン） 
 Asia Pacific Safeguards Network (APSN)については、

オーストラリアのイニシアティブであるが、韓国も協

力している。以前より、ASIATOM 等の構想はあった

が、APSN は、アジア地域で実現した初めての保障措

置に関する多国間イニシアティブである。元々は、Asia 
Pacific Safeguards Association (APSA)であったが、

Association は強すぎるとの意見があり、緩やかな

Network に変更された経緯がある。APSN は 10 月 1 日

に発足し、来年 4 月に第 1 回公式会議がインドネシア

で開催される予定。オーストラリア、中国、カナダ、

インドネシア、日本、韓国、マレーシア、シンガポール、タイ、ベトナム、

アメリカが参加予定。IAEA はオブザーバー参加となる模様。 
（チェリー） 
 米国の Next Generation Safeguards Initiative (NGSI)は、

今後 25 年で予想される保障措置のニーズに対応する

ための包括的なイニシアティブである。当初はアメリ

カが発起したものの、現在では国際的な作業となって

きている。政策、アウトリーチ、技術開発、トレーニ

ング、人材育成等多くの側面を持っており、保障措置

の課題、技術の継続的な改善に対応するものである。

特に人材育成については喫緊の課題である。最初の会

合は 2008 年 9 月にワシントン DC で実施し、2009 年

10 月には、文科省、JAEA の協力を得て第 2 回会合を

東海で実施した。 
（ド・カント） 
 中南米は、非核兵器地帯条約を発効した最初の地域。

その中で、アルゼンチン、ブラジルが原子力活動を実

施していたので、両国は 1991 年に原子力平和利用協定

を発効し、さらに共通の計量管理機関である ABACC
を設置した。IAEA、ABACC、ブラジル、アルゼンチ

ンの 4 者間で、4 者間保障措置協定を締結し、平和利

用の核物質の転用がないことを確認している。ABACC
は、IAEA の活動と重複がないことに留意しつつ、独

自に評価を実施している。ブラジル、アルゼンチン両

国から事務局長、次長及び主要スタッフが選任されて

いるほか、90 人の査察官が両国に対して相互に査察を実施している。強力な

地域計量管理機関が、IAEA の将来の役割の一部を担い、IAEA の予算増に対
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応することも可能であると考えている。研究開発については、EURATOM や

米国との協力も実施しており、トレーニングも検討されている。 
（ジョラン） 

 EURATOM に関して説明すると、EURATOM 条約に基

づいて、1957 年に設置された機関で、最初は 6 カ国で

あったが、現在は 27 カ国で構成されている。

EURATOM 条約はいくつかの章からなっており、リ

サーチ、国際協力、供給、保障措置などが記載されて

いる。EURATOM の保障措置は、申告された核物質が

転用されていないこと、2 者間の協定に基づく活動を

実施する。3 つの取り決めが IAEA との間であり、

EURATOM の保障措置は核兵器国、非核兵器国に差別

なしに適用されており、IAEA への報告の提供を実施

している。本部はルクセンブルクに置かれ、EC より資

金が拠出されている。EC は独自の研究開発拠点を有

し、研究開発活動を実施している。欧州保障措置研究開発協会（European 
Safeguards Research and Development Association ：ESARDA）についても技術

開発を担っており、米国の研究所とも活発な研究交流が行われている。 
（木村） 

 日本の保障措置は、1977 年に締結した IAEA との包括

的保障措置協定に基づいて適用されており、日本はこ

れまで、種々の協力を実施してきた。日本では、巨大

で複雑多岐な施設に対して保障措置が適用されてお

り、世界の査察業務量の 30％を占めている。今後、六ヶ

所再処理施設（RRP）の本格運転、もんじゅの運転再

開、JMOX 等の建設・運転が控えているので、保障措

置の効果を減じることなく、さらなる効率化が必要で

ある。そのために、現在持続可能な保障措置戦略計画

（Strategic plan for sustainable safeguards in Japan）を策

定している。この戦略は、日本における持続可能な保

障措置システムと新興国との知見の共有を目指してい

る。この戦略は、強化された国内保障措置体制の構築、概念・アプローチ、

技術開発、人事育成より構成されている。2010 年に向けて、IAEA は国レベ

ルの統合保障措置を日本に適用する予定にしており、日本としても協力を

行っている。そのために、日本として、如何に IAEA の検認活動をサポート

するかという観点で、日本独自で核物質の転用がないということを証明する、

いわゆる State’s Findings を導き出し、IAEA に提供することを考えている。

このような事を通じて、世界の不拡散体制に協力できればと考えている。 
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（イワノフ） 
 ロシアは、新たな国家プログラムにおいて、FBR 開発

については、窒化物燃料、乾式再処理技術を含む新世

代の技術を使う予定であり IAEA との協力が有効なも

のとなると考えている。将来の燃料サイクルに適用す

る保障措置の開発が重要。 
（村上） 
 Safeguards By Design は、設計段階から保障措置を適用

し、効率化を図るものである。たとえば、燃料集合体

の識別番号を製造からすべてのプロセスを通して使用

していくことができれば、トレーサビリティの観点で有効。ワークショップ

やサポートプログラム等で検討が進められている。今後、放射線等により直

接アクセスできないような工程も出てくることから、設計者が、十分保障措

置を理解することが重要である。GEN-IV、INPRO と協力して作業を実施し

ており、設計者にとって有益であると考えている。 
（ピラー） 
 保障措置は、これまで様々な課題、政治的な問題に対

応するために約 40 年間進化をつづけてきたが、これか

らも進化をつづけていく必要がある。将来の燃料サイ

クルについて、スループット（工程扱い量）の増加、

高放射線、高温等扱いにくい物質、不均質物質、固体・

液体混合物等に対してどのように対応するかといった

チャレンジがある。今まで全く予想し得なかったもの

に対しても、研究開発の能力を構築していくことが重

要である。そして、主要国、仏、ロシア、米国、日本

における技術開発、広範な国際協力が重要である。こ

こ 10 年くらいは古い技術に頼っているため、保障措置の研究開発を復活させ

ていく時期にきており、研究開発に対する取り組みを見直すべき。日本、仏、

ロシア、アメリカの技術者の高い能力を利用すれば、予期されている又は予

期しない課題に対する方策が容易に導き出せるであろう。 
（千崎） 
 11 月に東海において IAEA とワークショップを共催

し、新しい技術開発に関する議論を実施した。JAEA
は、R&D の実施と自ら保障措置を受ける立場から、既

存の技術を効率化することを考えている。核燃料サイ

クル施設に対する統合保障措置適用は、日本が初めて

である。昨年 8 月に、原子力機構の、再処理施設、MOX
加工施設、その他の研究開発施設を有している東海の

サイトが統合保障措置へ移行した。その際、査察側の

業務は大幅に削減されたが、査察を受ける側の業務は
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削減されていない。新規原子力導入国の状況を踏まえれば、これからは、施

設者の業務の削減も重要と考えており、原子力機構はそのための技術開発に

取り組んでいる。 
 保障措置の普遍化に関して、ベトナムやタイなどの新規原子力導入国に対し

て行ってきた対話やセミナー等による協力を通じて、追加議定書（AP）未発

効国に対して、AP 発効に伴う作業、コスト、人的資源や統合保障措置のメリッ

トを説明していく必要がある。これまでの日本の取り組みをベスト・プラク

ティクスとして整理し、そのような国に対して説明していくことが重要。特

に相手のニーズをよく理解することが大事である。 
（久野） 
 堅牢な保障措置については賛成であるが、保障措置には限界がある。保障措

置の目的は、完全性、確実性の確認であるが、完全ではない。制度から脱退

する国や、保障措置の抜け道を模索している国もある。制度としての限界と、

今後、プルトニウムを大量に扱った場合には、誤差の問題等の技術的な限界

があり、従来型の保障措置では対応困難となる。一つの考え方としては、次

のセッションで扱う核不拡散抵抗性である。技術的に困難にして転用できな

いようにする方法である。現状の計量管理ベースの保障措置は基本であるが、

リモート・モニタリングやソリューション・モニタリング等を用いて活動の

透明性を高め不正使用がないことを確認することによって、核物質のみを追

いかけるのではなく、未申告活動が行われていないことを確認することによ

り、さらなる保障措置の効率化が可能と考えており、保障措置の進化を考え

るべき。 
（ジョラン） 
 質問に記載されている事項については、すべての取り組みが保障措置を強化

するという意味では重要であると思う。国際、地域の協力についてもそうで

ある。独立の結論を追加の検認作業なしで導き出すことも可能であると考え

る。いつでもどこでも査察を行うことが出来るような仕組みを担保していく

ことが重要。Standing Advisory Group of Safeguards  Implementation (SAGSI)
で検討する課題は、技術開発ばかりでなく、政治的環境についても考慮され

ている。多国間のアプローチにより、人的資源の有効活用も可能と考える。

産業界として、リモート・モニタリングや技術に依存してしまうと、小さな

問題が生じたときに査察官がその場で対応することが困難になるなど、早期

解決が困難であるため、そのバックアップを対で考えていくことが重要であ

る。 
 経済的な影響の観点からいえば、20/20 計画（賢人会議が 2008 年にまとめた

2020 年に向けた IAEA の課題、あり方などをまとめた報告書）では、施設数

の増加と比例して査察業務量が増えるとしているが、その多くは、軽水炉

（LWR）であり、新しい技術により、保障措置が簡単になることも想定され、

あまり査察業務の増加につながらないのではないかと考えている。廃炉につ

いてはマイナスの面だけでなく、ホールドアップや、過去の措置が正しかっ
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たかどうか等を評価できるよい機会として考えることもできる。 
（チェリー） 
 人材育成に関して、さまざまなレベルでさまざまなトレーニングを行うこと

が重要である。NGSI に関連して、アメリカでは様々なレベルでワークショッ

プ、トレーニング、国立研究所におけるサマースクールを実施しており、大

学に出向いて行うこともある。IAEA や加盟国対象のトレーニングコースを

拡大している。 
 保障措置を進化させ、資源を有効に活用することは必要であるが、同時に今

やれること、今やらなければならないことを考えていく必要がある。IAEA
の既存の権限である特別査察などはその例である。情報へのアクセスそのも

のがより重要なツールとなっている。 
（久野） 
 核兵器国への査察については、必要かどうかの考え方にはギャップがあり、

IAEA の負担増にならない方法、かつ公平性を考慮して、平和利用の施設に

ついては、査察を受け入れなくても、受け入れる準備をしておくべきである。 
（村上） 
 IAEA 内では、基本的には IAEA 保障措置は、差別はできないが、たとえば、

イランにおいては、通常の保障措置以上の活動が適用されている。その国の

保障措置制度、透明性、協力体制、技術的及び提供情報の信頼性等を考慮し

て、“区別“を行っていくことが必要である。 
 核兵器国に対しては、数よりも質においてのアプローチが重要。核兵器国へ

の査察対象施設数を増やし、ランダムで行うことも一つのアイデアである。

核保有国が先導して技術開発を行うことも重要である。 
 
【一般聴衆を交えた質疑応答・コメント】 

（IAEA 保障措置を効果・効率化にするための方策） 

（シャインマン：円卓その 3 への参加者） 
 米国におけるトレーニングに関して、講師

を行ったが、学生のレベルが上がっている。

キャリアパスと考えているようである。 
 Non compliance に対する措置が必要であ

る。追加議定書は、十分であるかどうかに

ついて、イランで行われていることを参考

に、より確固とした制度を目指しても良い

のではないか。イラクにおける未申告活動の発覚以降、査察の文化が変わっ

たと考えている。疑念をもって査察を行うことが重要である。 
（一般） 
 新しい保障措置技術開発に関して、まだ十分ではない。自分は国の関係者と

して過去、保障措置に関与したことがあるが、プルトニウム燃料製造施設



原子力利用と核不拡散、核軍縮にかかわる国際フォーラム結果報告 

 - 46 - 

（PFPF）については工程の自動化に対して、IAEA 側の保障措置上の要求が

高く、自動検認等の合理化のためのシステム開発をした経験がある。施設が

自動化されると、コンピューター化された設備に対してのオーセンティケー

ションが必要となり、あえて DOE の国立研究所に依頼した。国際協力は透明

性を上げるためには重要である。六ヶ所再処理施設（RRP）については、査

察のやり方を LASCAR* (Large scale reprocessing plant safeguards) で議論し、

その中で NRTA** (Near real time material accountancy) ができあがった。信頼

性の有る国際協力が必要。IAEA は新しい技術を用いた査察に対して査察手

法を変える必要がある。 
*LASCAR: 
大型再処理施設の保障措置を検討した会議。仏、独、日、英、米の各国と

EURATOM 及び IAEA が参加した。 
**NRTA: 
バルク取扱施設に対する物質計量管理の一種で、核物質の移動の検認の他

に、実在庫確認が工程内の計測器（通常、施設者の装置）を使用して、工

程の操業を阻害せずに頻繁な間隔で、例えば、毎週行われる。 
（ピラー） 
 未申告活動の探知機技術に加えて、既存の権限の有効活用が必要である、そ

の一つが、特別査察を活用することである。また、新たな権限についても検

討が必要である。 
 
【課題 2：核拡散抵抗性の役割】 

（投影資料 5 参照） 
（久野） 

 施設の増加、プルトニウム利用の拡大に対応し、核拡

散抵抗性を高めることが重要。技術的に拡散が起こり

にくくすること（技術的バリア：内在的バリア）に加

えて保障措置など、制度による規制（外在的バリア）

することが核拡散抵抗性。外在的バリアについては、

保障措置が主なものである。具体的な方法には、設計

情報検認、計量管理、封じ込め・監視、検出器による

高い検知確率、などがある。内在的バリアについては、

アクセスしにくい、扱いにくい、転用が難しい、たと

えば、プルトニウムの質を下げたり、放射線が強くて

アクセスできない、熱の放出が高くなる、ような方法を採る。このような方

法等により、転用、ミスユースの魅力をなくすることが核拡散抵抗性である。 
 歴史的に数多く議論されてきたが、1977 年から行われた核燃料サイクル評価

（INFCE）*において抵抗性に関する議論が行われた。ここでは、特に拡散と

いう観点で評価を行った。当時は東海再処理工場の操業開始時期であったた
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め、「ワンススルー（再処理しない）かプルトニウム・リサイクルか」が一

つの話題であったが、それは当時、米国がワンススルー方式を推していたた

めにこの評価が行われたという側面もある。先程ご説明した技術的な方法に

ついては当時から議論されてきた。そこでは、非常に有効であるが限界もあ

り、やはり保障措置が主であるとの結論であった。その後、INPRO, GEN－IV、

仏、米、日本等で、核拡散抵抗性の議論が行われている。2002 年の Como 会

合において、核拡散抵抗性の定義、基本に関する議論が行われた。核拡散抵

抗性が高いと保障措置の効率化が可能ではないかと行った論文もある。 
*INFCE: 
国際核燃料サイクル評価。核拡散防止の観点から核燃料サイクルを国際的

に評価し直そうというカーター米大統領の呼びかけにより、1977 年から約

2 年間実施された。 
**Como 会合: 
IAEA が、2002 年 10 月にイタリア・コモで開催した国際技術会合。抵抗性

に係わる技術・政策の専門家の参加のもと、拡散抵抗性の定義を含む基本

的理解について議論がなされた。ここでの議論の結果は、現在国際的にコ

ンセンサスの得られたものとして扱われている。 
（内藤） 

  効率的に議論を行うため、以下の五つの質問を用意した。 
(1) どのような技術が核不拡散抵抗性を高めていくことができるのか 
(2) 核不拡散抵抗性と保障措置の関係について。トレードオフの関係 or 相乗

効果？ 
(3) 核拡散抵抗性の高いシステムの設計にはクライテリアが必要か。 
(4) どこまで抵抗性を高めれば十分か。 
(5) 拡散抵抗性の高いシステムは経済的な競争力があるのか／可能なのか。 

（ユーン） 
 核拡散抵抗性を高める技術については、いろいろな技術や施設があるわけで

あるが、抵抗性のコンセプトについてはケースバイケースで見ていかなけれ

ばならない。政策とも関連してくるが、低グレードのプルトニウムを作ると

かプルトニウム含有量を低める等々の方法が考えられるものの、核拡散抵抗

性については、まず、設計時に盛り込んでいく必要がある。 
（イワノフ） 
 核拡散抵抗性を高めるためにはリモート技術、自動化が有用。将来的には全

く人間が介在しないシステムも考えられる。ロシアにおいては 1982 年から抵

抗性の高い技術開発に取り組んできた。こういった技術は軽水炉には適さな

いかもしれないが、乾式再処理プロセスを用いて燃料製造を行うと、燃料中

に核分裂性物質やマイナー・アクチニド*を取り込むことができ、また、この

プロセスを採用することにより輸送の距離を短くすることが出来る。 
*マイナー・アクチニド（MA）: 
核燃料の燃焼に伴い生成されるアクチニドのうち、比較的精製量の少ない
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元素。主にネプツニウム（Np）,アメリシウム（Am）, キュリウム（Cm）。 
 
（バリ） 

 抵抗性に関するパラメータの数値的、定量化について

重要な事は、秩序立った形で、体系的に研究、評価を

行っていくことである。さらに、そこから得られたも

のをシステムそのものに適用し、また、拡散リスクの

低減につなげていくことが必要である。 
（千崎） 
 JAEA は、高速炉技術開発として FaCT プロジェクトを

進めているが、核拡散抵抗性を主要課題の一つとして

とらえている。内在的バリアとしてマイナーアクチニ

ド（MA）の混入による抵抗性の向上を検討している

が、経済性とのバランスを考慮する必要がある。どこまでやればよいのかと

いう観点から、抵抗性の基準についても重要である。制度的バリアに関連し

て、抵抗性の向上によって保障措置が低下するものもあり、研究開発が必要

である。 
（テリオス） 
 核拡散抵抗性と保障措置はトレードオフの関係がある

かについては、トレードオフの関係にある場合もあれ

ば、相乗効果をもたらす場合もある。 
（ピラー） 
 抵抗性が上がる場合でも保障措置の困難さにつながる

ものもあり、これでは信頼性は上がらない。

safeguardability つまり保障措置の適用しやすさ、効率

性は重要である。重要なのは、アクセスを困難にする

などの技術的な困難性を高める手法が、保障措置シス

テムの検知可能性を低減させてはならない。そうでなければ抵抗性は上がら

ないということになる。そういった意味では、トレードオフが存在している

といえる。 
（ユーン） 
 問題を特定することがまず必要。制度的な手段と Safeguards By Design を組み

合わせることにより相乗効果が期待できる。 
（チェリー） 
 制度的な手段は重要であり、核拡散抵抗性の高い核物質、施設の設計等内在

的な要素に頼りすぎないことが重要。核拡散抵抗性を高めていくためには保

障措置コンセプト、アプローチ等についても同時に進化する必要があり、ト

レードオフばかりに目を向けるのではなく、相乗効果を期待すべきである。 
（久野） 
 話をするのは簡単であるが、実際どうやってやるのかが重要。保障措置は、
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保守的な世界が既にあり、最近 Safeguards by design の議論の中で抵抗性を扱

うことが出来るようになってきたところである。核拡散抵抗性を併せて議論

できるようにするためにはガイダンスが必要であると考える。 
（村上） 
 核拡散抵抗性は、保障措置向上のための一つのステップであり、核拡散抵抗

性を高めても査察がなくなるわけではない。safeguardability は重要である。

トレードオフの関係は存在する。現状よりもさらに難しくすれば、保障措置

を大きく削減することが出来る。それが一つのメリットである。 
（バリ） 
 保障措置は、あくまでも核拡散抵抗性の一部と考えるべきである。内在的な

ものと外在的なものを対立させるのではなく、保障措置は核拡散抵抗性に関

連するものとしてとらえるべき。 
 拡散抵抗を実現するにあたって、我々の研究の中では、拡散抵抗性やリスク

については、国家レベルの脅威である転用、脱退等に対して、国が直接対応

するためには、国にはどのような対応能力があるのか等の分析が重要であり、

最終的にこれらに対する結果が導き出される。 
 クライテリアについては、高いレベルのクライテリアと考えると、多くの人

を巻き込む必要があり、技術者だけでクライテリアを決めるべきではない。 
（千崎） 
 技術者だけでクライテリアを決めるべきではない。政策者やユーザー等も巻

き込むべき。経済性も重要で、ただ厳しくすればよいというものでもない。

基準の置き方、どのように設計に反映していくかを考える必要がある。バラ

ンスを考慮したクライテリアの議論が必要。 
（ジョラン） 
 核拡散抵抗性は、技術や施設個別ではなく、システムとして考慮すべきであ

る。リスク評価が重要であり、設計基礎脅威（DBT）*や拡散に対して評価す

る必要がある。機微な施設を持つリスク、ある時点である国にそのような施

設があるリスクを考えなくてはならない。最良の方法でリスク緩和しなけれ

ばならないが、何か起こりつつある場合、どのように探知するかも重要な要

素。商用化された施設については、経済性の側面も考慮する必要がある。 
*設計基礎脅威（DBT: Design Basis Threat）: 
事業者が現実の脅威に的確かつ迅速に対応し、効果的な防護措置を行うた

めにはどのようにしたらよいかという考えに基づき、事業者が核物質防護

システムの設計にあたり考慮すべき脅威を国が策定し、事業者は国から提

示された当該脅威情報に基づき具体的な核物質防護システムを構築する、

という考え方 
（久野） 
 保障措置が十分に適用され、透明性の高い国では、確率的にブレークアウト

等のリスクが低いので、経済的に抵抗性を導入することが出来るのであれば

よいが、そうでない場合に、それらの国に対して抵抗性を導入すべきレベル



原子力利用と核不拡散、核軍縮にかかわる国際フォーラム結果報告 

 - 50 - 

を考えていくことが重要である。保障措置で十分という議論もある。 
（ピラー） 
 経済的な核拡散抵抗性というのはなかなかないのかもしれない。我々は、経

済的な問題も考えつつ、必要な措置により拡散のリスクを抑えていかなけれ

ばならないが、それが保障措置をいかに有効に促進していくかであると考え

る。Safeguards by design は IAEA をはじめ、様々なところで議論されている

が、これにより、設計を最適化し、保障措置の費用を低減できるのではない

かと考える。保障措置を設計段階から取り込むことにより、転用パスを減ら

すことができれば、保障措置の効率だけでなく、システム全体の効率も上が

るため、経済性の側面からも有効である。 
 

【一般聴衆を交えた質疑応答・コメント】 

（核拡散抵抗性の役割） 

（一般） 
 以前、イランの核開発問題の研究をしていた。イランが兵器級の核物質を持

たない限り、核兵器を作れないので、兵器級の核物質を作れないようにする

技術の可能性について伺いたい。 
（一般） 
 核拡散抵抗は、国家主体ばかりでなくテロリストによる転用も考慮している

か。 
（一般） 
 核拡散抵抗性の高いシステムは、現実的にはコスト高である、核拡散抵抗性

をどのように途上国へ展開していくのか。 
（久野） 
 たとえば、再処理技術に関しては、核兵器に適した純度の高いものを作れな

い技術も可能であるが、すでにピューレックス法が確立しているなかで、経

済性を考慮すると、経済的で、確立した技術が採用されることになるのでは

ないか。核拡散抵抗性（PR）の高い方法を選択させるには、経済的なインセ

ンティブが必要。 
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【課題 3：核セキュリティの強化】 

（投影資料 6 参照） 
（中込） 
 技術先進国である日本においても、残念ながら核セ

キュリティに対する関心は低いので、この機会に感謝

する。世界のセキュリティに関する動向として、7 つ

ご説明させていただきたい。一つ目の、核セキュリティ

に関連する文書については、ガイダンスの準備、出版

が進んでいる。IAEA は、核セキュリティシリーズと

して文書を整備しており、基本文書は 2010 年の 8 月に

出版が予定されている。その下に位置する勧告文書に

ついては、3 部作となる予定であり、2011 年の出版予

定である。さらにその下位文書である、ガイドブック

等の指針類については、予定されている半分程度はすでに出版されたり、印

刷の段階である。二つ目は輸送のセキュリティ対策についてである。輸送と

いうのは限られた資材、人数で対応し、更に土地勘がないために脆弱である

といわれており、この輸送時のセキュリティ対策をどうするかが問題となっ

ている。三つ目はセキュリティ・カルチャーである。セーフティーカルチャー

はチェルノブイリ以降、よく言われているが、セキュリティ・カルチャーに

ついても今後、世界的に考えていかなくてはならない。四つ目は、我が国は

あまり気にしていなかったが、国境における持ち出し（核密輸）の検知及び

レスポンスが国際的な問題となっている。五つ目は、Security By Design であ

る。六つ目は 3S (safety, security, safeguards) である。最後は World Institute for 
Nuclear Security (WINS) *をどう扱っていくかである。2010 年 4 月のワシント

ン DC で開催されるセキュリティ・サミットでもこれらが話題になるのでは

ないかと考えられる。 
* World Institute for Nuclear Security(WINS) 
2008 年に設立された、核物質の管理を推進する新たな国際組織。本部はウ

イーン。米 NGO「核脅威イニシアティブ（NTI）」の発案。核物質管理の

専門家や、核関連産業、政府や国際機関が参加する。情報の収集と共有を

行う会議を開催し、より安全な管理方法を実践することで、危険物質がテ

ロリストの手にわたるのを防止する。 
 

  特に 3S については、IAEA でも議論されており、我が国でも 2008 年 7 月の

洞爺湖サミットにおいても当時の福田首相が 3S に触れたが、セキュリティ

については、日本から発信できるものがあるのかについても考える必要があ

る。日本では、日本人的発想として安全を考える中に無意識のうちにセキュ

リティが含まれてしまっており、これが、セキュリティを個別に考える一つ

の障害になっているかもしれない。インサイダーの問題もある。 
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（内藤） 
  効率的に議論を進めるため、3 つの質問を用意させていただいた。一つ目は

「各国における核セキュリティを強化するための緊急課題及びその対策」

である。この問題には、放射性物質のセキュリティ対策、核物質輸送のセ

キュリティ対策、放射性物資の不法移転に対する対策、インサイダーの脅

威に対する対策、Security by design のコンセプトに対する促進、核セキュ

リティ文化の醸成、核物質防護条約（CPPNM）の早期批准などが関係する

と思われる。二つ目、三つめは「WINS の役割として期待されるものは何

か」、「来年の 4 月に開催されるセキュリティ・サミットにおいて、何が

期待されるのか」である。 
（チェリー） 
 最も重要なチャレンジは、テロリストによる核物質の盗取であり、それらに

対しては核物質防護条約（CPPNM）の批准、INFCIRC/225 の順守及び改訂

作業の迅速化が重要、Security by design については、核拡散抵抗性とも関

連しているが、セキュリティを高めるためには設計に反映することが重要で

ある。CPPNM に関しては、米国においては議会に法案が提出されたが、議

会が閉会してしまったため、新しいパッケージを提出する予定である。 
（ユーン） 
 韓国では特に大きなチャレンジはないと考えているが、能力を常に高めてい

く努力は常に重ねている。現在、DBT を取り組んでいるところであり、

INFCIRC/225 の改定作業にも加わっている。来年のセキュリティ・サミッ

トがセキュリティ・カルチャー醸成のためのきっかけにしたいと思っている。 
（ジョラン） 
 放射性同位元素のセキュリティに関しては大きな懸念があるが、核セキュリ

ティ文化を他の物質に対しても醸成できれば効果があるかもしれない。

Security By Design を放射性同位元素に適用するのは困難であろう。輸送に

ついては、仏国内で過去に問題があったことはないが、国際輸送のセキュリ

ティについては、検討が必要と考える。CPPNM については、新興国に対し

て重要だとは思うが、それ以上にガイドラインや対策の実施の部分だと思う。

WINS はカルチャーの醸成を効率的に行えると考えている。また、問題があっ

た場合などに有用な情報の提供等の役割があり、重要である。 
（イワノフ） 
 ロシアでは長距離輸送が多く、セキュリティよりも、環境汚染、世論に対す

る対応が必要である。信用を高めるような追加措置として、輸送物の位置や

核物質の量等を把握する等、信頼性のある、国際輸送を管理するシステムが

必要である。 
（ド・カント） 
 ABACC は、セキュリティは所管していないが、3S のシナジーとして関心が

ある。ブラジルにおいては National energy commission が所掌しており、

国際的な慣行に対しては遵守している。 
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（千崎） 
 日本の場合には、数年前に INFCIRC/225（rev.4）に基づいた法令改正が行わ

れ、強化が図られている、施設については、毎年、規制当局による検査、評

価が行われ、必要な場合は改善が図られている。治安当局を含めた訓練も実

施している。IAEA ではセキュリティ強化のための文書の作成が進んでいる

との説明があったが、輸送の問題も含めて、可及的速やかに対応すべきと考

えている。原子力の開発が進めば進むほど輸送は重要になってくる。その中

で如何に核テロから守っていくかを考える必要がある。JAEA では、輸送の

セキュリティの研究をサンディア国立研究所と実施しており、また、コスト

パフォーマンスも重要であると考えている。日米共同行動計画の一つの検討

テーマの中に Security By Design のコンセプト検討があり、これについて協力

を実施している。 
（中込） 
 セキュリティについては、各国の考え方があり、規制も異なる。日本では、

銃の保有は認められておらず、こういうことが、たとえば CPPNM 等で決め

られてしまうと法的に取り入れることが困難になる国もあることから、各国

の事情を考慮した議論が必要である。 
 放射性同位元素のセキュリティに対しては、放射性同位元素は利用の観点か

ら使用されてきた。核物質については、核兵器の原料となるために、保障措

置を含めた厳格な管理が行われてきたが、急に放射性同位元素のセキュリ

ティの話をした場合、利用者にとっては寝耳に水ではないか。Security By 
Design については、方針としては良いのだろうが、過剰設計になる可能性が

あり、コストの面、利用しにくくなる可能性がある点を考慮した議論が必要

である。 
 核拡散抵抗性は盗取との関係はよいが、妨害破壊行為との関係についてはど

うか。核拡散抵抗性の観点で、核物質に放射性の高い物質を混ぜた場合、妨

害破壊行為に対してはそれが大きな魅力となってしまう。 
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（ピラー） 
 脅威をどう評価するのかが重要。脅威を過小評価する又は過大評価した場合、

原子力産業を窮地に追い込むかもしれないので、脅威を評価する上で、我々

にどういった限界があるのかを考えなければならない。核拡散抵抗性につい

ては、内在的な障害では国家の意図を阻むことは難しいかもしれないが、非

国家主体に対しては核セキュリティの観点からも、重要である。 
（チェリー） 
 来年のサミットが、良い転換点になればとの発言があったが、高いレベルで

の共通理解が得られ、核テロや核密輸が阻止される方向に進むのではないか。

理想的な有効措置は、CPPNM や安保理決議 1540 など、既に導入されている

措置を強化することや各国に参加を呼び掛けていくことである。来年のセ

キュリティ・サミットではこのようなことが期待される。 
 

【一般聴衆を交えた質疑応答・コメント】 

（核セキュリティの強化） 

 
（一般） 
 セキュリティは脅威に対してどう対応していくかであるという話があった

が、脅威が高い国、低い国、情報開示が進んでいる国、進んでいない国もあ

り、一律に考えるのは難しい。国際機関は差別をすることはできないが、そ

の差をどのように埋めているのか、その点が考慮されているか疑問である。 
（ジョラン） 
 責任をいかに定義し、認識を高め、適切な手段を適切に与えていくことが重

要である。セキュリティ・サミットではそういったことが期待される。 
（中込） 
 IAEA においては、各国の規制、カルチャー、宗教を考慮した議論が行われ

ていると理解している。 
 （村上） 
 前段でも述べたが、“区別“がこれに該当すると考えている。国際機関は差別

はできないが、各国の実情や、透明性措置等を考慮し、共通のクライテリア

を以て、“区別“することができるのではないか。 
（チェリー） 
 “区別“は可能と考える。WINS はさまざまな意見、ベスト・プラクティクス

を共有することができるので有益である。国内の基準についてもここから導

き出すこともできる。施設者や各国が対話型のプロセスに参加し、出来る限

りの情報共有をし、セキュリティリスク、対応のための戦略を打ち立て対応

していくこと、これがサミットの裏にもある考え方であると思うし、WINS
のような機関の目的でもあると考える。 
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《円卓討論２のサマリー》 

課題 1「IAEA 保障措置を効果・効率化にするための方策」 
国内計量管理制度（SSAC）、地域計量管理制度（RSAC）

*の有効活用、追加議定書（AP）の普遍化、非核兵器国・核

兵器国の公平性、国際協力を含む技術開発、人事育成、“区
別“が必要、権限の活用、追加議定書プラスについての発言

があった。 
*地域計量管理制度（RSAC）: 
自国のみの制度である SSAC に対して、地域で行う

計量管理制度。EURATOM や ABACC がその例。 
 
課題 2「核拡散抵抗性の役割」 

核拡散抵抗性分野の R&D が重要であり、これらを通じて先進的な保障措置にし

ていくことが必要である。クライテリアの必要性に関する意見があったが、技術

者のみで決められるものではないとの意見があった。核拡散抵抗性はシステムと

して評価すべきであり、経済性も考慮する必要がある。 
 
課題 3「核セキュリティの強化」 

既存の法的な枠組みは重要であり各国がこれらを発効し、国内規制に IAEA の

文書を取り入れていくことが重要である、核セキュリティ・サミットは、核セキュ

リティ文化を促進する上で重要。国際輸送のセキュリティ、“区別“も重要である

との指摘があった。 
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（投影資料 7 参照） 

円卓討論３「核燃料サイクルの多国間管理」 

出席者： 

 ジョーシャン・チョイ（モデレータ）：東京大学 G-COE 特任教授  
ユーリー・ユディン：国連核軍縮研究所（UNIDIR） 上級研究員 

 プロジェクトマネージャー  
オディロン・アントニオ・マルクーゾ・ド・カント： 

ブラジル・アルゼンチン核物質計量管理機関（ABACC） 事務局長 
ゾンマオ・グ：中国原子能科学研究院（CIAE） 教授、科学技術委員会副委員長 
キャロライン・ジョラン：仏 Areva 社 核不拡散・国際制度担当部長 
カンソク・リー：韓国原子力研究所（KAERI） 国際研究部長 
バレンティン・イワノフ：ロシア科学アカデミー 教授 
ピーター・カーター：英国エネルギー気候変動省 核不拡散担当課長 
ジョゼフ・ピラー：米国ロスアラモス国立研究所 
ミカ・ローウェンタル：米国科学アカデミー 核セキュリティ・安全プログラム部長 
ローレンス・シャインマン： 

米国モントレー国際問題研究所、不拡散研究センター 教授 
伊藤 隆彦：原子力委員会 委員、 

中部電力 顧問 
鈴木 達治郎：電力中央研究所 社会経済研究所 研究参事、 

東京大学公共政策大学院 客員教授 
久野 祐輔：東京大学大学院工学系研究科教授（委嘱）、 

日本原子力研究開発機構 核不拡散科学技術センター 次長 
直井 洋介：日本原子力研究開発機構 核不拡散科学技術センター 技術主席 
 
 

核燃料（低濃縮ウラン（LEU））の供給保証と核燃料サイクルの多国間管理に

関し、以下の論点を中心に議論を行った。 
 政治的理由による燃料供給途絶のケースに、燃料供給保証は有効か 
 国家が濃縮、再処理能力を開発する権利を放棄するのに、燃料供給保証は効

果的なインセンティブとなり得るか。 
 国家が濃縮、再処理能力を開発する権利を放棄するのに、核燃料サイクルの

多国間管理構想は効果的なインセンティブとなり得るか。 
 多国間管理において公平性をいかに達成するか。 
 多国間管理は核不拡散上の課題の解決に貢献できるか、どんな役割を果たす

か 
 多国間管理は保障措置に係る費用を低減できるか。 
 どのようにして多国間管理を実現させるか。 
 国際的な交渉による解決が求められるべきか、それとも一部の有志国が先導



円卓討論３「核燃料サイクルの多国間管理」 

 - 57 - 

することが良いか。 
 多国間管理は、地域的な枠組みにより進められるべきか。 
 多国間管理の課題及びメリットは何か。 
 

（歴史的経緯と現在の議論の状況） 

（チョイ） 

議論への導入として、1940 年代後半から現在までの

核燃料供給保証/核燃料サイクル施設の多国間管理の

試みを説明。また 2003 年以降に提案された核燃料供給

保証に関連する 12 の提案に言及 
 本円卓討論では燃料供給保証と多国間管理の 2 つ

のパートに分けて議論を行うが、バックエンドに、

より焦点をあてた議論がなされるべき 
 現在、提案されている中で、バックエンドを取扱っ

ている提案はロシアによる使用済燃料の回収の提

案のみ 
 核燃料サイクルの多国間管理の問題は過去数十年にわたり国際的な議論

が行われてきたが、実現していないのは推進力となり得る要素がなかっ

たことによる。 
 今後、新たに原子力発電を導入する国が増えていく中で、使用済燃料の

蓄積に伴う核拡散リスクをどう取扱うかということが問題になるが（特

に、原子炉が運転開始してから最初に取り出される使用済燃料は燃焼度

が低く、核兵器の転用が容易）、このことは、核燃料サイクルの多国間

管理の推進力となり得る。 
 また、高濃縮ウランの製造が多くの時間（数年）を要するのに対し、プ

ルトニウムは再処理により短期間で製造が可能であり、国際社会の対応

時間が限られていることからも、バックエンドに対し、より焦点があて

られるべきである。 
 
【課題 1：燃料供給保証】 

（直井） 
 2006 年、日本は市場の透明性と供給途絶の予測可能性

の向上、供給不安が起きにくい環境整備を目的とし、

供給国が天然ウラン、転換、濃縮、燃料製造役務の保

有量/供給能力を IAEA に事前登録することを内容とす

る「IAEA 核燃料供給登録システム」を提案。 
 それ以降の進捗はないが、2009 年 1 月に核燃料サイク

ルのフロントエンドに関するセミナーをウィーンで開

催。 
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（カーター） 
 2007 年、英国は LEU/ウラン濃縮役務の供給を保証する

「濃縮ボンド」（債権）を提案、後にこれを「Nuclear Fuel 
Assurance (NFA)」と改名し発展させている。当該提案は、

濃縮事業者（例:URENCO）とその政府（供給国政府、例:
英国政府）による LEU/ウラン濃縮役務供給のバックアッ

プ・メカニズム。供給国政府が受領国政府との協定で、

供給国が政治的理由により供給を途絶させないことを保

証するとともに、万が一、他の国の濃縮事業者/政府が供

給を途絶させた場合には、途絶を想定してあらかじめ締

結する受領国との協定に基づき代替供給を保証するとい

うもの。 
 2009 年 9 月の IAEA 理事会で NFA につき非公式に提案したところ各国から

好感を得ており、一連の保証に係る協定案を検討中。 
 
（イワノフ） 

 国際ウラン濃縮センター（IUEC）は 2 年前に設立された

が、濃縮の契約は 1 件も締結されていない。顧客が見つ

かっていないのが問題。元々はイランを対象にしたもの

であったが、経済的な観点からは、トムスクで濃縮した

方が、メリットがある。また、トルコやエジプトなどと

いった国をターゲットにすることが考えられるが、これ

らの国が原子力発電を導入するのは 5-6 年先 
 IUEC の機能として、LEU の供給保証だけでは不十分で、

燃料ペレット、燃料集合体の製造や、使用済燃料管理の

機能も持たせることが必要 
 低濃縮ウランの備蓄や IUEC は、こうした国際的なセンターを運営する経験

を蓄積するという点での意味はあるかもしれない。 
 
（シャインマン） 

 昨今の原子力利用の拡大、特に多くの国による核燃料サ

イクル活動に関する関心の高まりが核拡散に繋がること

を懸念 
 2004 年、ブッシュ大統領（当時）は、濃縮、再処理技術

を有する原子力供給国は濃縮、再処理技術や施設を、既

にフルスケールの運転中の濃縮、再処理施設を保有して

いる国以外には移転しないことを提案したが、この提案

は現状の技術保有国・非保有国の区分を固定化するもの

であるとの懸念を引き起こした。そのため当該提案を、

受領国にとって、より受け入れ易いアプローチ（注：受
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領国に濃縮、再処理の放棄を要求しない）に変えようとしている。 
 重要なことは、濃縮能力の拡散を予防しかつ阻むことで、新規原子力発電導

入国に魅力的なインセンティブを提供し、しかしその代わりに燃料サイクル

技術/施設を開発することがないようにすることである。 
 
（ユディン） 
 ロシアの LEU 備蓄は、万が一の供給途絶の際に利用さ

れるラスト・リゾート（最後の手段）であり、顧客の

不在は市場が健全に機能している証拠で、それはそれ

で良いことである。IUEC に関し、もし顧客がないと

すれば、ビジネスモデルとしての検討が足りないとい

うことではないか。 
 2009年 6月の IAEA理事会では、ロシア IUECでの LEU

備蓄や IAEA 核燃料バンク等を進展させていくとの提

案がなされたが、NAM 諸国等の賛成が得られず、議

論すること自体が拒否された。しかしその後の 11 月理

事会では、ロシアのイニシアティブにより同国の IUEC での LEU 備蓄創設に

関する提案が採択され、その実現に向けて始動することになったのはモデ

レータが説明したとおり。 
 こうした提案に関して、法的あるいは技術的な問題があるわけではなく、進

捗が遅れているのは政治的な問題が原因 
 受領国（主に途上国）は供給国（主に先進国）に対し疑念や不信感を抱き、

両者の間で供給保証の必要性、仕組み等に関し共通の理解や合意が得られて

いない。共通理解が得られない限り、核燃料供給保証メカニズム構築の進捗

は難しいと思う。 
 
（シャインマン） 
 本件が政治問題化しているという指摘は正しい。途上国が懸念する NPT 第 4

条に基づく原子力平和利用の権利は加盟国の奪い得ない権利。途上国は、少

なくともこの権利を維持することを求めている。 
 この権利には、必ずしも核燃料サイクルのすべてが対象となるわけではない

という考え方、ある部分を排除しているわけではなく、全てが対象になると

いう考え方の、2 つの異なる見解があるが、条文に明記されていない以上、

後者の考え方をとるべきと考える。 
 核燃料サイクルの追求の権利を認めた上で、問題となるのは、各国がそれぞ

れの国内施設を建設するか、経済上のメリットを勘案した多国間管理の施設

（ただし、技術はシェアされない。）を建設するかという問題である。 
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（直井） 
 供給保証のターミノロジーの共通理解を踏まえた議論が必要。ロシア IUEC

の LEU 備蓄は供給保証用、つまり核不拡散以外の政治的理由で供給が途絶さ

れた場合に利用されるラストリゾートであり、この備蓄は市場メカニズムか

ら外れたところにあるもの。一方で米国の国際原子力パートナーシップ

（GNEP）や IUEC は、市場メカニズムの中で供給の多様化などにより LEU
の安定供給を確保しようというもの 

 
（リー） 

 核燃料供給保証が成功するか否かの鍵となるのは、核

燃料サイクル技術を保有しない国に魅力的なもので、

メカニズムに是非とも参加したいとのインセンティブ

を与えられるか否か。例えば、常に経済的に魅力的な

価格で LEU を供給すること、また LEU 供給から放射

性廃棄物管理まで燃料サイクルのすべての側面をカ

バーするものであることなど 
 
（ピラー） 
 現在の供給保証議論は政治的なものとなり、受領国（途

上国）の不信感は 70～80 年代のそれと類似。 
 既存の核燃料供給保証に関する提案では LEU 供給しか保証されないが、使用

済燃料の引取りや管理の保証も含めれば政治的要素や不信・疑念を取り除け

る可能性はある。既存提案は詳細性や魅力度において不十分であり、政治的

な対立を克服することは難しい。 
 
（カーター） 
 不信感は避けられない。供給保証が原子力平和利用にとってどんな意味があ

るのか（コストの低減など）を訴えること、政治的、非商業的理由による途

絶がいかなるものであるかを明確にすること、既存の市場を混乱させるよう

なものではないこと、それぞれの提案は相互に補完する関係にあるという認

識を共有すること、押しつけるのではなく、必要性を訴えかけるアプローチ

などが重要 
 
（久野） 
 燃料供給を「保証」するシステムが今、必要とは思えない。他方、供給を強

化するものとして、ブラックボックス方式で自国に濃縮施設を建設すること

は、たとえ技術移転がなされなくても、魅力的かもしれない。 
 
（ジョラン） 
 産業界の人間として私見を述べる。2006 年、産業界を中心とした世界原子力
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協会（WNA）は核燃料供給保証に関し、既存の市場による供給を補完する 3
つの層の保証からなる提案を行っている。 

 ここで原点に立ち返ってみたい。原子力導入を考えている国の中で、濃縮施

設の建設を提案している国は皆無。ウラン濃縮技術の開発や施設建設には巨

額な費用を要する。現実的に考えて少数の原子炉しかない新規原子力発電導

入国が、敢えてこれを行おうとするとは思えない。 
 かつて、1970 年代には、濃縮役務の供給者が米国とソ連だけであり、米国が

他の国による燃料の確保を保証することを拒否したため、URENCO や Eurodif
が設立された。これに較べ、現在、4-6 の濃縮事業者による、市場原理の下

での価格競争が存在し、WTO が、適正な競争が行われているか否かを監視し

ている。 
 市場メカニズムと政治的な措置の橋渡しをするものとして、当該国の核不拡

散コミットメントの遵守状況のレビューを前提とした、長期（現状の 2-3 年

ではなく、10 年）にわたる輸出許可が有効 
 
（チョイ） 
 インドが 1974 年に実施した核爆発は、政治的な理由による燃料供給途絶が問

題になったケースと言えるが、こうした政治的な要因があった場合でも、米

国は、インドに対し燃料供給を継続し、更には、フランス、中国によるイン

ドへの燃料供給を斡旋した。従って、燃料供給保証の必要性はなかったと言

える。 
 （従って、政治的な要因による途絶により燃料供給保証が必要となるような

ケースは稀にしか起こらないと言えるが）、核拡散の抜け穴があるのであれ

ば、それがたとえ小さなものであってもふさぐ必要があり、燃料供給保証の

メカニズムが、濃縮、再処理のインセンティブを排除する上で、どんな役割

を果たすのかが検討されなければいけない。 
  
（ローウェンタル） 
 2008 年 9 月、米国科学アカデミーとロシア科学アカデ

ミーの合同委員会は、「核燃料サイクルの国際化：目

標、戦略、課題（Internationalization of the Nuclear Fuel 
Cycle : Goals, Strategies, and Challenges）」と題する共同

研究報告書を発表、この中で提示された核燃料供給保

証及びバックエンドを含めた多国間管理核燃料サイク

ルに関する所見及び提案を紹介する。 
 この研究の前提は、濃縮、再処理施設を保有する国が

増加するほど核拡散リスクは高まるというもの（同様

のことが多国間施設についても言えるか否かは open 
question であり、この研究の中で検討された。） 
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 報告書の結論として示された 7 つのポイントは以下の通り 
(1) 濃縮、再処理を行う権利を進んで放棄しようとする国はほとんどない。 
(2) 供給保証に関し提案されているどのメカニズムも、それ一つだけでは、全て

の国のニーズに対応することはできない。 
(3) 少数の国が技術を保有し、サービスを提供するシステムを維持することはま

すます難しくなり、技術をもたない国も利益の分配に与れるようなシステム

ができれば、不公平感を緩和することができる。 
(4) 供給保証が濃縮、再処理の放棄のインセンティブとして果たす役割は限定さ

れているのに対し、使用済燃料の引取りは、はるかに大きなインセンティブ

を提供し得る。ところが前者に関しては多くの提案がなされているのに対し、

後者を対象にしているのは、ロシアによる提案のみ。これは、他の国の使用

済燃料の引取りに対する政治的な障害は大きいことによる。 
(5) 実行可能な提案から履行すべき 
(6) 多様なニーズに合った様々なオプションを支持 
(7) 機微な施設を建設しないよう、追加的なインセンティブを提供すべきである。 

 
（ユディン） 
 基本的にローウェンタル氏と同意見。 
 核燃料供給保証と核燃料サイクル施設の多国間管理とは同一ではない。前者

は後者の一部。 
 現在、燃料供給保証について多くの提案がなされている理由は、新規原子力

発電導入国の関心がバックエンドではなく、燃料供給の確保にあること、バッ

クエンドが、取扱いが難しい問題を含んでいるのに対し、フロントエンドは

より扱いやすいことによる。 
 
（チョイ） 
 イランに濃縮をやめさせようとしているが、燃料供給保証の提案は十分なイ

ンセンティブとして働いていない。濃縮施設を建設することが経済的に見合

うものになるためには、原子炉が 20 基必要であり、明らかにイランの場合は、

そうした環境にはない。 
 商業的理由ではなく、エネルギーの自立の観点から、濃縮技術を持ちたいと

いう国に対してどう対処していくべきか。 
 
（シャインマン） 
 イランは会議の場で、6 基の原子炉を建設する計画であると述べていたが、

それでは濃縮施設は経済的に成り立たないと指摘したら、翌日には 20 基の間

違いであったと言ってきたことがある。イランのようには、核オプションの

維持そのものを目的として、濃縮活動を実施する国もある 
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（鈴木） 
 経済的に成立しなくとも、自国で濃縮、再処理技術を取得するための研究開

発を進めることはありうる。しかし研究開発規模でも軍事転用が可能であり、

研究開発の権利を認めれば各国が軍事転用できる能力を止めるのは難しい。

ユーラトムは欧州全体で技術開発を共有するという仕組みを構築したが、そ

れを世界規模で行ってはどうかと考えている。 
 
（ド・カント） 
 昨日ストラットフォード氏が明言したとおり、（機微

技術の取得の追求は）市場の問題である。 
 ブラジルは豊富なウラン資源を有しているおり（世界

で 6 番目、探鉱が進めば 2 番目になることが期待され

る。）、今後、ウラン供給の市場が数百万 US$規模に

なることを考えると、ブラジルは、この市場から取り

残されたくないと考えている。ブラジルの元大使は、

論文の中で、ブラジルの立場として以下の趣旨を述べ

ている。 
 「ブラジルその他のラテンアメリカ諸国は、核兵器を

開発せず、大量破壊兵器のない世界の構築に向けたパートナーであり続ける。

他方、ブラジルは、核燃料市場にキープレーヤーとして参加するという目標

を放棄するつもりはなく、少数のメンバーによる核燃料供給のクラブから締

め出されることを許容しない。」 
 
（チョイ） 
 ブラジルやカザフスタンなどのウラン資源国にとっては、ウラン資源に付加

価値をつけて売るということが、濃縮を志向する要因になっており、供給保

証によるインセンティブを働きにくくしている。 
 
（チョイ） 
 国家による濃縮、再処理の追求を止めさせることができるか。核燃料供給保

証や使用済燃料の引取りを含む核燃料サイクルの多国間管理は核不拡散に効

果的な枠組みかとなりえるか。 
 
（ローウェンタル） 
 NPTの第 4条の原子力平和利用の権利について議論することはNPTそのもの

の改正の議論につながり、正しい方向ではなく、経済的な観点から魅力的な

オファーを提示することによって、多国間メカニズムへの参加を説得するこ

とが必要。 
 スタンフォード大学の Geoffrey Rothwell 教授が濃縮のコストを分析する論文

を最近、発表 
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 供給保証については、こうしたオファーは既に提示されており、インセンティ

ブを追加する余地は少ない。他方、バックエンドについて魅力的なオファー

がなされているか否かは定かではない。 
 
（ユディン） 
 権利の放棄の議論を持ち出すと、政治的な問題になるだけであり、そうすべ

きではない。自ら核燃料サイクル技術/施設を開発することに代わる、魅力的

な代替策を議論することが必要。 
 
（鈴木） 
 NPT 加盟国の濃縮、再処理を含む原子力平和利用の権利を認めるが、自国内

に施設を持たないようにする、あるいは余剰の核物質を持たないようにする

インセンティブを構築すればよい。自国で施設を持たなくても研究開発を実

施することは可能。例えば、私の所属する電力中央研究所は乾式再処理の技

術を開発しているが、国内にはホット施設を有せず、欧州で実施している。 
 
（久野） 
 自国での濃縮、再処理施設の保有に固執する国もあり、このような国に対し

て「持ってはならない」と言ってしまうと、逆効果になる可能性もある。 公

平性が重要。 
 高いクライテリアを国際社会が設定し、誰でも持ってもよい、とすべきで、

そうすれば、クライテリアを満たしてまで濃縮、再処理を保有しようとする

国は少なくなるのではないか。それでもやろうとする国に対しては別の方法

で対処すればよい。 
 
（鈴木） 
 濃縮、再処理施設を保有する権利を否定すべきではないという点は同感。自

国でこうした施設を保有しない方が、メリットがあるというインセンティブ

を示すべき 
 
（カーター） 
 供給保証メカニズムを利用する段階になって始めて、それが有効か否かが分

かる。 
 現状では、NAM 諸国は供給保証についてあまり関心を有していない。例え

ば、英国の提案に関して、ヨルダンは、魅力的な提案ではあるが、原子力の

導入が差し迫った段階で検討する、という程度の反応である。 
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【課題 2：バックエンドの多国間管理】 

（イワノフ） 
 使用済燃料管理に関し、早期に、政治レベル、しかもトップレベルでの決定

が必要 
 例えば、リトアニアにある RBMK 炉（注：黒鉛減速沸騰軽水圧力管型原子炉）

2 基は運転を停止し（1 基は既に停止、もう 1 基は近い将来、停止）、ロシア

原産の使用済燃料が乾式の容器に保管される。ロシアは、自ら燃料を供給し

たため、使用済燃料について十分理解しており、今の段階でロシアが建設中

の使用済燃料の貯蔵施設に輸送すれば、取扱いは容易であるが、時間が経て

ば、燃料ピンの破壊などにより、取扱いはより難しくなる。ハンガリーやウ

クライナも同じような状況 
 こうした問題は、二国間の問題ではなく、国際的な解決が必要 
 ロシアは自国原産の使用済燃料の輸入を認める法律を有しているが、自国原

産以外の使用済燃料の輸入については国際的な合意が必要。米露原子力協力

協定も要件の 1 つであるが、それだけではない。 
 中東諸国との協議において、実務者レベルでは、もし使用済燃料貯蔵のサー

ビスが提供されるならば、核燃料サイクルの一部については放棄しても良い

との考え方も示されている。 
 核燃料サイクルの国際化は理解を得ることが難しいかもしれないが、まずは

バックエンドから理解を進めていくべき。 
 イランとの関係について、ロシアはイランと締結した協定の中で使用済燃料

を引き取る条項を盛り込んでおり、引取りに伴う全ての政治的問題、技術的

問題は解決済み。ロシアのコンテナ及び輸送技術を用いることになっている。

また、2 年後くらいにクラスノヤルスクで、VVER1000（注：ロシア型軽水炉）、

RMBK1000 用の乾式貯蔵施設が稼働する予定 
 
（ジョラン） 
 英仏両国は商業用の再処理施設を所有しており、他の

国に対して再処理役務を提供することが可能。 
 ただし、2 つの点に留意が必要。フランスでは国内法

に従い、高レベル放射性廃棄物は返還する必要がある

こと、また、使用済燃料管理の安全及び放射性廃棄物

管理の安全に関する合同条約の締約国は、同条約の条

項に制約されること。こうした条項には、廃棄物を発

生させた国がその管理に責任を有すること、廃棄物を

輸出する場合、輸出先の国で当該廃棄物が適切に管理

される保証が得られることなどが含まれる。IAEA 等

が、安全の観点から、廃棄物の輸出をオーソライズするようなシステムが必

要ではないか。 
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 核拡散抵抗性の観点からは、使用済燃料を再処理し、MOX 燃料を製造し、

再度原子炉に装荷していくことが賢明。MOX 燃料として燃焼させることに

よって、核兵器製造用としてのプルトニウムの魅力は減少する。ただし、MOX
燃料の返還には、NSG 等、国際的な要件を満たす必要がある。また、再処理

やプルトニウム利用に関しては、二国間原子力協力協定で、供給国の同意が

規定されている場合があり、同意権の行使にあたって国際的な議論が必要に

なるかもしれない。 
 AREVA はフロントエンドからバックエンドまでのサービス（ただし、高レ

ベル放射性廃棄物は返還）を提供していきたい。 
 
（ユディン） 
 MOX 燃料の軽水炉での利用はオプションの一つであるが、使用済 MOX 燃料

をどう扱うかという問題は残る。 
 国際的な枠組みでの使用済燃料貯蔵の検討の必要性についてはイワノフ氏に

同意。100-200 年にわたる貯蔵を想定。国際的な枠組みでの廃棄物処分はよ

り難しい問題。 
 
（チョイ） 
 AREVA は、再処理の前に、200 年間、使用済燃料を貯蔵することは可能か 
 
（ジョラン） 
 AREVA にはそうしたことは不可能。通常、再処理契約には再処理依頼国が

放射性廃棄物を引き取るとのコミットメントやスケジュールが必要。 
 また、200 年にわたり、使用済燃料を安全に取り扱うことが可能かという問

題がある。 
 
（ユディン） 
 現状では、高速増殖炉導入の見通しが不透明であり、今すぐ再処理を行う理

由はない。 
 

（久野） 
 使用済燃料の管理には国際的な枠組み構築が重要であ

り、国際枠組みが出来れば二国間協定の下での制約も

緩和されるかもしれない。また、使用済燃料の国際貯

蔵をしながらプルトニウム利用を促進することが必

要。高速増殖炉が必要になってから急に始めたのでは

遅い。 
 
（イワノフ） 
 我々のメインのシナリオは、次世代高速炉ができるま
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では再処理せず、その間は中間貯蔵。 
 
（ジョラン） 
 軽水炉の使用済燃料を再処理し、MOX 燃料として利用するのが基本的な政

策 
 MOX 使用済燃料は、更に再処理するか、軽水炉、高速炉用に貯蔵しておく

か、２つのオプションがある。 
 もし、使用済燃料の再処理を依頼する国があるのであれば、既存の再処理施

設で再処理した後、MOX 燃料として、再処理を行った国、あるいは、MOX
燃料の使用実績があるその他の国で利用することが考えられる。その場合、

ウラン燃料の形で等価のエネルギー分を、再処理依頼国に返還するか、ある

いは別の資金的アレンジメントにより、双方にとって有利な状況（win-win 
situation）が生まれる。 

 もし、再処理を必要とする国が増えれば、既存の施設の処理能力を拡張する

ことや、多国間管理の施設を建設することも考えられる。 
 
（チョイ） 
 AREVA が使用済燃料の再処理のサービスを行っているが、実際に再処理を

行うまでの間に貯蔵期間があることを考えると、実質的に、使用済燃料の中

間貯蔵を行っていると解釈することも可能。問題は、その期間を延長するこ

とが可能か否かということ。その間、国際社会は共同して環境負荷低減の観

点からの研究開発を行い、いつ再処理を行うのが適当かを検討することが可

能になる。 
 
（イワノフ） 
 再処理後の高レベル放射性廃棄物にマイナーアクチニドが含まれるか否かで

大きな違いがある。半減期が長いマイナーアクチニドを管理するのは容易で

はない。将来的にはこうしたマイナーアクチニドは高速炉で燃焼されること

になる。 
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（ピラー） 
 多国間管理についてなされている提案が、いかなる問題の解決を意図したも

のなのか明確にする必要がある。 
 軍縮の推進と機微な施設の分散は両立するものなのかが問われなければなら

ない。 
 
（ローウェンタル） 
 （ピラー氏が提起した軍縮との関連に関して）、核兵器が廃絶された状況は、

不安定で検証が不可能であるという懸念があるが、濃縮、再処理施設を多国

間管理の下に置くことによって、ブレークアウトを難しくし、より安定度を

高めるというメリットがある。 
 
（シャインマン） 
 同僚とともに米国政府のために行った研究の中で、国際使用済燃料貯蔵施設

のホスト国になるための基準を同定した。核不拡散に関する信用度、安定性、

隣国が反対しないことなど 
 
（伊藤） 

 核燃料供給保証にしても使用済燃料の引取りにして

も、NPT 第 4 条の原子力平和利用の固有の権利を奪う

ものではなく、濃縮、再処理といった機微技術が拡散

しないためのインセンティブを生み出そうとするもの

であり、より魅力的なものとすることが必要。しかし、

いくつかある提案も特効薬、万能ではなく、インセン

ティブだけでは核拡散は防げず、技術的な障壁を高く

する、制度的にしっかりしたものにする、より効果的

な保障措置をする、場合によっては違反があれば強制

力を行使する仕組みを国際的に整えるなど、多種多様

な方策を組み合わせるべき。 
 原子力政策大綱にも記載されているように、多国間管理の議論には、日本も

積極的に参画していくべきである。議論にあたっては、保障措置の低減の可

能性など、新たな枠組みのポジティブな側面を強調することが重要。原子力

が地球環境あるいはエネルギー安定確保のために必要であるという共通の信

念の下で、それを平和利用に限定していこうという共通の認識の上で、多く

の場で議論することが大事である。 
 
（グ） 
 国際管理に関し、バックエンドはフロントエンドに較べ、より複雑であるこ

とからバックエンドに焦点をあてた検討がなされるべき。その点から以下を

述べる。 
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 バックエンドに関して、再処理や軽水炉での MOX 利用は既に確立された技

術であるが、高速炉サイクル技術は研究開発の段階。バックエンドの国際化

にあたってはまずは技術の確立が必要であり、更なる研究開発及びそのため

の国際協力が奨励されるべき。 
 ステップ・バイ・ステップで進めていくべき。特に、国際的な枠組みでの放

射性廃棄物処分が、機微な技術を取り扱うものではないにもかかわらず進ま

ないなど、難しい問題を抱えており、楽観的になりすぎないことが重要 
 米国、ロシア、日本、韓国、中国、インド等の大きな原子力プログラムを有

する国は、他国にすべてを依存することは無理であり、自国内で核燃料サイ

クル施設を設計し、建設し、運営していく必要があると考える。例えば日本

にはかなりの量の使用済燃料が蓄積されているが、ロシアに送って再処理し、

放射性廃棄物を引き取るのはコストが高くつくのではないか。 
 国際的な核燃料センターを創設する際には、その国のプログラムを基盤にす

る必要がある。 
 
（ピラー） 
 伊藤氏及びグ氏の言及通り、前向きな姿勢で国際的に

バックエンド技術の研究開発を行う必要がある。しか

し現在の供給保証及び核燃料サイクル施設の多国間管

理の議論には、目的やメリットなど、そもそも論の視

点が欠けている。今一度、一歩引き下がってこれらを

明確にする必要がある。 
 
 
（リー） 
 グ氏から大きな原子力プログラムを有する国は自国内でこれを行うべきとの

指摘があったが、韓国は濃縮、再処理能力を有していない。現在、韓国では

20 基の原子炉を運転中であり、使用済燃料は 10,000 トンに達している。更に、

2030 年までに原子力のシェアを 59％に増やす計画であり、使用済燃料は 2100
年までに 100,000 トンに達することが想定される。使用済燃料管理は深刻な

問題で、海外依存も必要な選択肢。従って、多国間アプローチについての国

際的な議論を必要としている。多国間アプローチとしては使用済燃料の永久

貯蔵、あるいは廃棄物の量を最小化し、放射性を低減する新たなリサイクリ

ングが考えられる。 
 また、韓国においては、電力が最終的に使用済燃料を他の国に搬出する決定

を行うことを考えると、多国間管理構想は経済的なインセンティブを有する

ものである必要がある。 
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（鈴木） 
 同氏を中心とするグループによる研究の内容（日本政

府への提言）を紹介 
 核燃料供給保証/核燃料サイクルの多国間管理が上手

くいかない理由は、二重基準と不公平性、透明性の欠

如、市場メカニズムが上手く使われていないこと、使

用済燃料の行き場がないこと、が要因。また多国間管

理を成功させるための条件としては、普遍性、透明性、

経済合理性の 3 つが必要である。 
 多国間燃料サイクル管理に関しては、以下の 5 つの

パッケージの提案をしたい（投影資料 8：「原子力民

生利用と核不拡散：核燃料サイクル拡大に伴うリスク

をどう抑制するか」参照） 
 

(1) 核兵器に転用可能な余剰核物質の削減：既存のストックパイルの使用、中間

乾式貯蔵能力の確保、日本の余剰プルトニウムを持たないとの政策を世界的

規範とすること、「国際プルトニウム処分プログラム（IPDP）」の確立 
(2) 燃料サイクルの国際化と共同燃料備蓄：すべての核燃料サイクル施設を国際

化し、供給者と消費者が天然ウランと濃縮ウランの共同備蓄を創設する 
(3) 原子力産業界による行動規範作成、軍縮・核不拡散基金の創設：原子力産業

界が、核兵器活動を行わない、機微技術を移転しない、安全と核物質防護に

最善を尽くす、との 3 つの基本原則に関し行動規範を作成、これを満たす者

にのみ基金から融資を行う 
(4) 日本の核燃料サイクル計画の見直し：核燃料サイクルの国際化、核兵器に転

用可能な核物質を使わない先進原子力システム研究開発イニシアティブ、例

えば、海水からのウラン回収、高濃縮ウランを作りにくい化学濃縮法、プル

トニウムを減らすためのトリウムを利用した MOX 燃料、再処理不要の長寿

命炉心小型炉など 
(5) 核セキュリティの強化：日本が世界最高水準を目指して核セキュリティ対策

を強化し、世界的に貢献する 
 
（伊藤） 
 鈴木氏の提案に関しては、まだまだこれから議論していかなければならない

問題が沢山あり、時間も要する。個別に議論していくことが大事で、今ここ

で急いで結論を出す問題でもない。そのためにも差別を作らずに相互により

良くしていくことが経済・効率・核不拡散上合理性があることを認識しつつ、

今後、十分な対話、議論をしていくことが大事。 
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（久野） 
 東京大学は、電力会社、国研、大学、その他から参加頂いたセカンドトラッ

クの研究会で議論し、使用済燃料の国際管理とリサイクルを両立させる構想

を報告書にとりまとめた。プルトニウム利用国は限定されているので、利用

しない国に、金、あるいはエネルギーで補償することが特徴である。地域的

にこれを行い、地域保障措置をかけることが多国間管理の大きな機能の 1 つ

になるといった提案を行っている。 
 
（グ） 
 多国間管理化については、地域協力の方が国際的なレ

ベルでやるよりも簡単かもしれないが、新規原子力発

電導入国には後者のほうが魅力的でメリットがあると

思う。 
 東アジアの国々、例えば日本、韓国、中国に関しては、

各国で核燃料サイクルシステムをまず打ち立てること

が必要で、そこから各国及び新興国のニーズを満たす

地域センターを創設する等、協力を行っていくことが

できると思う。 
 
（直井） 
 「多国間管理」といった言葉のみが先行しており、具体的にどのような形に

なるのか議論を始めることが大事である。また、各国毎に原子力を取り巻く

状況は異なり、議論を収束させることは難しい。ステップ・バイ・ステップ

で実現可能な部分から始める、例えばまず使用済燃料の中間貯蔵施設を多国

間あるいは地域で創設することが考えられる。 
 多国間管理は 50 年も前から議論されてきたが、ようやくロシア IUEC の LEU

備蓄が実現間近になっており、これから原子力ルネサンスで実際のニーズも

高まっている現在、その議論を深めていくことが重要。 
 
（リー） 
 国際的なアプローチより地域アプローチの方が簡単であろうが、国毎に原子

力政策や方針は異なる。地域アプローチをとるのであれば、前提として国家

間の政策調整が必要。韓国は使用済燃料の管理につき、まだ何の結論や判断

も行っておらず種々の選択肢を検討中だが、日本はクローズド・サイクルを

選択している。いずれにせよ日本、韓国、中国等の間で政策的な調整が必要

だろう。 
 
（チョイ） 
 かつて IAEA にいた際、英国のプルトニウムをフランスで処分するよう求め

たことがあったが、上手く行かなかったように、各国の国内プログラムにも
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影響される。 
 地域レベルでのアプローチは、保障措置のコストを下げる等の意図もあると

考えるが、この点はどうか。 
 
（久野） 
 同じコストで核拡散抵抗性を取り入れた保障措置システムができれば良い

が、それだけだとおそらく費用が高くなる。国際管理化を導入することで、

信頼醸成につながり、保障措置を低減できる可能性がある。 
 
（チョイ） 
 アジア・太平洋保障措置ネットワーク（ASPN）はアジアにおける核燃料サイ

クルの多国間管理に発展していく、プラットフォームとなり得るものではな

いか。 
 
【一般聴衆を交えた質疑応答・コメント】 

（一般） 
 使用済燃料はプルトニウムを含む重要な燃料で、プルトニウムはトリウムを

使う時には核分裂性物質として利用することができる。中国には 3 万トンと

いう非常に多くのトリウムがあると聞いているが、中国にあるトリウムと世

界中で持っているプルトニウムを合わせて使うことができないか、グ氏に聞

きたい。 
 
（グ） 
 トリウムは潜在的資源であるとは考えるが、現状のオプションとしては考え

ていない。トリウムは高速炉よりも熱中性子炉で使う方が適している。 
 
（一般） 
 この議論の目的は、核燃料サイクル施設の多国間管理構築そのものではなく、

核不拡散の観点から多国間管理が有効か否か、いかにあるべきかの議論であ

ることを忘れてはならない。 
 
（一般） 
 市民にとっては電力が安価になればよく、欧州では原子力のコスト意識が生

きているようだが、日本の大学その他も、行動規範やコストセイビングの点

など、生活に密着した現実的な議論を展開して欲しい。 
 
（チョイ） 
 「象牙の塔」に籠もったような、現実離れした議論を意図しているわけでは

ない。単に理論上の話をしているわけではなく、現実の話として、電力供給
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源の一つとして原子力を推進するに際し、例えば、使用済燃料の管理などに

関し、誰が責任を持つべきかという話をしている。もし、受領国がこうした

原子力の導入に伴う問題に関し、受領国の支援、少なくとも解決策の提示が

受けられないならば、原子力以外の発電手段を求めることになるであろう。 
 
（久野） 
 我々は現実と違う次元の研究をしているわけではない。原子力平和利用と並

行して核不拡散を促進していかないと日本はこの先、原子力利用で生き残れ

ないだろう。また、核燃料サイクル施設の多国間管理化は将来的な遠い先の

話に聞こえるかもしれないが、今後、核燃料サイクル施設の多国間管理化に

向けた動きが強まってくる可能性があることを考えると、国際間の調整が必

要で時間を要する問題であるからこそ今から議論・検討していく必要がある。 
 
（ピラー） 
 核燃料サイクル施設の多国間管理の根本問題、何を目的に、誰を参加させ、

どのレベルの多国間管理化を図るのか、技術のブラックボックス化を求めて

いるのか、それは受領国の要求と合致するものなのか、産業界に受け入れら

れるものを求めているのか、それを明確にすべき。詳細を一つ一つ積み上げ

ていくことが必要 
 
（ジョラン） 
 なぜ産業界が核不拡散に携わるべきか。COGEMA（現 AREVA）には核不拡

散は政治マターで本来産業界には無関係という考え方の人もいたが、核不拡

散を確保することは産業界自身の利益につながるというか考えを訴えてき

た。 
 一つは核物質を取り扱っているという立場に鑑み、適切に取り扱っているこ

とを示す必要があること、原子力資機材の輸出に際して責任が生じること、

また、原子炉での兵器級プルトニウムの処分など、核不拡散に関して、産業

界自身が解決に貢献できることによる。産業界の行動規範は、コミュニケー

ション・ツールとして使用可能であり、我々の全ての活動、全ての従業員に

適用すべき 
 我々が国際企業であることで、核不拡散文化の国際的普及に貢献している。 
 
（伊藤） 
 核燃料供給保証や核燃料サイクル施設の多国間管理はステップ・バイ・ステッ

プで順番に積み上げていくべき。原子力が地球の持続可能な発展のためにど

うしても必要であると皆が信じるのであれば、国だけの問題ではなく、これ

に関わる産業界、研究機関、アカデミア等、すべてがその思いの下、各々が

どのような責任や役割を果たしていけるのかについての認識を共有すること

が重要 
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《円卓討論３のサマリー》 

課題 1「燃料供給保証」、課題 2「バックエンドの多国間管理」 
 

 NPT の原子力平和利用の権利の放棄につながるような

議論は生産的ではなく、受領国にインセンティブを与

える魅力的なオファーを提示すべき 
 燃料供給保証は、政治的な理由による燃料の供給途絶

という多国間管理の一部の部分を扱っているに過ぎ

ず、今後の課題はバックエンドにある。 
 使用済燃料の処理は既存の原子力発電国だけの問題で

はなく、今後、原子力発電を導入する国にとっても、

原子力発電導入後、直面する問題であり、多国間管理

も含めた国際協力のあり方を検討すべき 
 再処理を行う時期についてはパネリストの間で意見の相違が見られたが、使

用済燃料の貯蔵に関する国際的な枠組みの構築の重要性については認識を共

有 
 多国間管理の枠組みの構築は、国や産業界、アカデミア等、多くの関係者で

議論を行い、また各国の事情を踏まえてステップ・バイ・ステップでできる

ところから始めるべき。特に原子力ビジネスが関係することを勘案すると、

原子力産業界を議論に関与させることが重要 
 
 
 

田中教授閉会挨拶 

 原子力平和利用を推進することが目的であり、そのた

めには、核不拡散、核セキュリティ、核軍縮に取り組

む必要がある。 
 これまで原子力平和利用と核不拡散、核軍縮の議論は

政治色が強い故に、表面的な議論に終始する傾向に

あったが、本フォーラムでは、研究開発機関と大学の

主催であるという特徴を生かして、政治の世界を離れ

たアカデミックな議論を展開することが可能になっ

た。 
 海外からの参加者をはじめ、関係者の熱い議論と協力

に感謝 
 

以上
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プロフィール 
開会挨拶  Opening Remark 

基調講演  Keynote Speeches 
 

岡﨑 俊雄 独立行政法人 日本原子力研究開発機構 理事長                                        
Mr. Toshio OKAZAKI, President, Japan Atomic Energy Agency 
 

1966年大阪大学工学部原子力工学科卒業後、同年科学技術庁に入庁。1997年 1月科学審議

官、1998 年 6 月科学技術事務次官に就任。科学技術行政、とりわけ原子力行政に長く従事した。 

2000 年 7 月日本原子力研究所副理事長、2004 年 1 月同研究所理事長に就任。その後、2005

年 10 月日本原子力研究所と核燃料サイクル開発機構を統合して発足した独立行政法人日本原

子力研究開発機構副理事長、2007 年 1 月同機構理事長に就任し現在に至る。 

日本の原子力研究開発の中核をなす総合的な研究開発機関として、高速増殖炉サイクル技

術、核融合研究開発、高レベル放射性廃棄物処分技術、量子ビームテクノロジーを始めとする原

子力の幅広い分野における研究開発を担う。 

天野 之弥 国際原子力機関（IAEA） 新事務局長                                                  
Mr. Yukiya AMANO, Director General of International Atomic Energy Agency (IAEA)  

 昭和 46 年 9 月 外務公務員採用上級試験合格 
  47 年 3 月 東京大学法学部第二類卒業 
    4 月 外務省入省 
  63 年 8 月 経済局国際経済第一課企画官 
    10 月 大臣官房 
      休職（日本国際問題研究所主任研究員） 
 平成 2 年 1 月 復職 
    2 月 経済協力開発機構東京出版物・広報センター 
  5 年 2 月 復職 国際連合局科学課長 
    8 月 総合外交政策局科学原子力課長 
  6 年 7 月 軍縮会議日本政府代表部 参事官 
  8 年 1 月 公使 
  9 年 6 月 在マルセイユ日本国総領事館 総領事 
  11 年 8 月 大臣官房外務参事官兼総合外交政策局（軍備管理・科学審議官組織） 
    〃  大臣官房審議官兼総合外交政策局（軍備管理・科学審議官組織） 
  13 年 1 月 在アメリカ合衆国日本国大使館 公使 
  14 年 4 月 大臣官房 
    8 月 総合外交政策局軍備管理・科学審議官 大使 
  16 年 8 月 総合外交政策局軍縮不拡散・科学部長 大使 
  17 年 8 月 特命全権大使 在ウィーン国際機関日本政府代表部在勤 
  21 年 8 月 免在ウィーン国際機関日本政府代表部在勤 
    〃  臨時本省事務従事（核不拡散・原子力担当） 

 

近藤 駿介 原子力委員会 委員長                                                                 
Mr. Shunsuke KONDO, Chairman, Japan Atomic Energy Commission 

学 歴 
 昭和 40 年 3 月 東京大学工学部原子力工学科卒業 
  45 年 3 月 東京大学大学院工学系研究科博士課程（原子力工学専攻）修了 

工学博士 
職 歴 
 昭和 45 年 4 月 東京大学工学部講師（原子力工学科） 
  46 年 4 月 東京大学工学部助教授（原子力工学科） 
  59 年 4 月 東京大学工学部教授（附属原子力工学研究施設） 
  63 年 8 月 東京大学工学部教授（システム量子工学科旧原子力工学科） 
 平成 7 年 4 月 組織変更に伴う配置換え東京大学大学院工学系研究科教授（システム

量子工学専攻） 
  11 年 4 月 東京大学原子力研究総合センター長（併任 平成 15 年 3 月まで） 
  16 年 1 月 東京大学を退官し、原子力委員会委員長 

 
その他 
 平成 15 年 10 月 原子力安全功労者表彰 
  16 年 6 月 東京大学名誉教授 
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円卓討論１  Round-Table Discussion 1 
 
阿部 信泰 日本国際問題研究所 軍縮・不拡散促進センター所長・大使                              
Mr. Nobuyasu ABE, Ambassador, Director, Center for the Promotion of Disarmament and Non-Proliferation, Japan 
Institute of International Affairs 

 

ボニー・ジェンキンス 米国国務省 国際安全保障拡散防止局 脅威削減プログラム 大使             
Ms. Bonnie D. Jenkins, Ambassador, Coordinator, Threat Reduction Programs, Bureau of International Security 
and Nonproliferation, Department of Energy, United States 

Ambassador Jenkins currently serves as the State Department’s Coordinator for Threat Reduction Programs in the 
Bureau of International Security and Nonproliferation (ISN/TR). Ambassador Jenkins most recently served as the 
Program Officer for U.S. Foreign and Security policy at the Ford Foundation. Her grant-making responsibilities 
sought to strengthen public engagement in US foreign and security policy debate and formulation, promoting support 
for multilateralism, the peaceful resolution of disputes, and the international rule of law. Prior to joining the 
Foundation, Ambassador Jenkins served as counsel on the National Commission on Terrorist Attacks Upon the 
United States, more commonly known as the “9-11 Commission”. She was the lead Commission staff member on 
counterterrorism policy in the Office of the Secretary of Defense and on U.S. military plans targeting Al Qaeda prior 
to 9-11.  

Ambassador Jenkins also served as General Counsel to the U.S. Commission to assess the organization of the 
federal government to combat proliferation of weapons of mass destruction, and as a consultant to the 2000 National 
Commission on Terrorism. She also worked at the RAND Corporation in their National Security Division. A retired 
Naval Reserve Officer, she recently completed a year-long deployment to US Central Command (CENTCOM). She 
has received numerous awards in her time as an officer in the U.S. Naval Reserves. 

Ambassador Jenkins is an expert on arms control and nonproliferation of weapons of mass destruction, and she has 
served for nine years as legal advisor to U.S. Ambassadors and delegations negotiating arms control and 
nonproliferation treaties during her time as a Legal Advisor in the Office of General Council at the U.S. Arms Control 
and Disarmament Agency. 

Ambassador Jenkins was a fellow at the Belfer Center for Science and International Affairs at the John F. Kennedy 
School of Government, Harvard University. She received a Ph.D. in international relations from the University of 
Virginia; an LL.M. in international and comparative law from the Georgetown University Law Center; an MPA from 
the State University of New York at Albany; a J.D. from Albany Law School; and a BA from Amherst College. She 
also attended The Hague Academy for International Law. She is a member of the Council on Foreign Relations, the 
International Institute for Strategic Studies, and the American Bar Association. 

阿部 信泰 日本国際問題研究所 軍縮・不拡散促進センター所長・大使                              
Mr. Nobuyasu ABE, Ambassador, Director, Center for the Promotion of Disarmament and Non-Proliferation, Japan 
Institute of International Affairs 

45 年秋田県生まれ。米国アマースト大学卒、ボストン総領事、軍備管理・科学審議官、

ウィーン代表部、サウジアラビア、スイスの各大使、軍縮担当国連事務次長を歴任。現

在、日豪政府による核不拡散・核軍縮国際委員会の顧問、国連軍縮諮問委員会委員を

務める。この他、国際戦略問題研究所（IISS）の会員、ジュネーブ安全保障政策研究所諮

問委員会委員、日本軍縮学会副会長。 

上智大学、東京大学で教歴。NYU Journal of International Law & Politics, Asia Pacific 

Review、黒澤 満教授退官記念論文集などに著作。 
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キャロライン・ジョラン 仏 Areva 社 核不拡散・国際制度担当部長                                 
Ms. Caroline JORANT, Director, Non-Proliferation&International Institutions, AREVA 

 
Caroline Jorant, graduated from the Political Science Institute in Paris and from the Institute for 

Eastern languages civilization (Chinese). Then she obtained a Master of Arts degree at SAIS, Johns 
Hopkins with a Fulbright fellowship. 

Since 1980, she has always been involved in nuclear affairs, in the international sector. First she 
joined CEA and was particularly in charge of the relationship with Europe (both with EURATOM 
and with European Countries). Then, she was appointed as a Nuclear Advisor at the French 
Representation to the European Union where she served for 5 years before joining the industry, 
COGEMA and then AREVA.  

 
Caroline Jorant is currently Director, Non-Proliferation and International Institutions at AREVA. 

She is also a member of the Standing Advisory Group of Safeguards Implementation to the IAEA 
Director General. 

オディロン・アントニオ・マルクーゾ・ド・カント 
ブラジル・アルゼンチン核物質計量管理機関（ABACC） 事務局長                                       
Mr. Odilon Antonio Marcuzzo do Canto, Secretariat, Brazilian- Argentine Agency for Accounting and Control of 
Nuclear Materials (ABACC) 

Education Summary 
1968 - B.Sc. in Civil Engineering – Federal University of Santa Maria, Rio Grande do Sul State, Brazil 
1979 - M.Sc. in Nuclear Engineering - University of California, Berkeley, USA 
1991 - Ph.D. in Nuclear Engineering –University of California, Berkeley, USA 

Experience Summary 
Present Position: Secretary of the Brazilian-Argentine Agency for Accounting and Control of Nuclear Materials – 
ABACC 
Responsibilities: As the Secretary of ABACC he is responsible for the performance of the activities required for 
the application of the Common System for Accounting and Control of Nuclear Materials (SCCC) as established 
by the Quadripartite Agreement signed by the Governments of Brazil and Argentine, the IAEA and ABACC. 
Dr. Odilon is the Vice-President of the Latin-American Section of the American Nuclear Society and the 
President of the Brazilian Committee of Metrology. 

Other Positions: 
- From 2003 to 2007 he worked at FINEP (Brazilian Government’s Financing Agency for Science, Technology and 
Innovation) first as Director of Development (Feb.2003/Jul.2005) and then as the President of the institution 
(Jul.2005/Jul.2007); 
- From 1999 to 2002 - President of the Science and Technology Foundation of the state of Rio Grande do Sul, Brazil 
From 1995 to 1996 – President  of the Brazilian Association of Presidents of Public Universities (ANDIFES)  
- From 1993 to 1997 he occupied the position of President of the Federal University of Santa Maria, Rio Grande do 
Sul State, Brazil 

谷口 富裕 国際原子力機関（IAEA） 事務次長                                                 
Mr. Tomihiro TANIGUCHI, Deputy Director General, International Atomic Energy Agency (IAEA) 

学歴 東京大学工学部原子力工学科卒業 

職歴等 
 1968 年 4 月  通商産業省入省 
 1981 年 

～1992 年 原子力発電、技術、安全関係課長歴任 
 1985 年 8 月  英国王立国際問題研究所客員研究員 
 1986 年 7 月  経済協力開発機構（OECD）科学技術工業局次長 
 1993 年 1 月  大臣官房審議官（通商交渉担当） 
 1993 年 7 月  国際エネルギー機関（OECD/IEA）石油市場・緊急時対策局長 
 1996 年 6 月  資源エネルギー庁長官官房審議官 
 1998 年 6 月  通商産業省退職 
 1998 年 6 月  東京大学大学院工学研究科客員教授 「原子力エネルギー社会工学」担当 
 1998 年 10 月  気候変動に関する政府間パネル（IPCC）副議長 
 2000 年 7 月  東京大学国際・産学共同研究センター客員教授 

 兼 財団法人原子力発電技術機構 専務理事 
 2001 年 8 月より現職 
 
 2005 年 12 月  IAEA 事務次長として、ノーベル平和賞団体授賞 
 2007 年 12 月  IPCC 副議長として、ノーベル平和賞団体授賞 

 



原子力利用と核不拡散、核軍縮にかかわる国際フォーラム結果報告 

 - 78 - 

ハン・ギュ・リー 韓国原子力安全技術院（KINS）顧問（前韓国原子力統制技術院（KINAC）理事長）   
Mr. Hun-Gyu LEE, Senior Advisor, Korea Institute of Nuclear Safety (KINS) 

Education 
-M.S., Electric-Electronic Engineering, Korea Advanced Institute of Science and Technology (1981) - B.S., 
Electric Engineering, Seoul National University (1977) 

Job Career 
- Senior Advisor for Korea Institute of Nuclear Safety('09. 8 ～ present ) 
- President, Korea Institute of Nuclear Nonproliferation and Control ('06. 6～‘09. 7) 
- Director, National Science Museum ('02. 10～‘05. 9) 
- Secretary to the President for Science & Technology, Office of the President ('01.10～'02. 9) 
- Assistant Minister for Science and Technology Policy, MOST ('00.10～'01.9) 
- Director-General of Nuclear Energy Bureau, MOST ('99.6～'00. 9) 
- Director for Nuclear Safety and Safeguards, MOST ('97.3～'99. 5) 
- Senior Researcher, Science and Technology Policy Institute ('96.7～'97.3) 
- Project Manager, Radwaste Management Office of the Prime Minister('95.11～'96.6) 
- Scientific Counselor, Korean Mission to the EU in Brussels ('87.9～'92.1) 
- Office of Atomic Energy and Science & Technology Policy, MOST ('77～'87) 

Qualification 
- Professional Engineer (Electricity) 

Other Activities 
- a member, Standing Advisory Group for Safeguards Implementation(SAGSI) of the IAEA Director 
General('07. 1～ present) 

- Chairman, Institute of Nuclear Material Management(INMM) Korean Chapter ('07. 10～ '09. 10) 
- a member, Council of Representatives of Korea Nuclear Society('00. ～ present) 

バレンティン・イワノフ ロシア科学アカデミー 教授                                              
Mr. Valentin IVANOV, Russian Academy of Science, member of the US-RF study on internationalization of NFC 

Valentin IVANOV was born on April 28, 1941 in Balashov of Saratov region, has graduated the Samara 
technical university on a speciality "Electricity engineering". 

● Professor, Dr.Sci.Tech.; 
● Academician of the Russian Academy of Natural Sciences (RAEN), Chairman of the Section of RAEN 

on nuclear and renewable energy; 
● The Corresponding member of the Russian Academy of Technological Sciences; 
● The honoured scientist of the Russian Federation. 
● Published about 200 scientific articles and monographies, including 20 inventions. 

Professional occupation: 
from 1989 to 1998 General Director of the Research Institute for Atomic Reactors (RIAR) 
from 1998 to 2002 First Deputy Minister in Ministry of Atomic Energy of the Russian Federation 
from 2002 to present Scientific Leader in the Institute of Ore Deposits, Petrography, Mineralogy, and 

Geochemistry (IGEM) Russian Academy of Sciences 
from 2002 to present Scientific Leader of the ANTEC Consulting company 
from 2003 to 2007 Deputy of the Russian Parliament (State Duma), a member of parliamentary 

Committee on Energy, Transport and Communication 
from 2007 to present Board Chairman of the Energomontage International company 
from 2008 to present Head of the Working Group on Energy Efficiency and Renewables of the Russian 

Union of Industrialists and Entrepreneurs (RSPP) 

ピーター・カーター 英国エネルギー気候変動省 核不拡散担当課長                                   
Mr. Peter CARTER, Head, Nuclear Non-proliferation, Department of Energy and Climate Change, United Kingdom 

Peter Carter is Head of Nuclear Non-Proliferation in the UK Department of Energy and Climate 
Change (DECC), a post he has held since March 2008. His responsibilities encompass all major 
non-proliferation areas concerned with peaceful uses of nuclear energy, working particularly closely 
with other Departments on relevant issues concerning the IAEA, the Non-Proliferation Treaty, 
exports of nuclear material, oversight of the tripartite (UK/D/NL) Urenco uranium enrichment 
consortium, and fuel assurances. Prior to taking up this post he was Head of Policy for (Oil and 
Gas) Licensing, Exploration and Development within the former UK Department of Trade and 
Industry. 

 
Following an early career in defence-related research, Dr Carter held a number of posts spanning 

the Ministry of Defence, Department of Trade and Industry, and Cabinet Office, largely on policy 
work in science and technology and international issues. He has also worked in the External 
Relations Directorate of the European Commission in Brussels on non-proliferation (the KEDO 
project concerning DPRK) returning in 2001 to become Deputy Director of the UK’s Foresight 
(futures) programme. 

 
He holds a doctorate and MBA from London University. 
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リチャード・ストラットフォード 米国国務省 原子力安全・セキュリティ部長                        
Mr. Richard STRATFORD, Director, Nuclear Energy, Safety & Security, Department of State, United States 

Richard J.K. Stratford is the Director of the Office of Nuclear Energy, Safety, and Security in the Bureau of International 
Security and Nonproliferation. He is responsible for guidance on international nuclear energy affairs, nuclear export control 
policies, nuclear cooperation agreements, nuclear safety, physical protection, radioactive source security, and international 
initiatives in nuclear energy technology. 

Mr. Stratford is a frequent U.S. delegate to the General Conference of the International Atomic Energy Agency (IAEA), 
where he has represented the United States in the IAEA's Committee of the Whole. Mr. Stratford chaired the Committee of 
the Whole in 1997 and 2005 and was one of the two Vice-Chairmen in 1999. Mr. Stratford’s office is also responsible for 
overseeing the diplomatic aspects of U.S. participation in the Nuclear Energy Agency of the OECD, and in April 2006 Mr. 
Stratford was elected to be the Chairman of the Steering Committee of the NEA. 

Mr. Stratford is the U.S. Head of Delegation to the Nuclear Suppliers Group (NSG) and the NSG's Consultative Group, and 
to the NPT Exporters Committee (Zangger Committee). He was the U.S. Head of Delegation and chief negotiator of the 
Nuclear Safety Convention and the Joint Convention on the Safe Management of Spent Fuel and Radioactive Waste. He led 
the U.S. efforts to negotiate amendments to strengthen the Convention on the Physical Protection of Nuclear Material 
(CPPNM) and was the head of delegation to the CPPNM Diplomatic Conference. He is a career member of the Senior 
Executive Service. 

From 1987 to 1993, Mr. Stratford was the Deputy Assistant Secretary of State for Nuclear Energy and Energy Technology 
Affairs in the Bureau of Oceans and International Environmental and Scientific Affairs. From 1982 to 1987, Mr. Stratford 
was the Executive Assistant to the Ambassador-at-Large for Nonproliferation. In 1981 82, Mr. Stratford was the Special 
Assistant to the Under Secretary of State for Management. 

Prior to his service in the Department of State, Mr. Stratford, a lawyer, was an associate with the Washington law firm of 
Hogan & Hartson (1978 81), dealing primarily with energy regulatory and development matters. 

From 1975-78, Mr. Stratford was a Special Counsel to one of the Commissioners of the Nuclear Regulatory Commission. 
In previous years, Mr. Stratford also served with the Department of Justice, the Internal Revenue Service, and the Federal 
Energy Administration. 

Mr. Stratford received his B.S. degree in Public Administration from Georgetown University in 1970, and his J.D. 
from American University in 1974, where he was a member of the law review. 

中島 明彦 外務省大臣官房審議官（総合外交政策局担当及び軍備不拡散・科学部担当）                
Mr. Akihiko NAKAJIMA, Deputy Director-General for Foreign Policy Bureau, and for Disarmament, 
Non-Proliferation and Science Department, Ministry of Foreign Affairs, Japan 

 

 昭和 55 年 10 月 国家公務員採用上級（甲・法律）試験合格 

  56 年 3 月 東京大学法学部第二類卒業 

    4 月 防衛庁入庁 

  59 年 5 月 外務事務官 条約局法規課（～６１．４） 

 平成 8 年 12 月 防衛庁部員 長官官房企画官 

  11 年 7 月 防衛庁書記官 運用局指揮通信課長 

  13 年 7 月 管理局開発計画課長 

  14 年 8 月 防衛庁事務官 防衛施設庁業務部業務企画課長 

  15 年 8 月 施設部施設企画課長 

  17 年 8 月 業務部業務調整官 

（１９年 1 月 防衛事務官となる） 

  19 年 9 月 防衛書記官 大臣官房審議官 

  20 年 8 月 外務事務官 大臣官房審議官兼総合外交政策局、軍縮不拡散・科学部 

 

三又 裕生 経済産業省 資源エネルギー庁 電力・ガス事業部 原子力政策課長                      
Mr. Hiroki MITSUMATA, Agency for Natural Resources and Energy, Ministry of Economy, Trade and Industry, Japan 

 

 昭和 62 年 4 月 通産省入省 

 平成 2 年 7 月 機械情報産業局電子機器課 

  3 年 10 月 資源エネルギー庁長官官房省エネルギー対策室 

  5 年 7 月 米国留学（ワシントン大学、ハーバード大学） 

  7 年 6 月 機械情報産業局情報処理振興課 

  9 年 7 月 産業政策局産業技術課 

  11 年 4 月 中小企業庁計画部金融課 

  14 年 5 月 経済産業省経済産業政策局経済産業政策課 

  15 年 5 月 経済産業省大臣官房会計課 

  16 年 6 月 経済産業省経済産業政策局政策企画官 

  18 年 5 月 JETRO ニューヨーク・センター産業調査員 

  21 年 7 月 現職に就任 

 



原子力利用と核不拡散、核軍縮にかかわる国際フォーラム結果報告 

 - 80 - 

1 日目終了挨拶  First day’s Closing Remark 
 

岡﨑 俊雄 独立行政法人 日本原子力研究開発機構 理事長                                        
Mr. Toshio OKAZAKI, President, Japan Atomic Energy Agency 

遠藤 哲也 元原子力委員長代理、日本国際問題研究所 上級客員研究員・大使                         
Mr. Tetsuya, ENDO, Ambassador, Former Vice Chairman, Atomic Energy Commission of Japan / Senior Fellow, 
Japan Institute of International Affairs 

 

田中 知 東京大学大学院工学系研究科 教授                                                        
Mr. Satoru TANAKA, Professor, the University of Tokyo, Japan 

 

『略歴』 

昭和４７年 東京大学工学部原子力工学科卒業 

昭和４９年 東京大学大学院工学系研究科修士課程修了（原子力工学） 

昭和５２年 東京大学大学院工学系研究科博士課程修了（原子力工学）（工

学博士） 

昭和５２年 東京大学工学部助手（原子力工学科） 

昭和５６年 東京大学工学部助教授（工学部付属原子力工学研究施設・茨

城県東海村） 

平成 ６年 東京大学大学院工学系研究科教授（システム量子工学専攻） 

平成２０年 東京大学大学院工学系研究科教授（原子力国際専攻） 

 

『研究分野』 

核燃料サイクル、放射性廃棄物管理、原子力と社会、融合工学 

遠藤 哲也 元原子力委員長代理、日本国際問題研究所 上級客員研究員・大使                         
Mr. Tetsuya, ENDO, Ambassador, Former Vice Chairman, Atomic Energy Commission of Japan / Senior Fellow, 
Japan Institute of International Affairs 

学  歴 
 1958 年 3 月 東京大学法学部 卒業（1957 年外交官領事官試験合格） 
職  歴 
 1958 年 4 月 外務省入省 
 1958 年 8 月～60 年 6 月 プリンストン大学等留学 
 1967 年 8 月 在連合王国日本国大使館一等書記官 
 1973 年 7 月 外務省アジア局南西アジア課長 
 1975 年 7 月 外務省アジア局北東アジア課長 
 1977 年 12 月 在ロンドン国際戦略問題研究所研究員 

（兼在連合王国日本国大使館参事官） 
 1979 年 1 月 在メキシコ日本国大使館公使 
 1985 年 1 月 在ホノルル総領事 
 1987 年 1 月 外務省科学技術審議官（局長職） 
 1989 年 11 月 在ウィーン国際機関日本政府代表部特命全権大使 

 1989 年 10 月～90 年10 月 国際原子力機関（ＩＡＥＡ）理事会議長 
 1992 年 5 月～12 月   特命全権大使（対旧ソ連邦支援対策を担当） 
 1993 年 3 月 特命全権大使（日朝国交正常化交渉日本政府代表） 
 1993 年 8 月 （アジア・太平洋経済協力（ＡＰＥＣ）担当を兼任） 
 1995 年 2 月 大使（朝鮮半島エネルギー開発機構（ＫＥＤＯ）担当） 
 1996 年 1 月 ニュー・ジーランド駐箚日本国特命全権大使 
 2001 年 1 月 原子力委員会委員長代理 
 2006 年～   財団法人 日本国際問題研究所 シニアフェロー 
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バレンティン・イワノフ ロシア科学アカデミー 教授                                              
Mr. Valentin IVANOV, Russian Academy of Science, member of the US-RF study on internationalization of NFC 

円卓討論２  Round-Table Discussion 2 
 

オディロン・アントニオ・マルクーゾ・ド・カント 
ブラジル・アルゼンチン核物質計量管理機関（ABACC） 事務局長                                       
Mr. Odilon Antonio Marcuzzo do Canto, Secretariat, Brazilian- Argentine Agency for Accounting and Control of 
Nuclear Materials (ABACC) 

キャロライン・ジョラン 仏 Areva 社 核不拡散・国際制度担当部長                                 
Ms. Caroline JORANT, Director, Non-Proliferation&International Institutions, AREVA 

ワン・キー・ユーン 韓国核不拡散核物質管理院（KINAC） 首席研究員                              
Mr. Wan Ki YOON, Principal Researcher, Korea Institute of Nuclear Nonproliferation and Control (KINAC) 

 
Dr. Yoon has extensive experience in nonproliferation regimes. He started his nuclear career at the 

Korea Atomic Energy Research Institute (KAERI), where he was responsible for research projects on 
spent fuel management and safeguards, after he earned a doctorate from the University of Missouri in 
1986. He has been fully engaged in nonproliferation regimes since 1992 when he took a position as head 
of the safeguards department of the Korea Institute of Nuclear Safety (KINS), a safety regulator, which 
was the first technical department to support national level safeguards to Korean government. He 
returned to the KAERI in 1994, when the Technology Center for Nuclear Control (TCNC) was created in 
order to centralize and implement national nonproliferation activities. At the TCNC he worked on 
technical research and development, policy development, and international relations for safeguards and 
physical protection under several managerial positions. He was a visiting research scholar of Sandia 
National Laboratory in 2002 – 2003, where he worked on regional transparency enhancement and 
Korean Peninsula nuclear issues. The TCNC was reorganized into the Korea Institute of Nuclear 
Nonproliferation and Control (KINAC), a nonproliferation regulator. He was the director of nuclear 
control implementation in which he was responsible for safeguards and physical protection 
implementation. Before this position, he was the director of proliferation policy. He played pivotal roles 
in talks with foreign partners, including the IAEA integrated safeguards. He is a Korean representative to 
GEN IV PR&PP working group. Currently he is a principal researcher at the KINAC. His present interest 
includes evaluation of PR and PP, safeguards by design, improvement of Asia-Pacific transparency, and 
security effectiveness. 

内藤 香 核物質管理センター 専務理事                                                            
Mr. Kaoru NAITO, President of Nuclear Material Control Center, Japan 

 

昭和 41 年英国留学（１年間）、同 46 年東京大学大学院（工学修士）、同 51 年ミシガン

大学行政学修士。同 46 年科学技術庁入庁（原子力局原子炉規制課）。平成６年原子力

安全局原子力安全課長。同７年日本原子力研究所に出向（広報部長等）。同 10 年科学

技術庁長官官房審議官（原子力安全局担当）。同 11年通商産業省大臣官房審議官（通

商政策局担当）。同 13年退官。同年日本原子力研究所監事。同 15年より現職。この間、

主に原子力安全規制、保障措置業務に従事。昭和 55年から３年間 IAEA保障措置局専

門職（HSP担当）、同63年から４年間同局開発・技術支援部長。SAGSI（保障措置実施諮

問委員会）委員（平成９年～11 年及び 13 年～18 年末まで）。現在、文部科学省参与（平

成 15 年～）。経済産業省総合資源エネルギー調査会臨時委員（平成 18 年～）。原子力

委員会専門委員（平成 19 年～）、同原子力防護専門部会長（平成 18 年 12 月～）。核物

質管理学会日本支部副会長（平成 16 年～）。 
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ロナルド・チェリー 米国大使館 エネルギー担当官、米国エネルギー省 日本事務所代表              
Mr. Ronald CHERRY, Energy Attaché, U.S. Embassy Tokyo / Director, U.S. Department of Energy Japan Office 

 
Mr. Ronald C. Cherry serves as Energy Attaché and Director of the Department of 

Energy (DOE) office at the U.S. Embassy in Tokyo.  He is responsible for supporting a 
wide range of DOE interests and activities with counterparts in Japan, ranging from 
renewable energy and fossil energy to nuclear power, nonproliferation and security.  Mr. 
Cherry began his assignment in Tokyo in July 2007.   He joined DOE in 1990 and 
worked primarily on nuclear nonproliferation programs.   From April 2000 to April 
2005, he served as Acting Director and then Director of the Office of International 
Safeguards, where he was responsible for overseeing DOE programs dealing with nuclear 
nonproliferation, international nuclear safeguards, and security.  Mr. Cherry received an 
M.A. degree in International Relations from the Johns Hopkins University School of 
Advanced International Studies in 1986. 

アイク・テリオス 米国アルゴンヌ国立研究所                                                       
Mr. Ike THERIOS, Argonne National Laboratory, US 

 
Mr. Ike Therios currently serves as Technical Director of the Generation IV International 

Forum Proliferation Resistance and Physical Protection Working Group. Mr. Therios is a 
Mechanical Engineer in the National Security & Nonproliferation Department of the 
Nuclear Engineering Division at Argonne National Laboratory. In this role, Mr. Therios is 
involved in U.S. and international activities associated with assessing and enhancing the 
proliferation resistance, safeguards, and security of nuclear energy systems. Mr. Therios 
holds a Master's Degree in Mechanical Engineering from Northwestern University. 

ジョゼフ・ピラー 米国ロスアラモス国立研究所                                                     
Mr. Joseph F. PILAT, Los Alamos National Laboratory, US 

Joseph F. Pilat is a Program Manager in the National Security Office of Los Alamos National Laboratory and a 
Senior Scholar at the Woodrow Wilson International Center for Scholars where he co-directs the Nonproliferation 
Forum. He served as representative of the Secretary of Defense to the Fourth Review Conference of the Nuclear 
Non-Proliferation Treaty (NPT), and as an adviser to the US Delegation at the 1995 NPT Review and Extension 
Conference.  Dr. Pilat also served as representative of the Secretary of Defense to the Open Skies negotiations.  He 
has been Special Assistant and Assistant for Nonproliferation Policy in the Office of the Deputy Assistant Secretary 
of Defense for Negotiations Policy, a Senior Research Associate in the Congressional Research Service and a 
Research Associate at the International Institute for Strategic Studies.  Dr. Pilat has taught in the Department of 
Government at Cornell University and the College of William and Mary, and in the Department of History at 
Georgetown University.  He has been a Senior Associate Member of St. Antony’s College, University of Oxford, a 
Visiting Fellow at Cornell’s Peace Studies Program and a Philip E. Mosely Fellow at the Center for Strategic and 
International Studies. Dr. Pilat has lectured widely at academic and policy institutions, including Harvard University, 
Princeton University, Stanford University, UC-Berkeley, UCLA, the National Defense University, the Naval 
Postgraduate School, the Monterey Institute for International Studies, the Institute for Defense Analysis, the RAND 
Corporation, McGill University, Dalhousie University, the University of Oxford, Chatham House, King’s College 
London, Imperial College, the École Polytechnique, the Fondation pour la Recherche Stratégique, the Commissariat à 
l'Énergie Atomique, the Deutsche Gesellschaft für Auswärtiges Politik, the Stiftung Wissenschaft und Politik, the 
Istituto Affari Internazionali, the NATO Defence College, the Moscow State Institute for International Affairs, the 
University of Tokyo, Keio University and Fudan University.  He has written numerous articles and opinion pieces 
for US and European scholarly journals and newspapers, and is the author or editor of many books, including 
Ecological Politics: The Rise of the Green Movement (1980), The Nonproliferation Predicament (1985), Atoms for 
Peace: An Analysis after Thirty Years (1985), The Nuclear Suppliers and Nonproliferation: International Policy 
Choices (1985), Beyond 1995: The Future of the NPT Regime (1990), 1995: A New Beginning for the NPT ? (1995) 
and Atoms for Peace: A Future after Fifty Years? (2007). 
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村上 憲治 国際原子力機関（IAEA）保障措置局査察実施 C 部 前部長                              
Mr. Kenji MURAKAMI, Former Director, Operation C, Department of Safeguards, IAEA 

− Visiting professor at Tokyo City University, Graduate School 東京都市大学大学院 (Energy Quantum 
Engineering Department) and give lectures on Energy Policy 
 

Currently work as consultant with Nuclear Material Control Center (NMCC) 核物質管理センター and with Japan 
Atomic Energy Agency (JAEA) 日本原子力研究開発機構 

 

− Worked at IAEA for 27 years, as Director of Safeguards in Division of Inspections for 13 years, in the 
Department of Safeguards. 

− Areas of responsibility included safeguards implementation in all European Union States, Eastern European 
States, and NIS States (former Soviet Union) 

− Joined the IAEA in the Department of Safeguards (Operations) in 1982. Actively involved in inspections as well 
as negotiations and policy decisions in safeguards with States in North/South America, Africa, North/Eastern 
Europe. He has led Iraq inspections as the team leader. 

− Since 1992, actively engaged in the technical support and establishment of the nuclear material control systems in 
the former Soviet Union and the continuing effort to improve the condition of nuclear material accounting and 
control in the region. 

− Led consultations with the European Commission (EURATOM) on Safeguards implementation in 27 EU states. 

− Prior to IAEA: Long experience with nuclear industry, particularly with nuclear reactor and nuclear fuel industry. 

− Holds degree of BS in Physics and MS in Nuclear Engineering (Pennsylvania State University ). 
 

木村 直人 文部科学省 科学技術・学術政策局 保障措置室長                                      
Mr. Naohito KIMURA, Director, Japan safeguards Office (JSGO), Ministry of Education, Culture, Sports, Science 
and Technology (MEXT) 

平成 4 年 3 月 東京大学理学部化学科卒業 

  4 年 4 月 科学技術庁 入省 

  11 年 7 月 原子力局研究技術課長補佐 

  13 年 1 月 文部科学省研究振興局量子放射線研究課課長補佐 

  13 年 6 月 科学技術・学術政策局調査調整課課長補佐 

  14 年 6 月 外務省在英国日本国大使館一等書記官 

  17 年 7 月 文部科学省研究振興局振興企画課課長補佐 

  18 年 6 月 研究振興局基礎基盤研究課量子放射線研究推進室長 

  19 年 8 月 内閣府大臣官房付 命：岸田国務大臣秘書官事務取扱 

  20 年 8 月 文部科学省大臣官房総務課企画官 

  20 年10 月 科学技術・学術政策局原子力安全課保障措置室長 
 

ロバート・バリ 米国ブルックヘブン国立研究所 上級研究主席、GIF PR&PP ワーキンググループ 共同座長 
Mr. Robert BARI, Co-Chair, Proliferation Resistance and Physical Protection Evaluation Methodology Expert Group, 
Generation-IV International Forum (GIF), Brookhaven National Laboratory, US 

Dr. Bari has over 35 years of experience in the field of nuclear energy. He is senior physicist and senior 
advisor at Brookhaven National Laboratory and has directed numerous studies of advanced nuclear 
energy concepts involving subject such nuclear energy technology performance, safety, nonproliferation, 
economics and waste management. He has lectured widely on nuclear technology and has published 
more than 100 papers. For more than 25 years, Dr. Bari served at various levels of management at 
Brookhaven National Laboratory and has directed numerous programs for the U.S. Department of 
Energy and the U.S. Nuclear Regulatory Commission. Dr. Bari is currently international co-chairman of 
the working group that has developed a comprehensive methodology for evaluation of proliferation 
resistance and physical protection of all new nuclear energy concepts being proposed within the 
multinational Generation IV International Forum. He has served on the Board of Directors of the 
American Nuclear Society and is past-president of the International Association for Probabilistic Safety 
Assessment and Management. For his achievements in. nuclear safety, Dr. Bari was awarded the Theo J. 
“Tommy” Thompson Award in 2003 by the American Nuclear Society. In 2004, he received the 
Brookhaven National Laboratory Award for Outstanding Achievement in Science and Technology. Dr. 
Bari was awarded membership in the Phi Beta Kappa, Sigma Xi, and Sigma Pi Sigma honor societies and 
is an elected fellow of the American Nuclear Society. He has served as an adjunct faculty member and 
advisor to several major universities in the field of nuclear technology and received his doctorate in 
physics from Brandeis University (1970) and his bachelor’s degree in physics from Rutgers University 
(1965). 
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久野 祐輔 
東京大学大学院工学系研究科 教授（委嘱）、日本原子力研究開発機構 核不拡散科学技術センター 次長    
Mr. Yusuke KUNO, Professor, Nuclear Non-Proliferation Research Laboratory of the Department of Nuclear 
Engineering and Management, School of Engineering, the University of Tokyo / Deputy Director, NPSTC, JAEA 

 

旧動燃事業団（旧サイクル機構）にて 20 年にわたり再処理工場の分析所に勤務、同

工場への IAEA 保障措置対応体制の確立を始め多くの保障措置技術開発、分析技術

開発に携わった。またピューレックス再処理プロセスの安全性に係る基礎化学的研究に

も従事。1986-1987年に英国UKAEAのハーウェル研究所およびドーンレイ原子力開発

事業所に研究員として留学。東海再処理工場の分析課長を経て、1999年から 7年間に

わたり IAEA に勤務。IAEA では保障措置分析所（サイバースドルフ）所長として核物質

申告値検認のための分析並びに未申告活動有無を検証するための環境サンプリング

のための分析業務に従事した。その間、イラク、イラン、リビアなどの国々における未申

告活動の疑惑事象の解明に深く関与した。2006 年 7 月より日本原子力研究開発機構

（JAEA）に勤務。現在、同機構の核不拡散科学技術センター次長（研究主席）。東京大

学大学院教授（委嘱）原子力国際専攻を兼任。工学博士（東京大学－放射線化学/核

物質分析）。 

千崎 雅生 日本原子力研究開発機構 核不拡散科学技術センター長                                   
Mr. Masao SENZAKI, Director, Nuclear Nonproliferation Science and Technology Center (NPSTC), Japan Atomic 
Energy Agency (JAEA) 

1977 年に動力炉核燃料開発事業団（動燃）の Pu 燃料開発部に入り、高速炉の「常陽」

や「もんじゅ」の MOX 燃料設計に関する研究開発を実施。 1982 年に外務省国連局原

子力課に出向し、ポスト INFCE、OECD/NEA、原子力技術・機器の輸出管理、日米原子

力協定改定などの外交業務、そして 1985 年に在米国日本大使館の原子力・核不拡散

分野の専門調査員として、原子力に関する日米関係、核不拡散問題の調査・分析、日米

原子力協定の改正交渉などに従事した。その後、動燃に戻り 1992 年の Pu 粉末のフラン

スから日本までの海上輸送プロジェクトのグループリーダ、そして新たに設置された核不

拡散対策室長に任命され、日本の Pu 平和利用とその透明性、核不拡散などに尽力。

1998 年、核燃料サイクル機構の経営企画本部企画グループリーダ、その後東京事務所

次長、国際・核物質管理部長を歴任。現在、核不拡散と原子力平和利用の両立のため

活躍中。 

 

・ 国際核物質管理学会（INMM）メンバー 

・ 日本核物質管理学会理事 

・ 日本原子力学会 海外情報連絡会前委員長 

中込 良廣 原子力安全基盤機構（JNES）理事、京都大学名誉教授                                  
Mr. Yoshihiro NAKAGOME, Vice President, Japan Nuclear Energy Safety Organization (JNES) / Emeritus Professor, 
Kyoto University 

京都大学名誉教授。1944 年 3 月生まれ、群馬県出身。1968 年 3 月東北大学大学院・

原子核理学専攻修士課程修了。同年 4 月京都大学原子炉実験所に採用、助手、助教

授、教授、副所長を経て 2007 年 3 月定年退職。2009 年 4 月から独立行政法人原子力

安全基盤機構理事（理事長代理）。この間、1977 年から 1 年間、米国レンスラー工科大

学（ニューヨーク州）に留学。平成 8 年から京都大学大学院エネルギー科学研究科でエ

ネルギー政策学を担当。専門は、核燃料管理学、エネルギー政策学。 

現在、国、自治体等の原子力関係緊急時対応、放射性物質安全輸送、原子力防災、

核不拡散関係等の委員を務める。2000年科学技術庁長官賞・核物質管理功労者表彰、

20076 経済産業大臣原子力安全功労者表彰を受賞。 
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オディロン・アントニオ・マルクーゾ・ド・カント 
ブラジル・アルゼンチン核物質計量管理機関（ABACC） 事務局長                                       
Mr. Odilon Antonio Marcuzzo do Canto, Secretariat, Brazilian- Argentine Agency for Accounting and Control of 
Nuclear Materials (ABACC) 

円卓討論３  Round-Table Discussion 3 
 

ジョーシャン・チョイ 東京大学 G-COE 特任教授                                                 
Mr. Jor-Shan CHOI, Project Professor, The University of Tokyo Global COE Program Nuclear Education and 
Research Initiative 

Dr. Jor-Shan Choi is a Project Professor for the Global Center-of-Excellence (G-COE) Program of 
the Department of Nuclear Engineering and Management at Tokyo University. His teaching and 
research interests involve nonproliferation policy, proliferation-resistant technologies, international 
safeguards, international and regional cooperation on peaceful use of nuclear energy. Before he 
joined the faculty at Tokyo University, Dr. Choi was the associated program leader for the 
high-performance corrosion-resistant material program at Lawrence Livermore National Laboratory 
(LLNL) in California, USA. He was also project leader for the proliferation-resistant fuel cycle 
technologies project, involving in the proliferation-resistance and physical-protection (PR&PP) 
working group, transparency monitoring for the US-Russian HEU blend-down program, the 
US-Russian weapons-plutonium disposition program, and others.  

 
Dr. Choi was a Science Fellow at the Center for International Security and Cooperation (CISAC) 

at Stanford University. He also held a 3-year assignment at the International Atomic Energy Agency 
(IAEA) from 1998-2001. Prior to joining LLNL in 1987, Dr. Choi had 13 years of industrial 
experience. He has a BS in Electrical Engineering and Computer Sciences, MS and PhD in Nuclear 
Engineering, all from the University of California at Berkeley. He is also a registered Professional 
Nuclear and Mechanical Engineer (PE) in the State of California. 

ユーリー・ユディン 国連核軍縮研究所（UNIDIR） 上級研究員、プロジェクトマネージャー            
Mr. Yuri YUDIN, United Nations Institute for Disarmament Research (UNIDIR) 

 
Yury Yudin is a Senior Researcher at UNIDIR and manager of the Multilateral 

Approaches to the Nuclear Fuel Cycle project. Previously, he was Director of a Russian 
NGO, the Analytical Center for Non-proliferation, and Senior Researcher at 
RFNC–VNIIEF, the Russian Federal Nuclear Centre—All-Russian Research Institute of 
Experimental Physics in Sarov. He graduated from the Moscow Engineering Physics 
Institute as a nuclear physicist and holds a PhD in nuclear engineering. He has special 
expertise in nuclear engineering, nuclear non-proliferation and nuclear disarmament. 
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バレンティン・イワノフ ロシア科学アカデミー 教授                                              
Mr. Valentin IVANOV, Russian Academy of Science, member of the US-RF study on internationalization of NFC 

ピーター・カーター 英国エネルギー気候変動省 核不拡散担当課長                                   
Mr. Peter CARTER, Head, Nuclear Non-proliferation, Department of Energy and Climate Change, United Kingdom 

ジョゼフ・ピラー 米国ロスアラモス国立研究所                                                     
Mr. Joseph F. PILAT, Los Alamos National Laboratory, US 

キャロライン・ジョラン 仏 Areva 社 核不拡散・国際制度担当部長                                 
Ms. Caroline JORANT, Director, Non-Proliferation&International Institutions, AREVA 

ゾンマオ・グ 中国原子能科学研究院（CIAE） 教授、科学技術委員会副委員長                         
Mr. Zhongmao GU, Professor, Vice Chair of the Sciences and Technology Committee, China Institute of Atomic 
Energy (CIAE) 

Education: 
     Institute             Major field       Duration        Diploma 
 Tianjin University      Radiochem. Eng.    61.9--66.7         BS 
 Ill. Inst. Technol.       Separation Eng.     81.5--83.9        Visiting  
  (Chicago, USA)                                         research 

 
Professional Experiences: 
 1970-1995: 

• R+D work on radioactive waste treatment and disposal, including bituminization and 
cementation of LILW, compaction of solid waste, separation of actinides from HLW 
and vitrification of HLW 

• Membrane separations, particularly liquid membranes 
 1996- 

• Back-end nuclear fuel cycles, including nuclear waste treatment and disposal, spent fuel 
reprocessing for NPPs; 

• Strategic studies on the nuclear energy and the fuel cycle in China 

カンソク・リー 韓国原子力研究所（KAERI）国際研究部長                                           
Mr. Kwang-Seok LEE, Director, Division of International Studies, Korea Atomic Energy Research Institute (KAERI) 

 
Dr. Kwang-Seok Lee is the Director of the Division of Strategic and International 

Studies at the Korea Atomic Energy Research Institute (KAERI), which he joined in 1991. 
He has led many studies in the areas of national nuclear technology development policies 
and foreign policies. Some areas in which he has led studies are the national nuclear 
energy promotion plan, the international nuclear non-proliferation regime, relations with 
nuclear international organizations, and bilateral and regional nuclear cooperation. Dr. Lee 
worked for OECD/NEA as a consultant from 2003 to 2006, leading international projects 
as a technical secretariat in areas such as nuclear innovation, advanced nuclear fuel cycle 
options, and non-electricity nuclear products. He received his B.S. and M.S. in industrial 
engineering from Seoul National University in 1981 and 1983, respectively, and his Ph.D. 
in industrial and systems engineering from the Virginia Polytechnic Institute & State 
University in the US in 1991. 
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ミカ・ローウェンタル 米国科学アカデミー 核セキュリティ・安全プログラム部長                    
Mr. Micah D. LOWENTHAL, National Academy of Sciences / Engineering and National Research Council 

Micah D. Lowenthal is the director of the Nuclear Security and Nuclear Facility Safety Program in the 
Nuclear and Radiation Studies Board of the National Research Council in the United States of America. The 
National Research Council is the main operating arm of the National Academy of Sciences, the National 
Academy of Engineering, and the Institute of Medicine, which together constitute a private, nonprofit 
institution (the National Academies) that provides science, technology and health policy advice under a 
congressional charter signed by President Abraham Lincoln in 1863. At the Academies, he has directed studies 
advising the U.S. government on radiological safety and security, nuclear security (detection of nuclear 
materials, nuclear forensics), international cooperation on nuclear nonproliferation and nuclear fuel cycles, 
management and disposal of radioactive waste, and management of contaminated environments.  Before 
joining the National Academies’ staff in 2001, Dr. Lowenthal was a researcher and lecturer in nuclear 
engineering at the University of California at Berkeley. His research focused on transmutation of nuclear 
waste, lifecycle analysis of fusion and fission reactor systems, and joining policy and social science with 
engineering to address problems in management of nuclear and toxic waste.  In 1996 he was an Environmental 
Science and Engineering Fellow of the American Association for the Advancement of Science in the U.S. 
Environmental Protection Agency.  Dr. Lowenthal received an A.B. degree in physics and a Ph.D. degree in 
nuclear engineering, both from the University of California at Berkeley. 

ローレンス・シャインマン 米国モントレー国際問題研究所、不拡散研究センター 教授              
Mr. Lawrence SCHEINMAN, Professor, Center for Nonproliferation Studies, Monterey Institute of International 
Studies 

Dr. Lawrence Scheinman is Distinguished Professor in the James Martin Center for Nonproliferation Studies of the 
Monterey Institute of International Studies and Adjunct Professor at Johns Hopkins SAIS. He taught at Georgetown 
University as an Adjunct Professor from 1998 to 2005.  His academic career includes tenured professorships at Cornell 
University, the University of Michigan and the University of California, Los Angeles. His Government service includes: 
Assistant Director (Assistant Secretary) of the U.S. Arms Control and Disarmament Agency, responsible for 
Nonproliferation and Regional Arms Control in the Clinton Administration, and prior to that  counselor for 
nonproliferation issues at the Department of Energy; He also served in the Carter Administration as Principal Deputy to 
the Deputy Undersecretary of State for International Security, Science and Technology where he was the US 
representative to the INFCE Working Group on Assurance of Nuclear Supply and played a major role in the US 
negotiation with Japan on reprocessing US origin fuel at Tokai-Mura. He was Head of the Office of International Policy 
Planning in the Energy Research and Development Agency in the Ford Administration, and from 1986-1988 was a 
Special Assistant to the Director General of the IAEA for matters dealing with nonproliferation.  During the Reagan 
Administration he was a member of the Department of State Advisory Committee on Oceans, Environment and 
Scientific Affairs, and from 1999-2001 served on the Department of State Advisory Board on Arms Control and 
Non-proliferation Most recently, he served on the Senate Foreign Relations Committee’s Nonproliferation Policy 
Advisory Group. He is a member of the Council on Foreign Relations. Dr. Scheinman holds a PH.D from the University 
of Michigan and a J.D. from New York University School of Law.  He is admitted to practice before the Bar of the 
State of New York. 

He is widely published in the field of nonproliferation, arms control, international safe-guards, and strategies for 
dealing with the nuclear fuel cycle and has written as well on European Integration and on International Law.  He is 
the author of Atomic Energy Policy in France Under the Fourth Republic,   The IAEA and World Nuclear Order, 
co-author and co-editor of International Law and Political Crisis,  co-author and editor of Implementing Resolution 
1540: The Role of Regional Organizations (UNIDIR 2008) as well as numerous monographs, articles and essays.  He 
holds a PH.D from the University of Michigan and a J.D. from New York University Law School and is admitted to 
practice before the Bar of the State of New York.    Dr. Scheinman is a consultant to the Los Alamos National 
Laboratory and the Oak Ridge National Laboratory, He is a member of the Strategic Advisory Board of the Idaho 
National Laboratory. He also has been associated with Sandia, PNL and Brookhaven laboratories.  He served as the 
Policy Advisor to the IAEA study on Multilateral Nuclear Alternatives to national nuclear fuel cycles (INFCIRC/640) 
and was a consultant on the nuclear fuel bank proposal launched by the IAEA. 

伊藤 隆彦 原子力委員会 委員、中部電力 顧問                                                  
Mr. Takahiko ITO, Commissioner, Japan Atomic Energy Commission 
 

学  歴： 

 昭和 39 年 3 月  東京大学工学部電気工学科卒 

 

職  歴： 

 昭和 39 年 4 月  中部電力株式会社 入社 

 平成 5 年 7 月  支配人 浜岡原子力総合事務所 浜岡原子力発電所長 

  9 年 6 月  取締役 浜岡原子力総合事務所長 

  13 年 6 月  常務取締役 

 原子力管理部・原子力計画部・浜岡原子力総合事務所 統括 

  15 年 6 月  常務取締役 発電本部長 

  16 年 6 月  代表取締役副社長 発電本部長 

  17 年 6 月  代表取締役副社長 

  19 年 1 月  顧問 

 原子力委員会委員（非常勤） 
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久野 祐輔 
東京大学大学院工学系研究科 教授（委嘱）、日本原子力研究開発機構 核不拡散科学技術センター 次長    
Mr. Yusuke KUNO, Professor, Nuclear Non-Proliferation Research Laboratory of the Department of Nuclear 
Engineering and Management, School of Engineering, the University of Tokyo / Deputy Director, NPSTC, JAEA 

閉会挨拶  Closing Remark 

田中 知 東京大学大学院工学系研究科 教授                                                        
Mr. Satoru TANAKA, Professor, the University of Tokyo, Japan 

直井 洋介 日本原子力研究開発機構 核不拡散科学技術センター 技術主席                           
Mr. Yosuke NAOI, Senior principal engineer, Nuclear Nonproliferation Science and Technology Center (NPSTC), 
Japan Atomic Energy Agency (JAEA) 

 

 1983 年 4 月 動力炉・核燃料開発事業団 入社 新型転換炉ふげん発電所（「ふげん」） 

トリチウム放出低減対策の研究、応力腐食割れ対策としての原子炉冷却系

への水素注入技術開発、系統化学除染技術開発、原子炉冷却系への放

射性核種蓄積抑制のための亜鉛注入技術開発などに従事 

 1994 年 7 月 動力炉開発推進本部 

「ふげん」高度化炉心のための安全設計・安全審査対応業務 

 1998 年 4 月 外務省 総合外交政策局 科学原子力課 出向 KEDO 担当 

 2001 年 1 月 核燃料サイクル開発機構 新型転換炉ふげん発電所 

「ふげん」開発成果の集大成担当 

 2003 年 7 月 新法人設立準備室 

核不拡散科学技術センターの設計などに関与 

 2005 年 10 月 核不拡散科学技術センター 計画推進室長 

 2008 年 7 月 核不拡散科学技術センター 技術主席 兼 計画推進室長 

 

鈴木 達治郎 電力中央研究所 社会経済研究所 研究参事、東京大学公共政策大学院 客員教授        
Mr. Tatsujiro SUZUKI, Senior Researcher, Socio-Economic Research Center, Central Research Institute of Electric 
Power Industry / Visiting Professor, Graduate School of Public Policy, the University of Tokyo 

 

1951年生まれ。75年東京大学工学部原子力工学科卒。78年マサチューセッツ工科大

学プログラム修士修了。工学博士（東京大学）。（株）ボストンコンサルティング・グルー

プ、（財）工業開発研究所国際エネルギー政策フォーラム、米マサチューセッツ工科大学

（ＭＩT）エネルギー環境政策研究センター、同国際問題センターなどを経て、1996 年より

（財）電力中央研究所在籍。2007 年よりパグウォッシュ評議員を務める。専門や原子力政

策、科学技術政策。主要共著書に「どうする日本の原子力」（日刊工業社、1998 年）、「エ

ネルギー技術の社会意思決定」（日本評論社、2007 年）、「科学技術ガバナンス」（東信

堂、2007 年）など。 



投影資料 1（基調講演：「核不拡散・軍縮に関する国際委員会」の概要報告） 

 - 89 - 

投影資料 

・投影資料 1（基調講演：「核不拡散・軍縮に関する国際委員会」の概要報告） 

○ 共同議長
川口順子元外務大臣（日）
ギャレス・エバンス元外務大臣（豪）

○ 委員
共同議長及び核兵器国５か国を含む
１５か国から各１名参加

核不拡散・核軍縮に関する国際委員会（ICNND)

協力・助言

（これまでの会合）
2008年10月20日～21日 第１回会合（シドニー）
2009年2月14日～15日 第２回会合（ワシントン）

6月20日～21日 第３回会合（モスクワ）
10月16日～20日 第４回会合（広島）
１２月中に 報告書発表

諮問委員会・調査研究機関

2008年6月 ラッド豪首相による提案
2008年7月 日豪首脳会談（日豪の共同イニシアティブで行うことを決定）
2008年9月 国際委員会委員の確定・発表（25日、於ニューヨーク）

（目的）

核不拡散、核軍縮（及び原子力の平和的利用・核テ
ロ）に関する現実的・行動志向の勧告。２０１０年５月
のＮＰＴ運用検討会議の成功に貢献。具体的な勧告
等を含む報告書を提示。

核不拡散・核軍縮に関する国際委員会

廃絶段階最小化段階

短期的行動計画
（現在～2012年）

長期的行動計画
（2025年を超えて）

中期的行動計画
（2012年～2025年に向けて）

「核不拡散・核軍縮に関する国際委員会」報告書
“ELIMINATING NUCLEAR THREATS”

-包括的行動計画-

最小化地点（Minimization Point）

「最小化地点」とは
→ゼロが手に届く範囲内で、以下の「中期的軍縮目標」が漸進的に達成される地点。
○ すべての核武装国による核弾頭保有総数（全ての種類）を２０００以下に削減。

＞米露でそれぞれ５００発まで削減。他の核武装国は核軍備を増強しない。(and   
desirably significant reduction)
○ 合意された核ドクトリン：すべての核武装国による先制不使用へのコミットメント
○ 信頼可能な戦力態勢：そのような核ドクトリンを反映した配備と警戒態勢
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１．短期的行動計画 （現在～2012年）

（核軍縮）

• 米露による戦略兵器削減交渉の早期妥結及び更なる交渉による削減（すべての核兵器）

• 核政策に関する早期の進展：全ての核武装国による以下の措置

①核兵器の目的を核兵器使用の抑止のみに限定する宣言を全ての核武装国に要請（同盟国に対しては生物、化学兵

器等の脅威に対し強固な安全保証を供与）（注：但し、２０１２年までに進展が見られない場合は中期的に主要な措置となる）

②ＮＰＴ遵守非核兵器国に対する消極的安全保証の供与（安保理決議により法的拘束力を付与）

• すべての核武装国による核軍備を増強しないことへの早期のコミットメント

• すべての核武装国による多国間軍縮プロセスに向けた準備（全ての関係国間（米と露・中国間を含む）の戦略対話、軍

縮会議（CD）のフォーラムとしての活用等）

（核不拡散）

• イラン・北朝鮮の核問題の交渉による満足すべき解決

• NPT非加盟国（インド、パキスタン、イスラエル）に対し、同等のルール（CTBT、FMCT、拡散に対する安全保障構想

（PSI）、安保理決議１５４０等）を適用することで不拡散体制を強化

• （核軍縮・核不拡散）

• 2010年NPT運用検討会議における核軍縮・不拡散措置２０項目の提案（核軍縮の１３措置の更新及び拡大、保障措置

・検証措置の強化、脱退を国際の平和と安全に対する脅威とみなし安保理が取り上げる、IAEA強化、中東非核地帯実

現のため国連事務総長が国際会議を開催等）

• 生物・化学兵器禁止条約の普遍化

• CTBTの発効（それまで実験自粛）、FMCT交渉の終結（発効まで生産自粛）

２．中期的行動計画 （2012年～2025年に向けて）

• 最小化地点（２０２５年）までの「中間的核軍縮目標」（①全ての核弾頭数を２０００以下、②全ての核武装国による共通

の先制不使用のコミットメント、及び③信頼・検証可能な核の配備・警戒態勢、の実現）の漸進的達成。

• ミサイル・システム及び戦略ミサイル防衛、宇宙兵器システム、生物兵器、通常兵力不均衡等に係る安全保障上の問

題の漸進的解決

• 「核兵器のない世界」への究極的移行を法的に確保するための包括的核兵器（禁止）条約の策定

• NPT体制及びIAEAの強化措置の実現

• 核燃料サイクル多国間管理、拡散抵抗技術等の漸進的達成

１．短期的行動計画 （現在～2012年）（続き）

 IAEA保障措置の追加議定書の普遍化、その各関連供給条件化

•（平和利用）

•核燃料サイクルの多国間管理化、拡散抵抗技術等に関する官民協力に向けた前進

（核セキュリティ）

•改正核物質防護条約の早期発効、核兵器物質等の防護のための協調的脅威削減プログラム等の国際的な実施の加速

化
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３．長期的行動計画 （2025年を超えて）

• 重大な戦争・侵略の可能性が小さくなり、核抑止力が不要と見なされる地政学的条件の創出

• 核抑止能力維持を正当化しない軍事的条件の創出（通常兵器不均衡、ミサイル防衛システム等）

• 核兵器禁止違反を探知しうる強固な検証能力と違反の可罰化（法体系の整備）

• 兵器開発に結びつかない核燃料サイクルや核兵器関連知識の管理体制の創設

• 核兵器の設計・組立に係る個人の知識が不正に使用されないための人事管理体制の創設

４．報告書勧告実施のために

• 重大な戦争・侵略の可能性が小さくなり、核抑止力が不要と見なされる地政学的条件の創出

• 核抑止能力維持を正当化しない軍事的条件の創出（通常兵器不均衡、ミサイル防衛システム等）

• 核兵器禁止違反を探知しうる強固な検証能力と違反の可罰化（法体系の整備）

• 兵器開発に結びつかない核燃料サイクルや核兵器関連知識の管理体制の創設

• 核兵器の設計・組立に係る個人の知識が不正に使用されないための人事管理体制の創設

• 重大な戦争・侵略の可能性が小さくなり、核抑止力が不要と見なされる地政学的条件の創出

• 核抑止能力維持を正当化しない軍事的条件の創出（通常兵器不均衡、ミサイル防衛システム等）

• 核兵器禁止違反を探知しうる強固な検証能力と違反の可罰化（法体系の整備）

• 兵器開発に結びつかない核燃料サイクルや核兵器関連知識の管理体制の創設

• 核兵器の設計・組立に係る個人の知識が不正に使用されないための人事管理体制の創設

 フォローアップ（上下双方へのアプローチ）、教育、NGO、研究機関の重要性

• 核兵器禁止条約に関する作業の開始

• 国際著名人パネルによる成績表の作成

• 世界核不拡散・核軍縮センターの設立を検討
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・投影資料 2（円卓討論 1：「NPT の 3 本柱─原子力平和利用、核不拡散、核軍縮」）

1

Round Table Discussion 1
Three Pillars of NPT

Foods for Discussion

Moderator  
Nobuyasu ABE

2

Three Pillars of NPT & Current Trend

Peaceful Use of 
Nuclear Energy

Nuclear Non-
Proliferation

Nuclear 
Disarmament

Increased Recognition 
of the Role of Nuclear 
Energy

Nuclear Renaissance in 
US and Europe

China, India, Emerging 
Nuclear States

Iran and DPRK

Nuclear 
Terrorism

Black Market

Obama Initiative

Post  START-I (US-
Russia)

Momentum 
toward 2010 NPT 
Review 
Conference
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3

Challenges of Three Pillars of NPT

1. Need to ensure compatibility between peaceful 
use of  nuclear energy and nuclear non-
proliferation

2. Challenges inherent in NPT

3. Promotion of both nuclear disarmament and 
nuclear non-proliferation with the participation of 
all nuclear armed states

4

Promotion of nuclear energy (Round Table 1)
Nuclear energy should be promoted worldwide

In this respect we have to address the following challenges
 How do we support emerging nuclear states for their efforts to 

develop the infrastructure necessary for the introduction and 
expansion of nuclear power?

 How do we attract young scientists and engineers into nuclear 
field?

 How do we promote research and development of next-
generation nuclear energy systems?

 How do we promote international cooperation in the field of 
peaceful use of nuclear energy (bilateral or multilateral)?

 How do we ensure compatibility between peaceful use of 
nuclear energy and nuclear non-proliferation?

1.Need to ensure compatibility 
between peaceful use of  nuclear energy and 

nuclear non-proliferation
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5

Compatibility between peaceful use of nuclear energy and 
nuclear non-proliferation
 Support to emerging nuclear states to ensure 3S (nuclear non-

proliferation/Safeguards, Safety and Security) (Round Table 1)

 Enhancement of conventional nuclear non-proliferation 
measures

 Safeguards (Round Table 2)
How do we promote universal adherence to Additional Protocol? 

(Round Table 1)

 Export Control of sensitive nuclear technology
Is criteria-based approach contemplated in the framework of Nuclear 

Suppliers Group effective?

What role should G8 play?

What role should nuclear industry play?

1.Need to ensure compatibility 
between peaceful use of  nuclear energy and 

nuclear non-proliferation

6

Enhancement of conventional nuclear non-proliferation measures

Nuclear Security (Round Table 2)

How do we ensure nuclear security both within nuclear 
facilities and during transportation

What role should World Institute for Nuclear Security (WINS) 
play?

New approach for bilateral nuclear cooperation agreement

Can US-UAE nuclear cooperation agreement serve as a model?

1.Need to ensure compatibility 
between peaceful use of  nuclear energy and 

nuclear non-proliferation
(continued)
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7

New measures

Multilateralization of nuclear fuel cycle (Round Table 1 and 3)

Proliferation resistant nuclear technology (Round Table 2)

What do we expect proliferation resistant nuclear technology to 
address?

How do we optimize the introduction of proliferation resistant 
nuclear technology and institutional measures of nuclear non-
proliferation?

1.Need to ensure compatibility 
between peaceful use of  nuclear energy and 

nuclear non-proliferation
(continued)

8

Importance of overcoming the perception of inequality
(Round Table 1)
Need to address
Existing inequality inherent in NPT between nuclear -

weapon States and non-nuclear-weapon States

Underlying inequality between states with nuclear 
fuel cycle technologies and states without such 
technologies

2. Challenges inherent in NPT
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9

Withdrawal

DPRK’s case: Withdrawal from NPT

Issue: It is not illegal for a state Party to acquire nuclear technology 
while a Party to NPT, and then to withdraw from it and divert such 
technology for nuclear weapon purpose

Challenge: How do we prevent future withdrawal without resorting 
to the amendment of NPT?

Compliance and Enforcement

Iran’s case: Violation of safeguards agreement

Issue: Failure to address the cases of non-compliance such as the 
cases of DPRK and Iran, might undermine the credibility of NPT.

Challenge: How does international community address the cases of 
non-compliance? 

2. Challenges inherent in NPT

10

 Significance of the clear progress of nuclear disarmament on 
nuclear armed states in terms of encouraging the acceptance of 
strengthened measures for nuclear non-proliferation on non-
nuclear weapon states

 How do we obtain the progress on the following fronts?

 START Follow-on Treaty

 CTBT and FMCT

 Is experience in safeguards applicable to verification of 
disarmament?

3. Promotion of both nuclear disarmament 
and nuclear non-proliferation with the 

participation of all nuclear armed states
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11

 How do we integrate non-NPT states in the global regime of 
nuclear non-proliferation and nuclear disarmament?

 Nuclear disarmament including states other than Russia and 
U.S. 

 How do we evaluate nuclear cooperation with non-NPT 
States? (Round Table 1)

3. Promotion of both nuclear disarmament 
and nuclear non-proliferation with the 

participation of all nuclear armed states

1

1. How do we sustain the promotion of nuclear energy and 
address challenges for the promotion?

2. How do we support emerging nuclear states securing the 3S? 

3. How effective is multilateralization of nuclear fuel cycle from 
the perspective of nuclear non-proliferation

4. How do we promote universal adherence to Additional 
Protocol?

5. How do we overcome the perception of inequality in NPT 
regime?

6. How do we evaluate nuclear cooperation with non-NPT States?

Six Specific issues to be discussed in 
Round Table 1
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2

1. How do we sustain the promotion of nuclear energy 
and address challenges?
 How do we support emerging nuclear states for their efforts to 

develop the infrastructure necessary for the introduction and 
expansion of nuclear power?

 How do we attract young scientists and engineers into nuclear 
field?

 How do we promote research and development of next-
generation nuclear energy systems?

 How do we promote international cooperation in the field of 
peaceful use of nuclear energy (bilateral or multilateral)?

Specific issues to be discussed in 
Round Table 1

3

2. How do we support emerging nuclear states securing 
the 3S? 
 Responsibility of advanced nuclear states to offer cooperation 

for the development of infrastructure to ensure 3S

 Responsibility of emerging nuclear states as they introduce 
nuclear power

 IAEA’s role in this respect

Specific issues to be discussed in 
Round Table 1
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4

Specific issues to be discussed in 
Round Table 1

3. How effective is multilateralization of nuclear fuel cycle 
from the perspective of nuclear non-proliferation?
 How effective is the fuel supply assurance from the viewpoint of 

nuclear non-proliferation?

 How do we overcome the perception that fuel supply assurance 
will restrict the inalienable right of peaceful use of nuclear 
energy?

 Couldn’t multilateral scheme addressing backend of nuclear fuel 
cycle be more effective from the viewpoint of nuclear non-
proliferation?

5

4. How do we promote universal adherence to Additional 
Protocol?
 Approach to make an adherence to AP a condition of nuclear 

cooperation through NSG guidelines and bilateral nuclear 
cooperation agreements

 International outreach and cooperation for the infrastructure 
development necessary for the ratification of AP

 Progress on the other side of the bargain (Disarmament)

Specific issues to be discussed in 
Round Table 1
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7

6. How do we evaluate nuclear cooperation with non-NPT 
States?

 Is nuclear cooperation deal with non-NPT states either a 
challenge or a solution?

 What specific measures should be taken to integrate non-NPT 
states further into the international nuclear non-proliferation and 
disarmament regime?

Specific issues to be discussed in 
Round Table 1

5. How do we overcome the perception of inequality in 
NPT regime?
 Existing inequality inherent in NPT between nuclear -weapon 

States and non-nuclear-weapon States
How does the progress on disarmament alleviate the perception of 

inequality of non-nuclear weapon states?

Can multilateralization of nuclear fuel cycle including the facilities in 
nuclear armed states alleviate the perception on non-nuclear weapon 
states of the discriminatory nature of NPT

 Underlying inequality between states with nuclear fuel cycle 
technologies and states without such technologies
 Approach to set the nuclear non-proliferation norm required for the states with 

nuclear fuel cycle 6

Specific issues to be discussed in 
Round Table 1
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・投影資料 3（円卓討論 2：「保障措置、核セキュリティ、核拡散抵抗性」） 

1

Round Table Discussion 2
Safeguards, Nuclear Security and
Proliferation Resistance

Moderator  
Kaoru NAITO

2

Recent Trend of Safeguards

Asia Pacific Safeguards Network (APSN)
Next Generation Safeguards Initiative 
(NGSI：U.S.)
Brazilian-Argentine Agency for Accounting 
and Control of Nuclear Material (ABACC)
Review of the development of safeguards 
and Japan’s efforts
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3

Challenges of Safeguards (SG)
Q1:  How do we promote universalization of NPT-SG, 

Additional Protocol (AP) and Integrated Safeguards (IS)? 
Q2:  How can we attain more effective and efficient SG? 

Any idea for evolution of SG? R&D? International Co-
operation? Regional SG? SG Culture? SG by Design 
(SBD)? 

Q3:  What is the limit of SG? How to overcome it?
Q4:  Is there a way to reduce economic impacts of SG for 

future nuclear fuel cycle?
Q5:  Should the NWSs (nuclear weapon states) bear the 

same burden as those of the NNWSs (non-nuclear 
weapon states) in applying SG to their facilities?

Q6:  How can we develop human resources for SG?

4

Q1:  What kind of technologies are effective for 
the increased PR of nuclear fuel cycle? 

Q2: What is the relationship of PR with SG?  Are 
they  in trade-off relation or can they be 
expected to have synergy effects? 

Q3:  Are the criteria necessary for the design of 
proliferation resistant nuclear system?

Q4: How resistant is proliferation resistant 
enough? 

Q5: Is proliferation resistant nuclear system 
economically competitive / viable? 

Proliferation Resistance (PR)
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5

Enhancement of Nuclear Security (NS)
Q1: What are the most urgent challenge and counter measures 

for enhancing NS in each state; US, ROK, France, Russia, 
Brazil, Japan?
 Measures for security of radioisotopes
 Measures for security of nuclear material transportation
 Counter measures against illicit trafficking of nuclear 

materials/ radioactive materials
 Counter measures against insider threat
 Promotion of “Security by Design” concept
 Development of  NS culture
 Early ratification of revised CPPNM

Q2: What roles are expected for WINS (World Institute for 
Nuclear Security) ? 

Q3: What are expected for Nuclear Security Summit in April 2010 
proposed by  US President Obama ? 
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・投影資料 4「International Safeguards Challenges and Issues」 

Kenji  Murakami
Former Director of Safeguards Operations, IAEA

Visiting Professor, Tokyo City University
Visiting  Researcher, JAEA

International Safeguards – Challenges 

 IAEA Safeguards have evolved through various 
events and enhanced its activities over the years.

 More challenges and heavy workload are
expected to come in a future.

 There is a continuing need to strengthen its ability 
to provide credible assurance in global nuclear non-
proliferation.    
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Challenges and Issues
1.  Global nuclear renaissance and increasing workload

2.  Safeguarding innovative fuel cycle facilities and 
technological development

3.  Global proliferation risk and proliferation network 

4.  Maintaining adequate and sufficient legal authority

5.  Possible new verification roles and missions 

6.  Improve effectiveness and efficiency of verification 
capabilities and operations

7.  Effective resource development and management 

１.  Global nuclear renaissance and 
increasing workload

- Growing number of facilities and quantities of                      
nuclear material

- Ensuring reliable SSAC and nonproliferation 
compliance in new  coming states

- Verifying decommissioning facilities and long term 
storages
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２. Safeguarding innovative fuel cycle 
facilities and technological development

- Develop new and improved safeguards concept and 
approaches

- Enhance detection capabilities through acquisition of 
effective verification methodology

- Use of advanced verification technology and Safeguards 
by design  

３.  Global proliferation risk and 
proliferation network 

- Effective and efficient verification of undeclared activities

- Enhance information acquisition and analysis capabilities

- Provide credible assurance by early detection of
non-compliance
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4. Maintaining adequate and sufficient 
legal authority

- Universal implementation of Safeguards Agreements, 
APs, and IS

- Fully implement existing legal framework and 
examine possible expansion of authority

- Safeguarding non-NPT states 

5.  Possible new verification roles and 
missions

- Verifying excess fissile materials 

- Technical support to FM（C）T

- Respond to request for verification and technical
assistance related to disarmament
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6. Improve effectiveness and efficiency of 
verification capabilities and operations

- Enhancing information analysis driven safeguards

- Cooperation with States and SSACs/RSACs 

- Applying quality management systems

7. Effective resource development and 
management

- Securing adequate financial resources

- Develop and implement human capital management 
strategy 

- Maintain effective management team with trained 
and experienced staff
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・投影資料 5「Proliferation Resistance for Future Nuclear Fuel Cycle」

Proliferation Resistance for 
Future Nuclear Fuel Cycle

JAEA International Forum 2009 December 04
Round Table Discussion #2

Future Nuclear Energy World

• Nuclear power growth (number of reactors, 
advanced-reactors, fast reactors etc)

• Needs of nuclear fuel cycles (large scale fuel 
cycle, Pu recycle) 

• Needs to develop safer, more economical 
systems

• Needs of proliferation-resistant nuclear systems 
against the increase in nuclear diversion risk 
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Measures on Proliferation Resistance

• Technical Barriers (Intrinsic) as complementary 
measures;   
– Technical difficulty, Material type barrier

• Institutional Barriers (Extrinsic); 
– International Safeguards

Comprehensive Safeguards Agreement + 
Additional Protocol, Bilateral Agreements, Export 
Control, Security (PP) etc 

Proliferation Resistance – Detection : 
Based on Institutional System 
High detection probability by SG and other 

techniques
– Design information
– Accountability
– C/S
– Detectability of material-diversion / misuse
– Operational transparency  
– etc

Proliferation Resistance : Technical Issues
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Proliferation Resistance - technical 
difficulty and Material type
Hard to access / Difficult to handle / 

Difficult to divert
– Lower Pu Grade (Isotopic Composition)
– High Radiation Dose
– High Heating Rate
– High Neutron Emission Rate
– No pure Pu; Low decontamination (chemical 

physical property) 

Proliferation Resistance : Technical Issues

Image of Proliferation Resistance (PR) of 

FR Cycle Fast Reactor Example

FBR

Fresh fuel 
with TRU

Spent fuel (high BU)

Fabrication

Unattractive for diversion

Highly radioactive
Radiation dose
High heating rate
Low decontamination 
Low grade Pu

Characteristics From PR&PP
 Hard to access
 Difficult to handle
 Difficult to divert

HL waste

Waste with no MA

Example of  Proliferation Resistance 
aspects of the Fuel Cycle

Reprocessing

Mixed U/TRU fuel with low
decontamination

Key for PR =
Safeguards
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PR Discussion in INFCE (WG4)
 International Nuclear Fuel Cycle Evaluation, proposed by US president, Carter

 October, 1977 – February, 1980
 Participants: 66 States and Five International Organization
 The first and the largest international discussion for nonproliferation of 

nuclear fuel cycle
 The relative PR of the different fuel cycles (Once-through, Pu recycle)

 No single judgment can be made that is valid both now and for the future
 Assessment of Alternative Technologies

 Alternative technology - Measures to reduce the risk of diversion
(i) Methods of reduce the presence of Pu in the fuel cycle in separated form

Colocation, Storage and Transport of Pu as MOX, Co-conversion, Co-
processing

(ii) Measures to use radioactivity to protect Pu from proliferation
Pre-irradiation, Spiking, Partial Processing

(iii) Measures to protect Pu by the use of physical barriers
 Alternative Assessment

 Technical measures have a powerful influence on reducing the risk of theft but only 
a limited influence on reducing the risk of proliferation (by states).

 Safeguards measures are more important than the technical measures.

PR & PP Methodology Features
Project For What? 

(Purpose or Usage)
For Whom 

(Users)
By Whom 

(Developers)
INPRO Better nuclear systems,

Implementing better SG
Policy makers, 

Designers
Inspectorate

Designers, Inspectors

Gen IV
PRPP

Better nuclear systems, Implementing 
better SG,

Choosing System,  Export control, 
Public communication Tool

Policy makers, 
Designers Group by different expertise

French
PRPP

SG improvement,
Select best nuclear system, Help 

designers,
Public communication tool
Detect weak points for  system 

modification

Stakeholders
(Decision 

makers, 
Public)

Designers

US AFCI Diversion
Theft

States 
Terrorist or 
Sub-national

Proliferation of nuclear 
weapons

Japan FS
Diversion, Misuse, Theft

States
Sub-national 

Nuclear weapons, Nuclear 
explosives,

Other measures to do harm, 
Sabotage
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Como Meeting in 2002 (STR-332)
 Sponsored by IAEA, October 2002
 STR-332, “Proliferation Resistance Fundamentals for Future Nuclear Energy 

Systems”
 Participants: Argentina, Brazil, Canada, France, Germany, Italy, Korea, Russia, USA, IAEA

 Definition of Proliferation Resistance
 Characteristics of a nuclear energy system that impedes the diversion or 

undeclared production of nuclear material, or misuse of technology, by States in 
order to acquire nuclear weapon or other nuclear explosive devices.

 The degree of proliferation resistance results from a combination of technical 
design features, operational modalities, institutional arrangements and safeguards 
measures.

 Fundamentals of Proliferation Resistance 
 PR will be most cost effective when an optimal combination of intrinsic features and 

extrinsic measures, compatible with other design considerations, can be included in 
a nuclear system.

 PR will be enhanced when taken into account as early as possible in the design 
and development of a nuclear system.

 Effective use of intrinsic PR features facilitates efficient applications of extrinsic 
measures.

 Extrinsic PR measures, such as control and verification measures, will remain 
essential, whatever the level of effectiveness of intrinsic features.

 From a PR point of view, development and implementation of intrinsic features 
should be encouraged.

9

Material Barriers

Technical Barriers

Institutional Barriers

Extrinsic Measures/Barriers

Proliferation Resistance

Intrinsic Features/Barriers

Threat by (Host) State (Diversion, Undeclared 
production of nuclear materials, Misuse of technology)

Resulting from the technical design incl. the 
features that facilitate the implementation of 
extrinsic measures

Ex. Accessibility unattractiveness, Facility 
accessibility, Skill, expertise and knowledge, etc. 

Ex. Safeguards, Additional Protocol, 
Export control, Bilateral nuclear agreement, 

Structure of Terminology

Nuclear Nonproliferation

Physical Protection

Ex. Isotopic, Chemical, Radiological, etc.

Resulting from State’s decisions and 
undertakings

Threat by Sub-national groups (Ex. Theft, RDD, sabotage)

Threat by 
Sub-national groupsNuclear Security

Protection of Other Radioisotopes
IAEA GC(49)/17）：The prevention and detection of
and response to, theft, sabotage, unauthorized
access, illegal transfer or other malicious acts
involving nuclear material, other radioactive
substances or their associated facilities
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GEN IV
•Technical Difficulty（TD）
•Proliferation Costs （PC）
•Detection Probability（PT）
•Material Type （MT）
•Detection Probability （DP）
•Detection Resource （DR）

INPRO
•States' Commitments （UR 1）
•Attractiveness of NM and 
Technology （UR 2）

•Difficulty and Detectability of 
Diversion （UR 3）

•Multiple Barriers （UR 4）
•Optimization of design （UR 5）

Proliferation Resistance Measures to be 
considered

Cooperation between 
Designers and NP Experts

 JAEA has recently started joint study for PR of future nuclear fuel cycle
 Mutual understandings have been established.

 System Designers understand PR features and fundamentals.
 Safeguards experts have identified the challenges.
 PR analysts understand those integrations and design features.
 Established the basis for collaborative study to enhance PR of future 

nuclear fuel cycle

 Importance of Collaborative Study between System Designers and NP/SG/PR 
Experts, international manner
 Mutual understanding among different expertise
 Building International 

consensus/Fundamentals/Standard/Criteria/Guideline
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M.Kikuchi, presented at JAEA-IAEA WS, Nov 2007
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・投影資料 6「International Trends on Nuclear Security」 

December 4, 2009

Vice-president
Japan Nuclear Energy Safety Organization (JNES)

Professor Emeritus, Kyoto University

Yoshihiro Nakagome

Round Table Discussion 2

International Trends 
on Nuclear Security

International Forum 2009 on Peaceful Use of Nuclear Energy and Nuclear Nonproliferation/Nuclear Disarmament 
(JAEA / JIIA / The University of Tokyo Global COE)

2

Peaceful use of nuclear material Non-Proliferation 
(Treaty :NPT)

Concrete measures for NP:

Physical Protection Safeguards Export Control

What is Physical Protection?

Prevention of 
theft of nuclear 
material and 
sabotage against 
nuclear facility

Prevention by 
state( facilities) 
of  diversion of 
nuclear 
material to 
weapon 
Inspection by 
IAEA, etc.

Export Control to 
non-NPT 
countries of 
resources for 
development of 
nuclear weapon
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Then , what is Nuclear Security?

In 1970s   Physical Protection: Prevention of theft of 
nuclear material and sabotage against nuclear facility

Since the September 11, terrorist attack, 
physical protection has being shifted to 
“Nuclear Security”

Material under consideration

Physical Protection Nuclear material

Nuclear Security Nuclear material
+ other radioactive substances

Solution might not be found eternally ?

AdSec （Advisory Group on Nuclear Security）/IAEA

Definition of Nuclear Security

The prevention and detection of and response to, 
theft, sabotage, unauthorized access, illegal 
transfer or other malicious acts involving 
nuclear material, other radioactive substances 
or their associated facilities

Most difficult issue: Insider threat 
Countermeasures

Trustworthiness check for employee ······ 
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Significance of 3S sent out from Japan
3S: Nuclear Security, Nuclear Safety, 

Nuclear Safeguards(Nuclear Non-proliferation)

Advocated by Prime Minister, Fukuda of Japanese 
Government in July 2008 at Toyako Summit 

Issues of Japan : Scarce awareness of nuclear security, what and 
how 3S could be explained to international nuclear 
market?  Qualification to explain Nuclear Security?

Action for Japan : a. better perception on current international 
status for nuclear security, b. support for countermeasures taken 
by IAEA, c. establishment of Japan-own nuclear security (enhance 
nuclear security governance）, d. understanding of position and 
implication of nuclear security among 3S, and e. embarkation on 
international nuclear market !!

International trends on Nuclear Security
a. Preparation and publication of Nuclear 

Security Series documents by IAEA
b. Security measures for transportation of 

radioactive material 
c. Fostering Nuclear Security Culture
d. Prevention of carrying in/out of nuclear 

material or other radioactive substances at 
national borders “Detection of and response 
to illegal transfer”

e. Concept of Security-by-Design
f. Synergy of 3S
g. WINS (World Institute for Nuclear Security)
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・投影資料 7（円卓討論 3：「核燃料サイクルの多国間管理」） 

1

Round Table Discussion 3
Multi-lateralization of Nuclear Fuel Cycle 
(MNFC)

Moderator  
Jor-Shan Choi

2

Historical Aspect of MNFC

Pre – 1950 Baruch Plan (Acheson-Lilienthal Report)

1950:

• 1953 – Atom for Peace & Uranium Bank

• 1957 – EURATOM

• 1957 – IAEA 

1960:

• INFCIRC/66
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3

Historical Aspect of MNFC

1970:

• INFCIRC/153

• Zangger Committee

• Nuclear Suppliers’ Group (NSG)

• Regional Nuclear Fuel Cycle Center

• International Nuclear Fuel Cycle Evaluation (INFCE)

1980:

• International Plutonium Storage

• Committee on Assurances of Supply (CAS)

4

Historical Aspect of MNFC
1990:

• International Monitored Retrievable Storage System 

• ASIATOM, PACATOM, etc.

• International Interim Storage Scheme

• INFCIRC/540 – AP 

2000:

• El Baradei

• George W. Bush

• IAEA Expert Group on MNA
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5

Recent Proposals on MNFC

12 Proposals on Assurance of Fuel Supply (AOS):
 U.S. Proposal on a Reserve of Nuclear Fuel (2005)

 Nuclear Threat Initiative (NTI) Fuel Bank (2006)*

 Global Nuclear Energy Partnership (2006)

 Global Nuclear Power Infrastructure (2006)

 World Nuclear Association (WNA) Proposal (2006)

 Six-Country Proposal (2006) – “Reliable Access to Nuclear Fuel”

 IAEA Standby Arrangement System (2006)

 UK Nuclear Fuel Assurance Proposal(2007)

 International Uranium Enrichment Centre (2007)

 Multilateral Enrichment Sanctuary Project (2007)

 Multilateralisation of the Nuclear Fuel Cycle (2007)

 Russian LEU Reserve Proposal (2009)

6

Recent Proposal on MNFC

1 Fuel Leasing Arrangement for the back-end:   
Russia agrees to take back spent fuel from Iran

Back-end fuel cycle has become a source of uncertainty for 
nuclear investment due to:

 Growing inventory of spent fuel in existing programs

 Indefinite spent fuel storage

 Availability of waste repository?
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• Is  MNFC an effective incentive for states to give up on their 
inalienable right to develop enrichment and reprocessing 
capabilities?

• How can “equality” be achieved in MNFC?

• Can MNFC contribute to solutions of nuclear non-proliferation 
challenges? What roles can it play?

• Can MNFC reduce safeguards and inspection costs?

• How can we make MNFC a reality? 

• Are international negotiated solutions required or can like-
minded states leading the way be sufficient?

• Would MNFC be best to pursue on a regional basis?

• What are the challenges and opportunities for MNFC? 

2. Multilateralization of Nuclear Fuel Cycle (MNFC), 
including the back-end

7

• What is the current situation on AOS in IAEA?

• What is the current situation on AOS proposed by individual 
states?

• What were the results of the United Nations Institute for 
Disarmament Research on multilateralization of nuclear fuel 
cycle?

• What were the outcomes of the study by the US National 
Academy of Sciences/Russian Academy of Sciences?

• How relevant is AOS in case of disruption of fuel supply due to 
political reasons?

• Is AOS an effective incentive for states to give up on their 
inalienable right to develop enrichment and reprocessing 
capabilities?

1.Assurance of Fuel Supply (AOS)
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・投影資料 8「Civilian Nuclear Power and Nuclear Non-Proliferation: How to minimize risks associated 
with expansion of nuclear fuel cycle activities?」 

Civilian Nuclear Power and Nuclear Non-
Proliferation:
How to minimize risks associated with 
expansion of nuclear fuel cycle activities?

International Forum on Peaceful Use of Nuclear Energy, Non-Proliferation 
and Nuclear Disarmament
December 3-4, 2009, Tokyo

Tatsujiro Suzuki
Associate Vice President, Central Research Institute of Electric Power 
Industry(CRIEPI), Visiting Professor, The University of Tokyo
tatsu@pp.u-tokyo.ac.jp

Worldwide Stockpile of HEU(2008)
-2000 tons owned by US, Russia

2
Source: International Panel on Fissile Materials (IPFM), Global Fissile Material Report 2009, (2009)
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Civilian Stockpile of HEU
- can be converted to LEU for research reactors

3

Source: International Panel on Fissile Material (IPFM),“Global Fissile Material Report 
2007”,
http://www.fissilematerials.org/ipfm/site_down/gfmr07.pdf

Worldwide Stockpile of Pu (2008)
-250 tons each for civilian and military use

4
Source: IPFM (2009)
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Civilian Pu Stockpile is increasing 
- Russia, UK, France and Japan with reprocessing

5
Source:IPFM (2009)

Pu Stockpile Projection
(Japan vs Germany)

6
Source:IPFM (2009)
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President Obama’s Speech at Prague (April 5, 2009)
- Calling for new framework for civilian nuclear power

• ”The threat of global nuclear war has gone down, but the 
risk of a nuclear attack has gone up.
▫ " One nuclear weapon exploded in one city ..could kill hundreds of thousands of people. And no 

matter where it happens, there is no end to what the consequences may be – for our global safety, 
security, society, economy, and ultimately our survival.

• "And as a nuclear power – as the only nuclear power to have used a nuclear 
weapon – the United States has a moral responsibility to act. We cannot 
succeed in this endeavor alone, but we can lead it.”

• " ..we should build a new framework for civil nuclear cooperation, 
including an international fuel bank, so that countries can access 
peaceful power without increasing the risks of proliferation“

http://www.whitehouse.gov/the_press_office/Remarks-By-President-Barack-Obama-
In-Prague-As-Delivered/

7

A Multilateral Approach?
No past proposals have been realized

• Baruch Plan: proposed an International Atomic 
Development Authority – 1946

• Atoms for Peace: speech to UNGA by US President 
Eisenhower – 1953– proposed an IAEA

• IAEA Statute (1956): Article III.B.2 and Article XII.A.5 
provide for Agency control over excess special 
fissionable materials

• IAEA study project on regional nuclear fuel cycle centres
(RNFC) –1975 to 1977

• Committee on International Plutonium Storage (IPS) –
1978 – 1982

• International Fuel Cycle Evaluation Programme (INFCE) –
1977 to 1980

• United Nations Conference for the Promotion of 
International Cooperation in the Peaceful Uses of 
Nuclear Energy (UNCPICPUNE) -1987

• Committee on Assurances of Supply (CAS) – 1980 to 1987
• International Symposium on Nuclear Fuel and Reactor 

Strategies:Adjusting to New Realities (1997)
• Technical, Economic and Institutional Aspects of Regional 

Spent Fuel Storage Facilities (RSFSF) – 2003 IAEA 
TecDoc

8
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9

Why has MNA never been realized yet?
• Double Standards and In-equality

▫ All proposals have been made by “Have” countries
▫ “Have not” countries feel “unfair”

• Not enough transparency
▫ Conditions for fuel assurance/access to technologies are not 

clear
▫ Not enough incentives to give up technologies/facilities

• Lack of effective utilization of market mechanism
▫ Could interfere (existing) “effective” market transactions
▫ Government's intervention needs to be minimized

• Difficulties of siting spent fuel/waste facilities remain 
unchanged

9

Conditions for A Multilateral Approach?

• Universality
▫ Discrimination between “have” and “have not” should be 

avoided
• Transparency

▫ IAEA Additional Protocol or equivalent safeguards 
arrangements should be applied

▫ Additional layer of “verification” 
• Economic Viability

▫ Should be consistent with global nuclear fuel market 
activities

▫ Economic rationale should be clearly defined to support 
nuclear fuel cycle programs

10
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A Proposal on Civilian Nuclear Power and 
Non-proliferation*

1. Reduction of “Surplus Weapons-Useable Materials”
2. Internationalization of Nuclear Fuel Cycle facilities 

and Establishment of Joint Stockpile
3. Voluntary Code of Conduct of the Nuclear Industry 

and Nuclear non-proliferation and disarmament 
Fund

4. Reexamination of Japan’s nuclear fuel cycle 
programs and Research Initiative for Advanced 
Nuclear Power Systems without Weapons-Usable 
Materials

5. Adopting best practices in nuclear security through 
international cooperation

11

*Japan Cooperative Security Initiative, “10 Recommendations for Nuclear Disarmament 
and Non-proliferation based on A-MAD (Asian Mutually Assured Dependence)”, 
September 2009. http://a-mad .org/

1.Reduction of “Surplus Weapons-Useable 
Materials”(1)

• Existing stockpile will be consumed first before 
further reprocessing
• On-site dry cask storage is top priority for spent 

fuel management

• “No Surplus” principles should become a 
global norm
• For enrichment and reprocessing service, 

“demand must be specified before supply”
• Enrichment services will be supplied only when reactor 

order is confirmed
• Reprocessing service will be supplied only when plutonium 

fuel order is confirmed
• Users/suppliers will report its “supply/demand plan” 

annually to the IAEA
• Surplus capacity will be adjusted by market mechanism, 

while shortage will be supplemented by joint stockpile 

12
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JAEC’s “No Pu surplus policy”
• In August 2003, JAEC announced its new 

guideline for plutonium management
• Utilities are expected to submit its plutonium 

usage plan annually before separation of 
plutonium. 

• Its plan is supposed to include the information 
on:
(1) current plutonium stock 
(2) planned usage of plutonium (name of power plant, 

or site, insertion period) 
(3) amount of reprocessing (during that year)
(4) usage of plutonium (during that year) 
(5) MOX contract plan and fabrication amount (during 

that year). 

13

1.Reduction of “Surplus Weapons-Useable 
Materials”(2)

• International Plutonium Disposition Program(IPDP)
should be established by Pu owners’ countries
▫ Utilities (owner of plutonium) can declare “excess” 

plutonium which will be exchanged with low enriched 
uranium (from stockpile) (1 tPu ~ 1GW reload of LEU)

▫ Excess plutonium will be given to the Program and be 
disposed by commercial bid 
 most likely by MOX fuel and LWRs
 Principle is “minimum cost, minimum transportation, 

minimum time”
▫ Costs ($10millon~$100mill/tPu) will be shared by 

plutonium-owner countries

14
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2.Internationalization of Nuclear Fuel Cycle facilities 
and Establishment of Joint Stockpile

• All fuel cycle facilities should be “internationalized” 
(international ownership) without exception.
▫ Increase transparency and reduce number of facilities
▫ “URENCO” as a model, with a treaty to have gov’tal oversight

• A country (or institution) has three options
(A) Own and operate its own facilities (with international 

participation) 
(B) Only own the share of facilities (multinational 

facilities)
(C) No ownership and rely on international service

• Suppliers/Consumers establish joint stockpile of natural 
uranium and enriched uranium
(A) will pay the stockpile cost (~ $40 million for 1GWy 

LEU, $60 million for 1GWy fabricated fuel) 
(A) also shall guarantee provision of emergency 

storage capacity for spent fuel from the fuel 
provided by it.

(C) has the top priority to access the stockpile

15

3.Voluntary Code of Conduct of the Nuclear Industry and 
Nuclear non-proliferation and disarmament Fund

• Global nuclear industry should adopt nuclear 
disarmament and non-proliferation principles 
such as:
▫ Non participation in weapon activities
▫ Non transfer of sensitive technologies
▫ Best practice in safety and physical protection

• Adopting “social verification” system
▫ Monitoring by civil society
▫ Protection of “whistleblowers”

16
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3.Voluntary Code of Conduct of the Nuclear 
Industry and Nuclear non-proliferation and 
disarmament Fund

• Japan should call on the countries possessing 
nuclear industry, working with private banks, to 
establish a “Nuclear Nonproliferation and 
Disarmament Fund” which can invest in the 
companies that observe the abovementioned 
three principles.

• The Fund shall provide support to the 
developing countries to contribute to capacity 
building for the observance of the three 
principles.

17

4.Reexamination of Japan’s nuclear fuel 
cycle programs

• The nuclear fuel cycle policies of Japan are in a chaotic 
situation.  This should be taken as an opportunity to 
conduct a fundamental review. 
▫ In particular, the Rokkasho reprocessing plant, which is 

out of operation now, is not needed from the viewpoint of 
plutonium demand.  

▫ Its future should be examined with the possibilities of 
either  turning it into an international facility with 
expanded spent fuel storage capacity or  shutting it down. 

• Concerning the enrichment facility, if an increase of 
demand in Asia can be expected, its international 
competitiveness should be strengthened with the aim of 
internationalizing it

18
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4. Research Initiative for Advanced Nuclear 
Power Systems without Weapons-Usable 
Materials

• As long term options, Japan can initiate research 
programs not involving sensitive nuclear 
materials

• Examples of such advanced system already 
under development in Japan
▫ Uranium from seawater
▫ Chemical enrichment process
▫ Thorium MOX fuel for plutonium disposition
▫ Small reactor with

19

5.Strengthening Nuclear Security Measures

• Japan should enhance its nuclear security 
measures aiming at the world-best standards and 
contribute to strengthening world-wide nuclear 
security measures
▫ Adopting “best practices” of nuclear security measures 

through international collaboration
▫ Taking a leadership in developing advanced 

technologies (such as nuclear forensics, ultra-sensors)
▫ Improve domestic security measures such as:
 Protection of radioactive materials in universities and hospitals
 Enhance “security clearing measures” for all employees
 Join international efforts such as World Institute for Nuclear 

Security (WINS)

20
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